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交付金活用事例及び集落活動への参加促進に関する事例





（A）過疎地域等自立活性化推進交付金を活用した取組
事例

（B）集落活動への参加促進に関する事例

４





◆活用事例一覧

地域 事業名 ※括弧内は交付金活用年度 事業区分

１ 青森県五所川原市 七和まちづくりネットワークによる住民主導の
地域ビジネス助け合い事業（H29） 産業振興・生活支援

２ 山形県川西町 町内広域連携、最先端技術の活用による地域の
支えあい事業(R1) 生活支援・人材育成

３ 富山県氷見市 地域教育の魅力創出に伴う起業家・ＩＣＴ人材
の育成による若年層の移住・定住促進事業（R1) 人材育成

４ 愛知県豊田市 和紙のふるさと小原和紙の再生創造活性化事業
（H29/R1）

人材育成・産業振
興・情報発信

５ 京都府宮津市 上宮津の特産品開発と新産業創出事業(H29) 産業振興・移住定住
促進

６ 京都府南丹市 ひよし「大堰川流域集落」ネットワーク事業
（R1)

産業振興・商品開
発・情報発信・生活
支援

７ 徳島県吉野川市 中山間地域交流拠点整備事業（H29） 交流促進

８ 愛媛県松山市 「五明の里」活性化プロジェクト（R1) 情報発信・商品開
発・生活支援

９ 愛媛県内子町 石畳つなぐプロジェクト（H29） 産業振興・人材育
成・情報発信

10 熊本県美里町 「町民の生活」「交流」「まちの活力」を支え
る美里町デマンド交通運行推進事業（H30) 移動手段の維持確保

11 宮崎県五ヶ瀬町 地域力向上による持続可能な集落づくり事業
（H30） 産業振興・交流促進

12 沖縄県名護市
交流拠点施設「わんさか大浦パーク」を核とし
た暮らしやすく活力ある地域づくりプロジェク
ト（R1)

直売所強化・商品開
発・情報発信・人材
育成



【１】七和まちづくりネットワークによる住民主導の地域ビジネス助け合い事業
（青森県五所川原市）【産業振興・生活支援】

◆主な事業（初年度）

【目標①】
地域内の資源循環の活性化と地域外からの外貨獲
得

【成果】
・七和米の販路拡大（地域内外の高齢者福祉施設への販売、
天日干しの自然乾燥米として付加価値を高めてアンテナショップ
等で販売）

【目標②】
住民が生活不安を解消し、地域で孤独を感じること
のないよう拠点機能の充実を図り、地域のつながりを
実感できる機会を創出

【成果】
・七和福祉プラザ（小さな拠点）の機能として、コミュニティカフェを
開設。カフェの営業日に合わせて高齢者を対象とした健康教室
等を実施（コロナ禍で活動自体は自粛中）
・高齢者向けの生活支援として、移動販売車「七和楽々号」の運
行、住民主導による移送サービス「七和お出かけサービス」（毎
週水曜日、買い物目的限定）を展開

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 平成29年度

主な事業内容
１．人材育成・合意形成プロジェクト
・運営協議会を開催し地域の合意形成を図るほか、地域住民に向け地域活性化に対する意識啓
発、主体性の向上を図った。
・また、地域運営組織の位置付けとして「七和まちづくりネットワーク」の法人化を目指した。

２．地産地消＆地産外商プロジェクト
・七和米や薪の生産者と消費者を結びつける体験活動等を実施するとともに、それらの集荷・保管・
精米・配送体制を整えるための体制構築を行う。また、地域ブランド化を目指してロゴマークとキャッチ
フレーズの開発を行った。

３．助け合いプロジェクト
・社会福祉法人若菜会のサービスと自主的な助け合い事業を融合させ、住民ファーストな仕組みづく
り、サービス提供を目指した。
・高齢者福祉だけではなく、地域にニーズのある障碍者福祉にも取り組んだ。

４．小さな拠点＆つながるプロジェクト
・七和福祉プラザ（旧羽野木沢小学校、市から払い下げを受けて若菜会が利用）の小さな拠点と
しての機能（コミュニティカフェを開設＜月2回、10～14時営業＞）をさらに充実させると共に住民
相互のつながりを強化し、併せて交流人口の拡大を図った。

◆実施体制（初年度） 【実施体制の変化】
・地域運営組織として各種事業に対
する責任を持った運営を行うため、
一般社団法人七和まちづくりネッ
トワークが設立された（平成30
年、初年度当初は任意団体）。

コミュニティ
カフェの様子

七和地域住民協議会
七和地区民生委員・児童委員協議会
七和地区社会福祉協議会
暮らしの応援隊
社会福祉法人若菜会

運営主体：七和地区活性化協議会

事務局（七和福祉プラザ）
企画実践（七和まちづくりネットワーク）

協力団体
青森大学
青森公立大学
弘前医療福祉大学
政策集団地域再生青森会議
青森コミュニティビジネス
研究所
プロジェクトおおわに
事業協同組合
青森県生活協同組合連合会

助言
提言

作業指示

青森県西北地域県民局
五所川原市

支援
協力

【目標③】
事業を担う住民主体の組織の設立・法人化を推進

【成果】
・（一社）七和まちづくりネットワークの設立



◆取組の流れ
（１）事業の背景、課題
・五所川原市の南東部に位置する農村地区の６つの集落（773世帯、1,944人）
・平成26年度から、国や県（集落経営再生・活性化事業）の支援を得ながら地域の現状把握、課題整理を開始。同年度、
「七和地区活性化協議会」（住民協議会、社会福祉協議会、民生委員・児童委員協議会、社会福祉法人、ボランティ
ア団体「暮らしの応援隊」）を設立。各集落が一体となって安心して幸せに暮らせる地域コミュニティを構築することを地域の
将来像として設定。
（課題①）地域のつながりを実感できる機会創出、地域で孤独を感じることなく、生活に安心をもたらす拠点機能の強化
（課題②）地域内の資源循環の活性化と地域外からの外貨獲得
（課題③）担い手発掘・育成と住民主体組織の設立・法人化

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜地産地消＆地産外商プロジェクト＞
七和米の商品開発では、食味を重視した七和米の開発に理解を示す農家の協力を得て、50俵を通常価格を上回る価格で
地域運営組織が購入し、域内外の高齢者福祉施設に販売する仕組みを構築することができた。
＜助け合いプロジェクト＞
高齢者等に対する送迎サービスの社会実験や、青森県民生協との連携による、移動販売車「七和楽々号」の運行に取り組
んだ。地域住民によく知られた地区の民生委員が移動販売車の運転を担うことで住民からもスムーズに受け入れられた。

（２）体制の構築
・地域の現状に対する客観的な評価と強みや弱みを再確認するため、域外の第三者の意見に触れる機会を作ることを意識し、
大学関係者（青森大学、青森公立大学、弘前医療福祉大学）・先進地域関係者等（プロジェクトおおわに、青森県民
生協等）が参画。また、若者の視点からアイデアを集めるため、各大学の学生にも協力を打診し、各プロジェクトの検討・実
践の各段階において参画（集落点検、ワークショップ、健康教室のプログラム等）。

（３）実施の合意形成
・４つのプロジェクトに６集落の住民を４名ずつ委員として選定。それぞれ年３回委員会を開催するほか、フォーラム、勉強会、
視察等を実施。委員の選定にあたっては地域の偏りが発生しないようバランスに配慮した。

（５）翌年度の取組
＜地産地消＆地産外商プロジェクト＞
前年に引き続き、地域内外の高齢者施設に対して七和米を販売。
＜助け合いプロジェクト＞
移動販売車の運用を継続。さらに地域の一人暮らしの高齢者が作る家庭菜園の野菜等を、
青森県民生協が運営するスーパーに出荷する「ご近所野菜」の仕組みを立ち上げた。毎週１
回、声がけを兼ねて高齢者宅を周り、野菜を集荷、翌日の朝にスーパーへ出荷。
＜小さな拠点＆つながるプロジェクト＞
前年に引き続き、コミュニティカフェの運営を継続。また、カフェの営業日に合わせて高齢者を

対象とした健康教室・ダンベル体操を実施して一定数の利用者を確保。

（６）翌々年度の取組
＜地産地消＆地産外商プロジェクト＞
前年に引き続き、地域内外の高齢者施設に対して七和米を販売（取扱
量を増やして新たな販売先を開拓）。天日干しによる自然乾燥米の商品
化を行い、東京にある青森県のアンテナショップ等での販促活動を展開。
＜助け合いプロジェクト＞
前年度からの取組に加え、高齢者の移動手段確保に向けて、住民主導
による移送サービス「七和お出かけサービス」が開始（市が実施するデマン
ド型乗合タクシーと競合しないよう、毎週水曜日、買い物目的に限定）。

【工夫点】
・一人暮らしの高齢者だ
けでは対応が難しい集
荷・出荷作業を地域運
営組織が担っている
（売上の65％を高齢
者、13％を地域運営
組織、22％を青森県
民生協が得る）。

【外部人材の活用】
・上記「体制の構築」のとおり、地域の
現状に対する客観的な評価、若者
の視点からのアイデアを集めるため、
域外の第三者（大学等）の参画
を重視。

【活用事業の波及効果】
・七和米の販売先開拓を行った際、活動趣旨に賛同する複数の社会福祉法人から協力を得ることが
できた。地域活性化のエンジン役としての社会福祉法人の役割を再認識する契機となった。
・「ご近所野菜」は初年度の移動販売車運用を契機に連携した、青森県民生協の協力（販売先）
を得たことで派生した取組であり、生産を行う高齢者の中には、高額の売上を達成する等、社会参
加の機会増加、生きがい創出につながっている。
・七和お出かけサービスは冬季の利用が多く、月平均3人が利用（登録者18人）。

【工夫点】
＜地産地消＆地産外商プロジェクト＞
・市の補助事業を活用して保冷庫を追
加整備し、七和米の取扱量を100俵
まで拡大した。
＜助け合いプロジェクト＞
・地域運営組織が事務局となり、同組織
が所有する乗用車等で、利用者の自
宅と商業施設間を送迎（利用料は1
往復当り５円）。

【１】七和まちづくりネットワークによる住民主導の地域ビジネス助け合い事業（青森県五所川原市）

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 平成29年度



【2】町内広域連携、最先端技術の活用による地域の支えあい事業
（吉島集落ネットワーク圏 （山形県川西町））【生活支援・人材育成】

◆主な事業（初年度）

【目標①】
中山間地の買い物難民支援
として、商工会や三セク等の
支援ネットワークを構築する。

【成果（令和元年度）】
川西町買い物支援調整会議（きらりよしじま、川西町、川
西町商工会、吉島商工会）を設置、全町展開の情報共
有と協働の体制について合意を形成。
移動販売車の整備により、生鮮食料品を中心とした商品
提供が可能となり、利用世帯が徐々に増え、利用者からの
声も反映しながら事業を展開。

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 令和元年度

主な事業内容

１．全町を網羅する買い物難民支援事業
・町商工会や町、産直等と連携・協働した移動販売事業を展開。買い物支援の協議体を設置し、
定期的な移動販売の買い物支援を実施。

２．ＡＩを活用した住民同士、企業等との連携による生活支援ツールの開発のための実証実験事業
・地域の生活支援活動を支えるマンパワーが不足する中、それらを補完するために、最先端の技術
（ＡＩスピーカー等）を活用。生活支援や周知・広報等の支援ツールを開発し実証実験後の運
営主体による管理・運用の仕組みづくりをモデル化。

３．共助（ワガコト化）のまちづくりと住民参加（マルゴト化）のコーディネーター育成事業
・共助の地域づくりを住民主体で推進するために、住民同士はもとより地区外のサポート（関係人
口）とのつながりを上手くコーディネートできる人材が必要であることから、人口減少や超高齢化によ
る「困り事」の解決に向けた事業や活動までを支援できる人材の確保と育成を行った。

◆実施体制（初年度）

移動スーパーきらり
便の導入整備

生活支援ツールの開発
スキーム

【目標②】
事業推進のためのチーム編成を
行い、運用までのプロセス、フォ
ロー、ケアの体制を整える。モニ
ター制によって、ニーズを的確に
とらえた5つ以上のスキルの開発
を行う。

【成果（令和元年度）】
Amazonのスマートスピーカー「Echo（エコー）」シリーズ
で利用できるAlexaスキルとして「きらり100歳体操（体操
動画配信）」「よしじま動画」「よしじまトーク（地区内の
ニュース発信）」「よしじま防災ニュース（配信）」「よしじ
まゴミの日（お知らせ）」を開発

【目標③】
・地域独自の生活支援コーディネーター
（集落支援）を4人育成
・関係人口を50人拡充

【成果（令和元年度）】
。生活支援コーディネーター4人配置
・宮城県気仙沼市や沖縄県等の住民50
人以上を関係人口化

自治部会(自治会長会・防犯協会・自主防災)

環境衛生部会(衛生分会・衛生女性班長会)

福祉部会(地区社協・ボラ会・老ク)

運営主体（特活）きらりよしじまネットワーク(以下、「きらりよしじま」)

教育部会(自治公・センター・専門部・SC)

川西町役場
まちづくり課
福祉介護課
産業振興課
未来づくり課

大学
東北芸工大
東北公文大
東北大学

地域内団体
町商工会等山形県・地域づくり支援プラットフォーム

支援

協力

連携

５つのスキル開発

AIスキル
開発チーム

モニター

既存スキル指導
スキル開発アンケート
ワークショップ



◆取組の流れ
（１）事業の背景、課題
・吉島地区は川西町の東部にある人口約2,400人（高齢化率35％）
・平成17年から地区計画（5ヵ年）の策定に着手し、平成19年から計画を実行。同年9月に吉島地区の全世帯が加入す
る集落ネットワーク「特定非営利活動法人きらりよしじまネットワーク（以下、「きらりよしじま」）」を設立し、地域全体の合
意形成を図りながら地域課題の解決に向けて、組織構成を4つの部会制をしいて住民参加の地域づくりに取り組んでいる
（課題①）買い物難民の増加への対応
（課題②）高齢者の孤立化防止と見守り強化
（課題③）地域の「困り事」に対応できる担い手の確保、育成

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜全町を網羅する買い物難民支援事業＞
吉島地区の商店からの預かり代行販売、お客様からの御用聞きを行った（週2回運行、初年度は吉島地区限定で実
施）。
＜生活支援ツールの開発のための実証実験事業＞
高齢者等利用モニター20人を対象にデジタルワークショップ（アレクサの既存スキルの使いこなし等）、アンケート調査等
を行い、Amazonのスマートスピーカー「Echo（エコー）」シリーズで利用できるAlexaスキルを新たに５つ開発した。
＜コーディネーター育成事業＞
きらりよしじまの活動に関わったことがある県内外の個人、団体等を中心に呼びかけを行い、今後きらりよしじまネットワークとし
て取り組む地域課題プロジェクトのチームビルディングの機会として「ゆめ未来ミーティング」を開催（1泊2日の合宿型、県
外参加者には旅費等を一部補助）。実践的、実現可能な地域収益モデルとして5つの事業提案が生まれるとともに関係人
口も50人以上増加した。

（２）体制の構築
・吉島地区の地区計画に基づき、きらりよしじまの各部会の事業が展開されている。５か年計画は住民参加型で策定されてお
り、計画策定を通じて合意形成が図られている。
・また、町の方針として、国の補助事業等に申請する際には5か年計画に基づいた事業であることを所与としている。

（３）実施の合意形成
・きらりよしじまでは、①住民等が参加するワークショップ（年2回）→②事務局会（①を受けた課題集約・解析）→③理事
会（事務局提案の精査）→④総会（事業化の判断）という流れで合意形成を図っている。
・本事業では、川西町と事前の調整ができ、協働による生活支援体制の構築（生活支援コーディネーターの育成）に向けて
行動することを合意した。

（５）翌年度の取組
＜全町を網羅する買い物難民支援事業＞
吉島地区における前年度の取組成果を踏まえ、全町展開に
向けた調整を行い、実践。現在は50名以上が登録、利用。
＜生活支援ツールの開発のための実証実験事業＞
デジタルコンテンツの一元化に向けた検討、調整を実施。

（６）翌々年度の取組
＜生活支援ツールの開発のための実証実験事業＞
生活支援プラットフォーム「きらりよろずねっと」の構築。

【工夫点】
・初年度に設置した川西町買い物支援調整会議にお
いて、吉島地区の成果を踏まえて協議、調整。
・各テーマ（健康・防災等）で個別にアプリやホーム
ページ等を作っていたが、地域づくりという観点で統
合し、利便性の向上を目指した。

【外部人材の活用】
・上記の通り、東北大学等との共同により生活支援ツールの開発
のための実証実験を行う等、外部人材（機関）を活用した。

【工夫点】
・多様な端末からアクセスでき、生活関連情報を一括で収
集できる点が住民にとってのメリットである。
・プラットフォーム上で生活支援を必要とする者と支援者との
マッチングに向けた取組（支援者の確保と育成）も展開。

【２】町内広域連携、最先端技術の活用による地域の支えあい事業
（吉島集落ネットワーク圏 （山形県川西町））

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 令和元年度



【3】地域教育の魅力創出に伴う起業家・ICT人材の育成による若年層の移住・定住促進事業
（富山県氷見市）【人材育成】

◆主な事業（初年度）

【目標①】
・プログラミング指導ができる人材育成を目指し、大学生や
社会人を対象とした研修を４回開催
・中高生に実際に指導する実地研修を１回開催
・プログラミング体験教室を年１回以上開催

【成果】
＜令和元年度＞
・大学生や社会人を対象に４回の研修と、中高生に実
際に指導する１回の実地研修を実施
＜令和２年度＞
・プログラミング指導スキルを身に付けた者（３名）が、
市が実施する小中学生向けのプログラミング教室に指導
者として参加
＜令和３年度＞
・３名を中心に人材のネットワーク化を図り、市主催の事
業の指導者になるとともに、放課後子ども教室でのプログ
ラミング教室の講師となった。

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等自立活性化推進事業 活用年度（初年度） 令和元年度

主な事業内容
１．ICT人材育成プログラム事業
・県内大学・専門学生や地元の起業家がICTプログラムのメンター（指導者）研修を受けた後に、
市の魅力や課題を共有した市内中高生を対象に、プログラミングワークショップ（スマートフォンアプリ、
Webデザイン、Unityゲームプログラミングの３コース）を実施。

２．中山間地域起業家育成プログラム事業
・地元起業家とともに職業体験で発見した地域の魅力を市外に発信するために、地域資源を活かし
た商品等を開発し、マルシェ（市場）で販売。

３．ひみ教育魅力化協議会構築事業
・小中学校と氷見高校が連携し、企業や団体など地域の様々な主体と関わりながら人材育成を行う
体制（協議会）を構築し、特に氷見高校を支援。

◆実施体制（初年度）

プログラミングワークショップの様子

運営主体：氷見市企画政策部地域振興課 支援
・学校教育のICTを専門に
研究する大学

・教育総合センター

【実施体制の変化】
・研修を受講した人材を中
心にITコーディネーターや
システムエンジニアなど多様
な人材がネットワーク化



◆取組の流れ

【外部人材の活用】

・ICT人材育成プログラム事業では、事業者選定の際、学校教育のICTを
専門に研究する大学教授や市の教育総合センター担当者に委員になっ
てもらい事業者を選定

【活用事業の波及効果】

・研修受講者を中心として、ITコーディネーターやシステムエ
ンジニアなど、多様な人材がネットワーク化され、市主催の
事業の指導者となった。

【3】地域教育の魅力創出に伴う起業家・ICT人材の育成による若年層の移住・定住促進事業
（富山県氷見市）

活用事業 過疎地域等自立活性化推進事業 活用年度（初年度） 令和元年度

（１）事業の背景、課題
・市内に大学等がなく、また、企業の選択肢の幅が小さく、氷見市に戻りたくとも就職を希望するような企業がない
・さらに、特に、キャリア教育やICTを教えることができる人材が不足
（課題①）ＩＣＴ等のスキルを持つ人材を育成し氷見市で新しい産業に携わる人材増を目指す
（課題②）中学生のうちから地域資源を活かして地域の活性に結び付く起業の機会を創出

（４）初年度の事業実施（工夫した点・反省点）
＜ICT人材育成プログラム事業＞
人材は育成されたが、場づくりには結びつかなかった。事業終了後にも参加者に対して継続的な働きかけが必要であったに
も関わらず、十分なリソース（予算、人員）を割くことができなかったことが要因として挙げられている。
＜中山間地域起業家育成プログラム事業＞
中山間地域にある氷見市立西部中学校２、３年生が、校区の地域課題について学ぶとともに、社会に学ぶ「14歳の挑
戦」事業では、職場体験に加えて地域に入り込んで課題解決の取組を行い、地域の強み、弱みについて体験的に理解を
深めた。

（２）体制の構築
・市周辺にノウハウを持つプログラミング研修事業者があまりいないと考えられたため、全国公募のプロポーザル方式により事業
者を選定。
・プログラミング教育について知見を有する方に事業者選定のプロポーザルの委員に参画してもらう必要があったため、学校教
育のICTを専門に研究する大学教授や市の教育総合センター担当者に委員になってもらい事業者を選定。

（３）実施の合意形成
・市内で活躍する若手人材でプログラミング教育に関心のありそうな人々にSNSを通じて情報発信を行ったり、事業担当者と
の日常的な交流の中で声掛けをしたりするなど、事業に参加してもらう人々を増やす工夫を行った。
・中高生の参加を得るため、市内唯一の高校である県立氷見高校へ出向いて出前のプログラミング体験会を実施

（６）翌々年度の取組
＜ICT人材育成プログラム事業＞
研修受講者を中心とした人材が、市主催の事業の指導者となり、放課後子ども教室
でのプログラミング教室を2回実施
＜中山間地域起業家育成プログラム事業＞
協働で起業に係る一連の流れを体験する事業を希望校制として２校が取り組んだ。
湖南小は、近隣の十三中学校と協力して、「絆の森」の竹ドームの整備と竹製品の活
用と開発を、また灘浦小は、灘浦みかんの収穫、販売の体験を行った。

（５）翌年度の取組
＜ICT人材育成プログラム事業＞
市教育委員会が主催して、プログラミング教室を1回実施
＜中山間地域起業家育成プログラム事業＞
義務教育学校の氷見市立西の杜学園（旧氷見市立西部中学校）の８年生が実際
の会社を起こして事業に取り組む体験として、地域の賑わいづくりを目指した「杜の駄菓
子屋さん」(予算５万円で商品（ガムやチョコレート等）の仕入を実施、地域住民らをも
てなした）と、地域貢献のために活動する「杜の便利屋さん」（「にこにじ～杜の便利屋さ
ん」として、地域住民から要望があった困りごと解決の活動を実践）の事業に取り組んだ。

【工夫点】
・研修を受けプログラミング
指導スキルを身に付けた
者が、市が実施する小中
学生向けのプログラミング
教室に指導者として参加
・実際の会社を起こして事
業に取り組む体験を実施

【工夫点】
・ITコーディネーターやシステ
ムエンジニアなど多様な人
材のネットワーク化
・企業と地域と学校が連携
して体験事業を実施



【4】和紙のふるさと小原和紙の再生創造活性化事業（愛知県豊田市小原地区）
【人材育成・産業振興・情報発信】

◆主な事業（初年度＜平成29年度＞）

【目標①】
・小原和紙工芸を担う人材を２人育成

【成果】
・後継者2人の育成

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等自立活性化推進事業 活用年度（初年度） 平成29年度/令和元年度

主な事業内容
１．小原和紙工芸の後継者育成
・豊田小原和紙の歴史、技術、特色等を理解するための研修、豊田小原和紙工芸会員による技術
指導、公募美術展への出展等を通じて、後継者の育成を図った。

２．地産原料の栽培研究
・耕作放棄地を活用して和紙の原料となるコウゾ、トロロアオイの栽培を推進、原料の地産化を図った。

３．豊田小原和紙の国際化推進
・海外での展示、販売、ワークショップ、国際シンポジウム等の開催を通じて、豊田小原和紙の国際化
を図った。

◆実施体制（初年度）

運営主体：豊田市 支援

・豊田小原和紙工芸会
・和紙のふるさと運営協議会
・小原芸術文化交流事業実行
委員会

・愛知県立芸術大学

【実施体制の変化】
・国際事業を計画実施するため、豊田市小原
地区の住民を主体とした小原芸術文化交流
事業実行委員会を設立し準備を始めた。
・その後、全市的に取り組む方針となり、市、豊
田商工会議所、豊田国際交流協会、豊田
市文化振興財団など産、官、学が連携した
「豊田国際紙フォーラム実行委員会」へと体
制を強化した。

耕作放棄地を活
用したコウゾ栽
培の様子 後継者育成（和

紙製作）の様子

【目標②】
・コウゾ、ウルシ等の栽培面積1,000㎡増

【成果】
・コウゾ、ウルシ等の栽培面積7,000㎡（令和２年度）

【目標③】
・小原和紙製品の売上を前年度から10％上昇

【成果】
・売上前年度比110％（令和元年度）



◆取組の流れ
（１）事業の背景、課題
・小原地区では、過疎化と少子高齢化による人口減、里山の荒廃、地域文化である小原和紙工芸の販売低迷と後継者不
足が深刻
（課題①）小原和紙工芸の後継者育成
（課題②）地産原料の栽培研究
（課題③）豊田小原和紙の国際化、価値の再構築

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜小原和紙工芸の後継者育成＞
後継者育成を効果的に進めるため、育成に係る各種団体の職員も対象として、豊田小原和紙の歴史、技術、特色（特に
豊田小原和紙工芸）を学ぶ研修を実施した。後継者候補（２人）には公募美術展への出展を課し、豊田小原和紙工芸
会員の指導で和紙工芸作品の完成度を高める取組を行った。
＜地産原料の栽培研究＞
地権者の理解を得ながら、コウゾやトロロアオイの栽培に適した土地を選定し、経験のある古老や原料産地の生産者に助言と
指導を仰ぎ、栽培に取り組んだ。
＜豊田小原和紙の国際化、価値の再構築＞
海外市場の調査と豊田小原和紙の普及を兼ねて、愛知県立芸術大学と連携して、アメリカで展覧会を開催。上記の後継
者候補も作品を出品するだけではなく、展覧会でのワークショップにも参加。来場者からの意見を踏まえ、海外展開する際の
商品の改良点等を把握した。

（２）体制の構築
・豊田小原和紙工芸は、当地域で生まれた地域特有の美術工芸であり、その専門家集団である豊田小原和紙工芸会の参
画は不可欠と考え、後継者育成のための講師、和紙原料栽培での連携を打診した。
・愛知県立芸術大学には、学生が創作ツールとして和紙を活用できるように和紙素材の研究と作品製作を打診した。

（３）実施の合意形成
・本事業以前から、愛知県立芸術大学と連携し、和紙のふるさと施設の活性化を図る取組を実施していた。その中で、埋もれ
ている地域資源を掘り起こし活用することが提言され、関係する団体等との連携を行った。各団体は法人格、事業目的等の
性格が異なるため、各団体の目的に沿った取組ができるような団体間調整に留意した。

（５）翌年度の取組
＜小原和紙工芸の後継者育成＞
引き続き、豊田小原和紙工芸等の技術指導を実施。
＜地産原料の栽培研究＞
引き続き、原料の栽培を実施。
＜豊田小原和紙の国際化、価値の再構築＞
海外市場の調査と豊田小原和紙の普及を兼ねて、韓国で展覧会を開催。

（６）翌々年度の取組（令和元年度交付金実施事業）
＜小原和紙工芸の後継者育成＞
引き続き、豊田小原和紙工芸等の技術指導を実施。
＜地産原料の栽培研究＞
引き続き、原料の栽培を実施。
＜豊田小原和紙の国際化、価値の再構築＞
海外市場調査等を踏まえ、海外展開のための和紙製品を10品目開発した

【工夫点】
・豊田小原和紙工芸会
と連携し、原料を栽培す
る土地の草刈り作業等
を行う人員（市民ボラ
ンティア）を確保した。

【外部人材の活用】
・紙に係る国際交流を図る「豊田国際紙フォーラム」のシンポ
ジウムや展覧会等を開催する際、市内在住のアーティストに
催事等のディレクションの協力を打診。

【活用事業の波及効果】
・地産原料について、関係団体との連携や市民ボランティアの確保を通
じて、栽培面積を拡張する中、令和3年度には市民によるコウゾ栽
培のグループが組成されるなど、活動の広がりを見せている。

【4】和紙のふるさと小原和紙の再生創造活性化事業（愛知県豊田市小原地区）

【工夫点】
・豊田市ものづくりサポート
センターが市内企業を
紹介
・また、学生が市外の企
業にも個別交渉するこ
とで参加企業数が増加

活用事業 過疎地域等自立活性化推進事業 活用年度（初年度） 平成29年度/令和元年度

（７）令和２年度以降の取組
＜豊田小原和紙の国際化、価値の再構築＞
愛知県立芸術大学と連携し、学生と企業（7社・グループ）のコラボレーションによる和紙
製品の開発を実施（令和2年度）。
コロナ禍を踏まえ、リアルとオンラインのハイブリッド方式による豊田国際紙フォーラムを開催（令
和３年度）。



【５】上宮津の特産品開発と新産業創出事業
（京都府宮津市上宮津地域）【産業振興・移住定住促進】

◆主な事業（初年度）

【目標】
・里山資源を活用した特産品の開発及び新産業の創出

【成果】
＜平成29年度＞
・旧小学校の活用計画において地域の住民で検討会を開催、
特産品等の開発や産業創出の機運が高まった。
・ホンモロコの稚魚4万匹の放流・成魚75㎏を収穫、ワサビ栽培
の規模拡大を図る基盤の整備、森林資源を活用した堆肥化
実証の資源調達と地区住民による実証等
＜平成30年度＞
・ホンモロコの養殖は20キロの収穫
・ワサビ、ホンモロコを豊洲市場と料亭に送り商品の検証を実施
・樹木粉砕機により間伐、倒木等を粉砕、森林整備を実施。
粉砕されたチップは地域の田畑に活用
＜令和元年度＞
・農業体験の実施や農家民宿を開設
・魚介類販売業免許の取得等によりホンモロコを市内の給食や
京都市内へ出荷

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 平成29年度

主な事業内容

１．都市農村交流・定住推進事業
・農林業体験民宿の実践的研修会を開催したほか、定住促進計画を策定。

２．旧小学校跡地活用事業
・閉校小学校の利活用を行うため、住民の検討会議を開催、先進地視察・研修会を行い、活用方
針を取りまとめた。

３．ホンモロコ休耕田養殖栽培実証事業
・ホンモロコの地域内生産体制を確立するため、稚魚採卵・ふ化生産施設等を整備し、安定的な生
産体制を整えた。

４．渓流式ワサビ栽培実証事業
・渓流式の栽培技術の技術確立を図るため、先進地における栽培研修を行い、安定生産ができるほ
場整備を行った。

５．樹木粉砕機による森林資源活用研究事業
・たい肥化実証のための資源調達、安全講習、普及啓発を実施した。

◆実施体制（初年度）

6自治会

上宮津21夢会議

運営主体：上宮津地域会議

支援

・京都府丹後
広域振興局

・宮津市・
宮津地域
おこし協力隊

【実施体制の変化】
・若い地域住民の中から里の公
共員（府支援）を配置し地域
ビジョンの策定をはじめ農村の
課題解決を推進
・地域おこし協力隊が、隊員任
期終了後も地域内に定住し、
地域住民とともにホンモロコの商
品開発等に係る会社を設立

地域での検討会議の様子

上宮津財産区管理会

上宮津地区公民館

上宮津地区体育協会

上宮津民生委員会

上宮津2老人会

宮津市社会福祉協議会
上宮津地区支会

サロン・ド・カミヤツ

合同会社大江山スキー観光

上宮津地区農業会議

ホンモロコの生産体制の確立



◆取組の流れ

【外部人材の活用】
・地域おこし協力隊は、上宮津地域内へ移住した後、ホンモロコの担当者
の一人として養殖活動や米づくりを行ってきた。また、隊員任期終了後、
地域内に定住し、飲食店の開業や養殖等の活動を継続し、地域会議等
において地域の活性化に向けた取組に積極的に参加。
・移住・定住推進の講演会では、自らの体験談や地域のPRを発表する役
割を担っている。

【活用事業の波及効果】
・空き家の利用可能調査を実施したところ、管理者との賃
貸交渉まで地域が行うことで、移住者の増加につながった。
平成29年度以降、合計17世帯51名の移住があった。
・地域おこし協力隊員が、隊員任期終了後、令和３年、
地域住民とともに会社を設立、養殖したホンモロコの商品
開発の中心となり、加工缶詰ができあがった。

【５】上宮津の特産品開発と新産業創出事業
（京都府宮津市上宮津地域）

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 平成29年度

（１）事業の背景、課題
・上宮津地域は市街地の南部にある旧村・新興地域の混在地
６の集落（約５０５世帯、約１,０９２人） 高齢化率：43.2％、
公共施設等は地区公民館、郵便局、保育所、旧小学校（廃校）
（課題①）少子化・高齢化による人口減少の抑制
（課題②）里山資源を活用し、農林業等、地区の産業を発展

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜都市農村交流・定住推進事業＞
定住促進計画策定にあたり、地域内の空き家の調査と選定を行うとともに、管理者との密な連絡と要望の聴取を通じて、
空き家登録の推進を図った。
＜旧小学校跡地活用事業＞
農村交流など地域の拠点となる旧小学校の活用計画において、地域の住民で検討会を開催、産業創出に向けた機運が
高まった。検討会等に地域住民等が集まる際、都市間交流、移住・定住促進が地域の存続に係る最重要テーマである旨を
丁寧に説明した。

（２）体制の構築
・京都府立海洋高校が、閉校した地元小学校のプールを利用して、平成27年からホンモロコの養殖技術の実習を開始。
・養殖成功がきっかけとなり、地域に対し増え続ける休耕田の有効活用に繋がらないかとの声掛けが同校からあり、技術習得
等のため共同作業に取組むこととした。

（３）実施の合意形成
・農村交流など地域の拠点となる旧小学校の活用計画において、地域の住民で検討会を開催し、合意形成を行ったことによ
り、特産品等の開発や産業創出の機運が高まった。
・新たな事業への不安を少なくするために作業をするときは、時間日時等調整をしながら、気軽に多くの方が参加できる雰囲
気づくりをした。（参加できるときのみで強制しない。）

（５）翌年度の取組
＜都市農村交流・定住推進事業＞
住居として利用可能な空き家を掘り出し、移住希望者と一緒になって条件交渉をす
すめることで、空き家の所有者と移住希望者の双方に安心感が生まれ、移住に向けた
調整がスムーズに進み、結果的に移住者の増加につながっている。

（６）翌々年度の取組
＜都市農村交流・定住推進事業＞
若い地域住民の中から里の公共員（府支援※）を配置し地域ビジョンの策定をは
じめ、農村の課題解決を推進。また、農業体験者が宿泊できる農家民宿を地域住民
が開業。
※長期的に地域住民とともに、地域課題に応じた自主的な農山漁村再生活動を行
い住民主体の活性化を図ることを目的に設置＜1名＞

＜ホンモロコ休耕田養殖栽培実証事業＞
ホンモロコ養殖は、休耕田2か所を追加整備するとともに、新たに産卵床を直接水田
へ投入し養殖することに成功。市内学校の給食での提供、京都市内へ出荷。

【工夫点】
・空き家の利活用にあたって
は家財（特に仏壇）処
分がネックになるので、親
身になって相談にのり、片
付けを手伝うことが重要

【工夫点】
・魚介類販売業の免許を
取得、総菜製造許可も
取得し、上宮津地域で、
製造・販売できるようにし
た。



【６】ひよし「大堰川流域集落」ネットワーク事業
（京都府南丹市）【産業振興・商品開発・情報発信・生活支援】

◆主な事業（初年度）

【目標①】
・地域ブランド特産米「湧水こまち」の栽培推進と地域ブランド
特産米を活用した商品を開発する。

【成果】
＜令和元年度＞地域ブランド特産米はふるさと納税返礼
品に採用された。地域ブランド特産米と抱き合わせで販売
する炊込みご飯の素を開発。
＜令和２年度～３年度＞
コロナ禍におけるおうちごはんの需要から、地域ブランド特
産米とカレー・炊込みご飯のセット販売や中食を実施。

【目標②】
・開発した商品等の販路拡大を目指す。

【成果】
＜令和元年度＞ホームページを改修、展示会・商談会に
よる販路拡大
＜令和2年度～3年度＞価格設定の見直しや大手通販
サイトを活用し、販路拡大

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 令和元年度

主な事業内容
１．特栽米等推進事業
・ブランド米(湧水こまち(特Aキヌヒカリ))の栽培推進とブランド構築のため、ロゴマークの作成と食品表示
の変更に必要な栄養成分検査を実施。

２．商品開発事業
・湧水こまちと抱き合わせで販売できる丹波カレーの開発と炊き込みご飯の素を開発。また、農園直売
所で販売できるよう商品作りと統一したパッケージを開発。

３．販路拡大事業
・アグリフード大阪に出展し、開発商品をサンプルとして配布することで商品のPRを実施。また、食品撮
影の専門家により撮影されたイメージ写真や農産物の生産現場から加工場までの様子等を発信する
ホームページを作成。

４．地域の拠点推進事業
・閉店予定の店舗を地域の拠点として運営することを目標に、高額な電気代が生じていた機器の入替
や精米機・色選機の導入、地域住民のくつろぎの場となるふれあいコーナーの設置を実施。

５．楽々送迎支援事業
・送迎用の車両を購入し、買い物送迎を実施。

◆実施体制（初年度）

開発した商品

【目標③】
・閉店予定の店舗を地域の拠点として運営する。

【成果】
＜令和元年度＞構成団体の直売所と一体的に運営。省
エネ・人件費の削減、地域ブランド特産米を使った弁当の
販売、買い物難民を支える買い物送迎の実施
＜令和2年度～3年度＞地域住民の要望から必要品を
店舗に配置。

近畿農政局農村計画課 京都府南丹広域振興局 社会福祉協議会日吉支所

事業部（株）京都黒豆屋)
直売所事業部(直売所友の会)
生産部((農)グリーン日吉)

グリーン日吉協力委員会
会員870名 法人2社

支援

運営主体：ひよし農の郷づくり協議会 南丹市役所 農業推進課

京都女子大学 生活デザインセンター
京都農業協同組合日吉支店

事業部
ネクスト事業部

買い物送迎の様子



◆取組の流れ
（１）事業の背景、課題
・大堰川流域集落は南丹市の北西部に位置し、20の集落（約1,700世帯、約2,418人）から構成され、高齢化率は

44.8％となっている。
・丹波黒大豆を使った農産加工を取り入れ販路の拡大を図っているが、原料が希少な黒大豆では、産地間競争が厳しく新たな
対策が求められている。
・地域唯一の購買施設であった店舗が経営の悪化により閉店予定。
（課題①）条件不利地における農業振興及び農地の保全対策
（課題②）地域資源を活かした売れ筋商品がなく、また情報発信力が弱い
（課題③）高齢化や地域唯一の購買施設の閉店による買い物難民の増加や交通難民の増加

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜商品開発事業＞
当初、炊飯米を計画していたが、特徴のある炊飯米の難しさを指摘されたことで、炊き込みご飯の素を作り、特産米「湧水
こまち」と併せて販売することにした。また、産学連携食品のアイデアを公募したところ、応募者6名(団体)があり、１団体の作
品をもとに商品開発を産学連携で行った。
＜販売促進事業＞
食品専門業者に依頼してシズル感のある画像を撮影しＨＰに掲載。
＜楽々送迎支援事業＞
利用者の意見を聞く中で移動困難な住民が多いことがわかり、ワークショップを開催して課題を整理。

（２）体制の構築
・農事組合法人グリーン日吉では地域の生産農家から黒大豆を仕入れる手段がなく、京都産黒大豆を仕入れて特産品の製造
を行っており、農家・集落・組織が一体的になった地域振興に取り組める連携体制を模索していた。事業においても特別栽培
米を推進するために、零細農家との連携を模索する等、栽培農家を募ることに苦労した。

（３）実施の合意形成
・初年度に４つの部会（買い物支援、直売所運営、イベント、交通支援）より構成される、生活支援に関するワークショップを
実施。部会の構成にあたっては、町内の多様な意見を収集するための人選に配慮。

（５）翌年度の取組
＜商品開発事業＞
地域資源を使った新たな商品開発と販路拡大(丹波の蒸し豆・濃い甘酒)に取り組んだ。
＜販売促進事業＞
研修会や商談会への参加や大手通販サイトの活用及び自社サイト作成により販路拡大に
取り組んだ。
小規模農家の農作物を販売するとともに、売れ残った農作物で惣菜を作る等、販売機会
創出と負担軽減を図った。
※「地域の拠点推進事業」「楽々送迎支援事業」も引き続き実施。

（６）翌々年度の取組
＜販売促進事業＞
・通販事業の拡充のため送料負担を軽減する企画等を実施。
＜地域の拠点推進事業＞
・店舗で調理したつくりたての弁当、総菜を販売。
※「楽々送迎支援事業」も引き続き実施。

【工夫点】
・農家との繋がりづくりに留
意。農家のニーズを考慮
した新たな取組を提案
し、農家との繋がりを
作った。

【外部人材の活用】 【活用事業の波及効果】
・閉店を予定していた地域で唯一の購買施設を維持するだ
けでなく、地域住民が集うことができるスペースを設ける
ことで、高齢者の憩いの場づくりに繋がった。

【６】ひよし「大堰川流域集落」ネットワーク事業
（京都府南丹市）

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 令和元年度

【工夫点】
・高齢者の「話す機会づくり」の
ため、買い物支援は宅配で
はなく店舗で引き取る方法で
実施。
・作りたての弁当等、コンビニ等
では提供できない、独自の
商品を提供。

・販売促進事業では、地域と連携した活動を行う学術機関と連携して商
品開発における提案や、デザインの提案、キャッチコピーの作成等を実施。



【７】中山間地域交流拠点整備事業
（徳島県吉野川市）【交流促進】

◆主な事業（初年度）

【目標①】
・山間地域等における多世代交流拠点を1拠点形成

【成果】
＜平成29年度＞
・「中山間地域交流拠点整備計画」を策定。
＜平成30年度＞
・中山間地域交流拠点整備計画を基に、空き校舎の利
活用専門ｸﾞﾙｰﾌﾟを立ち上げ、活用方法について協議。
＜令和元年度＞
・空き校舎の利活用に関する具体的な方法を検討し、そ
の検討案を基に施設改修に向けた実施設計を行った。
※令和2年度に「中山間地域交流拠点施設」を整備
（1拠点形成）。令和3年5月にグランドオープン。

【目標③】
・美郷地区での主要5イベント（梅の花まつり、高開石積みラ
イトアップ、高開石積みシバザクラまつり、ほたるまつり、梅酒ま
つり）の観光客数68,000人

【成果】
＜平成29年度＞ 57,577人
＜平成30年度＞ 52,416人
＜令和元年度＞ 50,986人

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 平成29年度

主な事業内容
１．中山間地域交流拠点整備計画策定事業
・地域運営組織を中心として創られたプラン実現に向けた事業を展開するための拠点となる学校再編
後の空き校舎を有効活用する『中山間地域交流拠点整備計画』を策定。

２．地域運営組織設立事業
・地域住民自らが「主役」となり、地域の様々な課題の解決や地域の良さを活かした活動を地域をあ
げて自発的に展開することができる組織を設立。

◆実施体制（初年度）

各種地域団体の役員

公募市民

運営主体：美しい郷山づくり協議会

吉野川市

支援 ・学識経験者
【実施体制の変化】
・協議会の若手メンバー（30
～40代中心）らが中心とな
り、美郷の拠点づくりを具体
的に進める実働部隊として、
NPO法人Taneが設立。

ワークショップ様子

【目標②】
・地域資源等の利活用の推進として実施する地域連携フィー
ルドワーク講座の参加者数300人以上（5年間延べ数）

【成果】
＜平成29年度＞ 90人
＜平成30年度＞ 84人
＜令和元年度＞ 43人

拠点として整備した種野小学校



◆取組の流れ

（１）事業の背景、課題
・吉野川市の南部に位置する美郷地区は、地区の8割が山林である。
・平成30年2月時点で人口は976人、高齢化率は54.7％となっていた。
・交通の便が悪く、地区外への転居・転出が増え、過疎化が進んでいた。
（課題①）高齢化等により従事者人口が減少し、地元産業の衰退
（課題②）世代間の交流や、地域内外の交流の機会が減少
（課題③）小学校等の休校によりコミュニティの場が減少したことから地域活力が減退

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜中山間地域交流拠点整備計画策定事業＞
整備計画策定にあたり、丁寧な合意形成を心がけた。アンケート調査やワークショップで住民の意向を把握するとともに、公募
市民を含めた策定委員会の設置、整備計画に関する住民説明会を開催。
＜地域運営組織設立事業＞
計画策定における丁寧な合意形成の結果、策定委員会の参加者から、地域運営組織の設立・参画に携わる人材が現れた。

（２）体制の構築
・「空き校舎の利活用」と「地域運営組織づくり」を目的とした「吉野川市中山間地域交流拠点整備計画（以下、「整備計
画」）」を策定する過程で、学識経験者・各種地域団体役員・公募市民らで構成される「吉野川市中山間地域交流拠点整
備計画策定委員会」を設置。また、計画策定を進める中で、策定委員会に参加する各種地域団体役員や公募市民を中心
に、地域運営組織「美しい郷山づくり協議会」が設立された。
・令和2年には地域運営組織の若手メンバー（30～40代中心）らが中心となり、美郷の拠点づくりを具体的に進める実働
部隊として、「NPO法人Tane」が設立された。

（３）実施の合意形成
・整備計画策定にあたり、美郷地区全世帯を対象としたアンケート調査と、地域課題や空き校舎の利活用方法に関するワー
クショップを実施。これらを通じて、地域の方が集える場所、地域外からの来訪者を呼び込むための宿泊施設の必要性が確認
され、整備計画に反映。

（５）翌年度の取組
＜中山間地域交流拠点整備計画策定事業＞
整備計画の具体化に向けて、ワークショップ形式（全6回）で拠点となる空き校舎の利活
用方法について検討した。

（６）翌々年度の取組
＜中山間地域交流拠点整備計画策定事業＞
整備計画の具体化に向けて、利活用検討専門グループにて検討を継続し（全3回）
施設改修に向けた実施設計を行った。

【工夫点】
・検討にあたって、地域づくり
等に携わる地元の若手ら
から声があがり、任意団体
として利活用検討専門グ
ループが立ち上がった。

【活用事業の波及効果】
・整備計画策定の過程での丁寧な合意形成により、市民の機運が高まった結果、地元の若手らによる任意団体が設立され、
令和2年にはＮＰＯ法人の設立に至った。
・交流拠点施設は令和3年にオープンし、管理運営は市から上記のＮＰＯ法人に委託されている。

【７】中山間地域交流拠点整備事業
（徳島県吉野川市）

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 平成29年度

【工夫点】
・空き校舎という性質を踏ま
えて学校施設の構造を活
かす形での設計に留意し
て活用方法を検討



【８】「五明の里」活性化プロジェクト
（愛媛県松山市）【情報発信・商品開発・生活支援】

◆主な事業（初年度）

【目標①】
・「せいさくぶ」での陶芸制作にかかわる人材を3名以上増やす。

【成果】
＜令和元年度＞
・陶芸体験講座参加者数が事業開始前の13名から18名
に増加。うち1名が陶芸作家を目指すようになった。
＜令和2年度＞
・陶芸作家を目指す方が3名に増加。

【目標②】
・地域産品メニューを3点以上考案する。

【成果】
＜令和元年度＞
・ぶどう（藤稔、シャインマスカット）ソースを使ったソフトクリー
ム、地元野菜をふんだんに使ったバターチキンカレー、猪肉
うどんを考案。
※以降は上記のメニューを用いて地域内外のイベントに出
店（令和2年度：6回、令和3年度：7回）

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 令和元年度

主な事業内容

１．地域の魅力発信拠点の整備
・古民家「五明の里 ふれ愛の舘」の機能強化を図るため、トイレやイベントデッキ等を整備。

２．「五明の里 生活博物館構想」の推進
・地区内にある史跡や文化、人材等の地域の“宝”を情報発信するため、展示会の開催（令和元年
12月27日～令和2年１月19日）やマップ・看板・道標等を整備。

３．「ものづくりの里」ブランドの創出
・陶芸をはじめとしたものづくり体験イベントを実施するとともに、五明をPRする商品として「五明大師堂
焼」を開発。

４．ご当地まかない料理の創作
・地元産の食材を活用したソフトクリーム、バターチキンカレー、しし肉うどんを開発。商品の移動販売に
向けキッチンカーを購入。

５．高齢者の買い物・通院支援
・地域住民によるスーパー・病院送迎サービスの実現に向け、送迎モデル事業を実施。

◆実施体制（初年度）

情報発信拠点として整備し
た「ふれ愛の舘」の様子 キッチンカーの様子

【目標③】
坂の上の雲ミュージアム等での展示会で300点以上の陶芸作
品を展示する。

【成果】
＜令和元年度＞
・坂の上の雲ミュージアムで約300点、五明郵便局、交流
拠点施設で陶芸作品約100点を展示。
＜令和2年度＞陶芸作品、絵画等約200点を展示。
＜令和3年度＞陶芸作品や絵画等約180点を展示。
※令和2年度、３年度はコロナ禍のため、小規模な五明郵
便局、交流拠点施設でのみ実施。

総務部（事務局）

生活部（おくりむかえぶ、五明会）

運営主体：五明地区まちづくり協議会

松山市（まちづくり推進課）

支援
・地域おこし協力隊

産業部（せいさくぶ）



◆取組の流れ
（１）事業の背景、課題
・五明地区は市中心部から北東約12㎞に位置する山間集落で、7集落（259世帯、493人）による集落ネットワーク圏が形成
されている。
・高齢化率は47.5％に達し、地区内の公共施設は小学校、幼稚園、精神科病院がそれぞれ1箇所のみ立地している。
（課題①）人口減少と高齢化が急速に進展することによる、生活基盤の弱体化・地域産業の衰退。

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜「ものづくりの里」ブランドの創出＞
従来実施していた月2回の陶芸体験講座に加え、月10～12回の陶芸商品開発活動を実施。商品開発に向けて交流拠点で
活動する日数が増えることで、近くを通った方の交流拠点への立ち寄りが増え、結果として体験講座参加者の増加に繋がった。
＜ご当地まかない料理の創作＞
ご当地料理と名乗れるよう、地元野菜や果物を使用するメニューを開発。メニュー開発から販売までの間、地元住民12名による
試作やキッチンカーで調理する練習等、計85回実施。
＜高齢者の買い物・通院支援＞
まち協がレンタカーを借り上げ、令和元年8月21日～10月31日の期間実施し、延べ33名65回の利用があった。利用者と利
用しなかった方の両方から意見を収集した結果、事業化するには採算が見通せないとの判断に至った。

（２）体制の構築
・平成23年、五明地区まちづくり協議会が設立（個人会員、町内会等の地域団体会員によって構成）。活動を進める中で、
地域おこし協力隊（平成28年着任、令和元年離任。五明地区専属。）からの紹介を受け交付金を活用。地域づくりに携わ
る大半の団体が協議会に所属しているため、協議会内における本事業への参加に係る協議や意思決定を通じて体制構築が
図られた。

（３）実施の合意形成
・当初、協議会の一部の役員と地域おこし協力隊以外は、本事業への理解不足に起因する不安を感じていたため、役員会で、
交付金によって実施できることやメリット等について説明を丁寧に実施した結果、事業に対する理解や期待感が高まった。

（５）翌年度の取組
＜地域の魅力発信拠点の整備＞
まち協のメンバーが中心となり、施設内の環境を整えるため、作業棚や展示棚を設置。
また、屋外に設置している窯の劣化を防ぐための屋根を設置。
＜「ものづくりの里」ブランドの創出＞
陶芸作家を目指す方が2名増加し、計３名で作品制作を実施。陶芸体験も継続実施。

（６）翌々年度の取組
＜「ものづくりの里」ブランドの創出/ご当地まかない料理の創作＞
五明地区内の賑わいを創出するために始めた収穫祭（計5回※）で、陶芸作品やご当
地料理を販売。
※令和３年６月（72名、11組出店）、7月（118名、11組出店）、10月（116名、

12組出店）、11月（90名、12組出店）、12月（159名、12組出店）

【工夫点】
・初年度の取組を通じて、
地区外の方に五明地区
で陶芸作家の育成を行っ
ていることを知ってもらえた
ことが、陶芸作家を目指す
方の増加に繋がった。

【外部人材の活用】
・前述の通り、平成28年より着任していた地域おこし協力隊が本事業を紹
介したことで応募に至っている。
・事業に取り組むにあたり、事業計画の策定、地域内の方々や関係先との
調整、取り組みの進捗管理を行った。

【活用事業の波及効果】
・令和３年度からは、事業を通して活発化した陶芸活動や
開発したご当地料理のお披露目も兼ねて、収穫祭を開催
しており、地区外からも買い物客が訪れ、地区の魅力を発
信するイベントとして周知されつつある。

【８】「五明の里」活性化プロジェクト
（愛媛県松山市）

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 令和元年度

【工夫点】
・来場者の地区内における
滞在時間の延長を目指し、
会場内に椅子や陶芸の
体験コーナーを設ける等
の工夫を施した。



【９】石畳つなぐプロジェクト（石畳集落ネットワーク圏（愛媛県内子町））
【産業振興・人材育成・情報発信】

◆主な事業（初年度）

【目標】
・栗を中心とした六次
産業の創出

【成果】
・栗の「バランス栽培法」を学び、若手栗農家7名で技術習得（平成29年度）。
・加工品（栗餡、栗ペースト、焼き栗）を製造し、イベントや企業との連携により試験販売（平成
30年度）。
・同事業を担う若手が中心となり、法人化に向けた準備を行い、翌年株式会社石畳プロジェクトを
設立（令和元年度/2年度）。

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 平成29年度

主な事業内容
１．栗を中心とした六次産業化事業
・ブランド栗創出のために、若手栗農家で栽培方法の見直しを行うため、専門家から「完熟栗」栽培
におけるノウハウを学びつつ、加工品の学習も行った。

２．茶の湯炭継承事業
・炭焼き職人の新たな募集を行い、炭焼き職人のもとで研修を開始した。あわせて、規格外の炭に
パッケージデザインを施しインテリア炭として販売を開始した。

３．情報発信事業
・ホームページを整備し、SNSを含めて情報発信を開始した。

◆実施体制（初年度）

ブランド栗形成のための栽培技術講習

【実施体制の変化】
・営利事業等を発展的に推
進していくため、より信用性
のある法人格を取得する
方が有利であったため、株
式会社石畳プロジェクトを
設立（令和２年度）。

【目標】
・茶の湯炭継承

【目標】
・地域内外の交流促
進と情報発信

【成果】
・新規の茶道炭生産者を募集、30代夫婦が移住し、夫が候補者として炭焼き職人のもとで研修を
開始。茶道用炭の格外品を飾り用炭としてデザインし販売を開始（平成29年度）。
・前年度の研修を経て新規茶道用炭生産者を1名確保、町の研修支援制度を拡充し支援を行った
（平成30年度）。新規茶道用炭生産者が研修期間を経て独立し、住宅など定住のための支援
を行った（令和元年度）。

【成果】
・ WEBを整備し、地域情報の発信を開始した（平成29年度）。

栗加工品の開発 板締め染色ワークショップ

愛媛県企画振興部地域振興局 地域政策課 等
支援

六次産業化推進チーム

企画・地域拠点運営チーム

ツーリズム推進チーム

企業・NPO・専門家
支援

運営主体：石畳地域協議会 内子町役場
内子東自治センター

クリエイター（デザイ
ナー・建築家等）



◆取組の流れ

【外部人材の活用】
・栗の栽培に関わる専門家「一般社団法人栗のなりわい総合研究社」の
継続的な助言・指導により加工品の質の向上、販路開拓等につながった。
・事業の継続・発展に向けて、株式会社化するにあたり、専門家の助言等
を受けて設立した。

【活用事業の波及効果】
・高度な技術講習や研修による若手人材の育成・確保に
つながり、地域のリーダーとしても期待される。また、経営ノ
ウハウの習得、先進企業や専門家とのネットワーク構築に
もつながり、加工・販売等の事業協力も得ることができた。

（１）事業の背景、課題
・石畳集落は内子町の北部にある山間部の集落
・９つの集落（約130世帯、約300人）による集落ネットワーク圏
・高齢化率：52％
・公共施設等：保育園１、小学校１ 自治会館１、郵便局１

【その他工夫点・留意点】
・農村景観保全等、先駆的な地域づくり
を行ってきた地域であった一方で、稼ぐ力
をいかにつけるかが課題であり、適切な
組織づくりが必要であると考え、実業家、
起業家らとの意見交換・助言を仰ぐこと
で営利事業に取り組むためのマインド形
成、マネジメント手法に係る知識を蓄える
ことを重視した。
・左記取組の他にも、体験(コト)の提供を
通じた活性化が重要なことから、板締め
染色等のワークショップの開催や体験メ
ニューの開発、新たな地域交流拠点整
備のための地域の空き家利活用検討な
ど、様々な取組を検討・試行・検証しな
がら進めることで、新たな知見やノウハウ、
ネットワークの蓄積につながっている。

（３）合意形成
・地域づくりを進めるなかで、全員参加は目的とせず趣旨に賛同できる方との連携を重視。次世代への継承を意識し、若手・
女性の巻き込みを意識して、プロジェクトへの参画を呼び掛けた。株式会社石畳つなぐプロジェクト（令和2年設立）の主
力事業である栗の六次産業化は特に若手の関わりが深い。

（２）体制構築
・平成29年3月に地域活性化のプランである「石畳つなぐプロジェクト」を、石畳プロジェクト協議会内での検討（ワークショップ
形式）、大学関係者やデザイナー等の有識者からの助言を受けて策定。

（５）翌年度の取組
＜栗を中心とした六次産業化事業＞
加工品（栗餡、栗ペースト、焼き栗）を製造し、イベントや企業との連
携により試験販売した。町内のイベント、道の駅等へ出展した。購入者か
らは品質への評価は高い一方、価格設定についてはやや高いという指摘も
あった。
＜茶の湯炭継承事業＞
初年度の研修を経て現れた新規茶道用炭生産者候補を確保するため、
職人の基での研修等の支援を行った。

（６）翌々年度の取組
＜栗を中心とした六次産業化事業＞
・自己資金による加工場の整備、栗の加工保存に使用する業務用冷蔵庫・冷凍庫を
愛媛県の補助(2/3)の活用により整備した。
・同事業を担う若手が中心となり、法人化に向けた準備を行い、翌年株式会社化した。
定款等の作成は専門家による支援を仰いだ。

【工夫点】
・２年度目の取組を通じ、
生栗を1か月冷蔵貯蔵す
ると糖度が高まり、品質が
向上することが分かり、冷
蔵庫を整備した。

【工夫点】
・伝統産業(和紙)の担い手育成に係
る町の支援制度があったため、町が対
象の伝統産業に炭を加えて支援の
拡充を行った。

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜栗を中心とした六次産業化事業＞
専門家から「完熟栗」栽培におけるノウハウを学びつつ、加工品の学習も
行った。栽培指導をしてくれる専門家（一般社団法人栗のなりわい総合
研究社）との出会いがあり、現在も指導を受けている。
＜茶の湯炭継承事業＞
炭焼きに対する思い入れ、移住後に地域へ溶け込めるか（我を通しす
ぎないか）といった点を募集・受け入れの際に重視し、「日本仕事百貨」
を媒体として活用した。
また、勉強会を通じて外部のクリエイターからインテリア（置物）としての
価値があるのではないか、との意見があり規格外の炭にパッケージデザイン
を施しインテリア炭として販売を開始、特に外国人からの評判が高い。

（課題①）栗を中心とした六次産業の創出
（課題②）茶の湯炭継承
（課題③）地域内外の交流促進と情報発信

【９】石畳つなぐプロジェクト（石畳集落ネットワーク圏（愛媛県内子町））

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 平成29年度



【10】「町民の生活」「交流」「まちの活力」を支える美里町デマンド交通運行推進事業
（熊本県美里町）【移動手段の維持・確保】

◆主な事業（初年度）

【目標①】
・町内交通ネットワークの再編

【成果】
・町の公共交通サービスであったコミュニティバス、予約乗
合タクシー、福祉バスの３種類を再編して、平成30年
10月1日から美里バス（デマンド交通）へ統合（初
年度）

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等自立化推進事業 活用年度（初年度） 平成30年度

主な事業内容
高齢者等の日常生活の移動手段の確保に向けて、
① 美里バスの運行準備（予約システム構築、バス停の設置等）
② ルートやダイヤ等を周知するための公共交通マップや乗り継ぎ時刻表の作成
③ 住民の公共交通への興味等を高めるための利用啓発教室開催、免許返納者への支援等を実施

作成した公共交通マップ

作成した時刻表

町（予約オペレーター）と運行事業者間で予約状況を共有
＜左：予約状況を共有するアプリ画面、中央：予約オペレーター入力画面、右：予約確認通知＞



◆取組の流れ
（１）事業の背景、課題
・高齢化率が 42%（平成 27 年時点）と非常に高く、今後も高齢者が増加する見込みであり、公共交通には高齢者の日
常生活における移動を支えていくことが求められる
・各公共交通利用者が年々減少しており、公共交通の維持が困難な状況
・町内の就業者の約55％が町外への通勤者、町内の学生の約87％が町外への通学者（平成22年度国勢調査）であるこ
とから、広域交通の維持・確保が重要で、広域交通と二次交通のダイヤ接続などが必要
（課題①）高齢者の生活を支える移動手段の確保、まちのにぎわいづくりの支援、町外との円滑なアクセス確保

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜高齢者等の日常生活の移動手段の確保等＞
美里バスの予約システム構築にあたり、町の財政状況に対応するため、従来の予約システムよりも機能を絞り込んだ。
（予約システムの特徴）
・主な利用者が高齢者であるため、インターネット上の予約機能は設けず、町（専用電話番号）への電話による予約とし
た。町の予約オペレーターが入ることで不定時定路線に馴染みのない利用者をフォローすることができている。
・町と運行事業者はタブレット内のアプリを通じて予約状況を共有しており、アプリの機能として予約の入力（キャンセル含
む）・予約確認・運行実績データの入出力を備えている。

（２）体制の構築
・「美里町地域公共交通活性化協議会（以下、協議会）」にて本事業のあり方について調整を実施。有識者、交通事業者、
住民代表、道路管理者が参加し、６回の協議会を開催。（平成28～29年度）

（３）実施の合意形成
・協議会における論点として、既存事業（福祉バス、予約乗り合いタクシー）の再編による公共交通の効率化（費用、事業
者のマンパワー、「空気輸送」の回避など）や町外への移動を担う路線バスとの共存が挙げられた。
・タクシーのようなドアトゥドアのサービスが利用者にとって最も外出しやすい一方、町の財政負担、町内交通事業者の事情（従
業員数、ドライバー高齢化など）、路線バス維持の為に競合させない等のバランスが必要であり、タクシー事業者、バス事業
者及び陸運支局などとの調整に時間を要した。

（５）翌年度の取組
＜高齢者等の日常生活の移動手段の確保等＞
町民のニーズをもとに、運行路線の改良等を検討、実施

（６）翌々年度の取組
＜高齢者等の日常生活の移動手段の確保等＞
町民のニーズをもとに、運行路線の改良等を検討

【工夫点】
・運行ルートの見直し（乗り継ぎなしの直通区間）
・待ち時間の短縮
・バス停間のタクシー移動補助（バスを利用して主要
な5つのバス停まで出かけた場合、そのバス停から他の
主要バス停へのタクシー移動が1か所に限り200円の
負担となる）に取り組んだ。

【外部人材の活用】
・本事業の実施にあたっては活用していないが、検討段階の協議会には有
識者（学識経験者）が参画した。

【活用事業の波及効果】
・上記の協議会等での意見交換等を通じて、路線バス事
業者の理解を得ることができ、円滑な乗り換えのためバス
停の無かった、道の駅拠点への路線バス乗り入れを実現
することができた。

【工夫点】
・令和２年度（翌々年度）の検討を踏まえ、令和３
年度にバス停の追加、乗降制限の一部廃止等、改
良を実施。

【10】「町民の生活」「交流」「まちの活力」を支える美里町デマンド交通運行推進事業
（熊本県美里町）【移動手段の維持・確保】

活用事業 過疎地域等自立化推進事業 活用年度（初年度） 平成30年度



【11】地域力向上による持続可能な集落づくり事業（宮崎県五ヶ瀬町）【産業振興・交流促進】

◆主な事業（初年度）

【目標①】
10年後の地域のあるべき姿の共有と各地区で
の取り組み強化のための地区座談会の開催

【成果】
・町内4地区で地区計画推進会議（未来会議）を延べ14回開催
（平成30年度）
・上記のうち、鞍岡地区ではコロナ禍でも住民による協議を継続し、地
域づくりに向けた組織化等を検討中（令和2年度）

【目標②】
地域力向上に向けた先進的取組の強化とその
成果の共有

【成果】
・五ヶ瀬釜炒り茶のブランド化推進（フレーバーティーの開発、商品
化等）
・特産センターごかせの産直部門はコロナ禍にあっても販売額が増加
（地域住民の購入増、地産地消の高まり）

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 平成30年度

主な事業内容
１．生活の安全・安心確保対策
・地域住民が主体となって地域の現状分析を行い、地域ビジョンについて住民自らが議論してとりまと
めを行う等により、各地区での持続可能な地域づくりの取組を強化。

２．産業振興（交流・移住促進対策と関連）
・地域力向上に大きく資することが期待される３つの先進的な取組強化するとともに、その成果を町
内において共有することにより、町内各地区における地域ビジョン実現の取り組みを促進。
＜先進事例取組強化＞
１）五ヶ瀬釜炒り茶ブランドの強化と連動した地域６次産業化の推進
２）特産センターごかせを核とした地産地消の取組推進
３）公民館等、地域共同管理施設の利活用促進

３．交流・移住促進対策
・著名人のファンクラブ運営ノウハウを応用し、既存の五ヶ瀬ファンクラブ会員の会への帰属意識を高め
るための取組み等を行い、五ケ瀬町のファンからサポーター（支援者）へ、より関与度を高めていくた
めの働きかけを行った。

◆実施体制（初年度）

五ヶ瀬釜炒り茶ブランド強化に向けた
検討の様子

地区計画推進会議

先進的取組強化

町外支援者拡大

運営主体：
五ヶ瀬地域づくりネットワーク協議会

五ヶ瀬ファンクラブ等

お茶生産者グループ
地区代表者
民泊グループ
地域おこしグループ

五ヶ瀬町役場

協働



◆取組の流れ
（１）事業の背景、課題
・町面積の９割を森林が占め、谷沿いに131の集落が点在している（高齢化率39.0％、人口3,702人、世帯数1,204世帯）
・それぞれの地域コミュニティの維持に向け、それぞれの地区が自身の地域ビジョンを明確にするとともに、地域ビジョンの実現に向けた
課題を抽出・分析し、地域自らが課題解消に向けた取り組みを加速化することが重要
（課題①）地域内での地域のあるべき姿（地域ビジョン）の共有
（課題②）先進的取組の強化、共有
（課題③）人材の確保（町外支援者の拡大）

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜生活の安全・安心確保対策＞
女性が参加しやすいようにワークショップを工夫した結果、従来の会議と比べても参加者間での意見交換が活発になった。
＜先進事例取組強化＞
五ケ瀬釜炒り茶のブランド化と６次産業化の推進として、福岡市、関東圏域へのPRイベントを実施するとともに、五ケ瀬特産
品のブドウの茎、搾りかすを活用したフレーバーティーの開発、開発体験会を実施。

（２）体制の構築
・昭和50年以降、町内各地域で住民による活発な地域振興の取組がなされてきたが、やがて活動は停滞期に突入。
・上記を踏まえ、既存の地域づくり活動を尊重しつつ、公民館長、地域づくりリーダーらと連携し、地域の課題に対する意識が
高く課題解決に意欲を持っている人を直接推薦してもらい、地区計画推進会議（未来会議）への参加を打診。特に女性
の参加を重視し、会議内のワークショップにおいて女性のコーディネーターを活用することで、女性の参加拡大に留意した。

（３）実施の合意形成
・従来、地域づくりに係る会議を開催する際は、全世帯への文書回覧等で案内を行っていた。
・地域ビジョンの策定にあたり、ビジョン策定後に各地区での持続可能な地域づくりの取り組みをリードできる、地域住民の確保
を見据え、未来会議の参加者については、推薦方式を採用するとともに、女性の参画を重視した。

（５）翌年度の取組
＜生活の安全・安心確保対策＞
各地区の代表者が集まる地区代表者会議を開催し、地域づくりのリーダー育成に取
り組んだ。また、鞍岡地区ではコロナ禍でも住民による協議を継続して実施。
＜先進事例取り組み強化＞
五ケ瀬釜炒り茶のブランド化と６次産業化について、地域内の生産者が初年度の成
果を踏まえ、国の助成事業を活用し、海外への販売展開も視野に入れた取組を推進。
＜地域活性化に資する人材の確保（町外支援者の拡大）＞
五ヶ瀬町応援団のうち、町内出身アートディレクターらの助言等を仰ぎ、初年度の未
来会議で指摘された「赤谷商店街の活性化」に向けた検討を実施。

（６）翌々年度の取組
＜生活の安全・安心確保対策＞
コロナ禍での制約がある中、地域づくりのリーダー育成に引き続き取り組んでいる。
＜先進事例取り組み強化＞
五ケ瀬釜炒り茶のブランド化と６次産業化について、前年度の取組の継続、発展が
図られている。また、地産地消について、特産センターごかせの産直部門は地元住民に
よる購入増を背景に、コロナ禍においても販売額が増加している。

【工夫点】
・地区代表者会議は協議や研
修だけではなく、参加者同士
が活動報告を行い、地域間で
切磋琢磨できる関係性の構
築に留意した。
・赤谷商店街活性化に向けて、
町内全戸対象のアンケート調
査、グループディスカッションを
実施。

【外部人材の活用】
・町出身者を中心に、五ヶ瀬町地域づくりに関わっていただ
いた方（研究者、カメラマン、食品コーディネーター等）へ
五ヶ瀬町応援団として協力を要請。
・本事業では、地域づくり全般に係る助言、住民に対する
学びの場の提供、情報発信等で連携している。

【活用事業の波及効果】
・未来会議等を契機に、参加した住民間の情報交換や会
話が盛んになり、関係性が深化した。また、地域に対する
想いが強化され、身近な地域の課題（例：景観維持や
美化活動）に関する会話や情報交換が活発になってい
る。

【11】地域力向上による持続可能な集落づくり事業（宮崎県五ヶ瀬町）

【工夫点】
・コロナ禍で会議等の中止
が相次ぐ中、リーダーのモ
チベーションを保つため、
事務局が直接地域リー
ダーと情報交換等、コミュ
ニケーションを図っている。

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 平成30年度



【12】交流拠点施設「わんさか大浦パーク」を核とした暮らしやすく活力ある地域づくりプロジェクト
（沖縄県名護市二見以北地域）【直売所強化・商品開発、情報発信、人材育成】

◆主な事業（初年度）

【目標①】
・直販所売上前年比８％以上増加
・地元商品を粉末化した材料を使った特産加工品を２つ以上
開発する。

【成果（令和3年度）】
・直売所売上前年比119％
・新商品13点を開発

【目標②】
・ドローンを活用した情報発信（15回以上）

【成果】
・ドローンを活用した情報発信を5回実施

◆事業の達成状況

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 令和元年度

主な事業内容
１．交流拠点施設を核とした産業振興事業
・専門家によるアドバイスと設備強化により、直売所の販売力を高め、地産地消を拡大することで地
域の産業振興を図る

２．地域のストーリー・魅力発信事業
・情報発信の基盤となるウェブサイトの制作を軸に情報発信を強化し、何度も訪れる地域のファンづく
りと集客を実現する

３．地域づくり人材育成事業
・交流拠点を核に人材育成実施と人材が育つ仕組みを作ることで地域で活躍する人材の育成と定
着を図る

◆実施体制（初年度）

二見以北10区区長

わんさか大浦パーク
管理責任者、スタッフ

運営主体：二見以北地域振興会

名護市地域政策部久志支所

支援

・わんさか大浦パーク協力会
・久志地域交流推進協議会
・社会福祉法人名護学院
・美ら島自然学校
・我那覇畜産
・名護漁業組合汀間支部

【実施体制の変化】
・わんさか大浦パークを運営す
る組織として二見以北地域
振興会の体制を引き継ぎ
株式会社わんさかが設立
された（令和3年）。

交流拠点施設わんさか大浦パーク
と周辺の様子 わんさか大浦パーク直売所の様子

Instagramを活
用した情報発信



◆取組の流れ
（１）事業の背景、課題
・二見以北地域は旧久志村の過疎化が問題となっているエリア
（１０の集落（約７３０世帯、約１４００人） 高齢化率：３４.３％、
公共施設等は保育園幼稚園小中学校は１校、診療所１箇所）

・核となる「わんさか大浦パーク」は平成23年3月本格稼働以降、二見以北地域振興会が運営（指定管理）
（課題①）地域経済循環の拡大（交流拠点施設を核に地域への集客を拡大、地域産品を活用した商品の展開等）
（課題②）地域活性化の担い手育成

（４）初年度の事業実施（工夫した点）
＜交流拠点施設を核とした産業振興事業＞
経営の専門家から計数管理の手法を学び、予算計画づくりを行った。計数管理を強化するため、POSシステムを更新。
地元産品を活用したスイーツの陳列用冷蔵ショーケース、商品製造強化の一環で加工設備（粉末加工）も導入した。
＜地域のストーリー・魅力発信事業＞
ウェブサイトの発信力強化のため、製作は専門業者、掲載する文章や写真を関係者にて収集・整理する方式で再構築。
＜地域づくり人材育成事業＞
地域づくりの拠点であるわんさか大浦パーク職員を対象として、スキルアップ、意識向上を図るため、ワークショップ形式で実施。
参加者の大半は、自ら意見出しを行うことへの難しさを感じる場面もあったが、定期的に意見交換を行うことの重要性を認識
していた。研修を通じて、職員間の情報共有に課題があることが見えてきた。

（２）体制の構築
・令和元年度当時、運営主体である二見以北地域振興会は任意団体であったため、金融機関等からの融資を受けることが
難しく、資金の確保に課題があったため、名護市と相談・協議を行い、交付金事業を活用することで集客・売上向上に資する
取組の展開を検討。

（３）実施の合意形成
・事業申請にあたり、毎月1回定例で行っている協議（各集落の区長が参加）の場において合意形成を図った。

（５）翌年度の取組
＜交流拠点施設を核とした産業振興事業＞
前年度に整備した冷蔵ショーケースや加工設備を活用し、販売の強化を継続的に行った。
＜地域のストーリー・魅力発信事業＞
ウェブサイトによる情報発信を継続しつつ、予定していたドローンを活用した情報発信は
当初想定よりも小規模に実施。
＜地域づくり人材育成事業＞
職員間の情報共有向上のため、ウェブ日報の作成、チーム内情報共有ツールを活用開始

（６）翌々年度の取組
＜交流拠点施設を核とした産業振興事業＞
生産者との対話を通じて、商品化の方向性等を検討。初年度に導入した加工設備を
活用して商品開発を実施し、新規13商品を販売。
＜地域のストーリー・魅力発信事業＞
コロナ禍に対する住民等の受け止めも変わり、withコロナへとシフトしつつあることから、
情報発信を強化（SNS等の導入）
＜地域づくり人材育成事業＞
職員向けのOJT型の研修(地元農家と連携した加工・生産等)を実施

【工夫点】
・コロナ禍により積極的な観
光客誘致を避けたいとい
う地元の声を考慮し、小
規模に実施。
・前年度の人材育成研修
で明確化した課題に対応

【外部人材の活用】
・「交流拠点施設を核とした産業振興事業」では、経営の専門家から計数
管理の手法を学び、予算計画づくりを行った。予算計画に基づく経営を
行うことで、売上と粗利の見込みに対して人件費をどの程度かけるべきか
がバランスよく調整できるようになった。
・「地域づくり人材育成事業」では、外部講師（ファシリテーター）を招聘し、
オンラインにて現状を把握する回を設けた後、３回にわたって研修を行った。

【活用事業の波及効果】
・わんさか大浦パークをはじめとする周辺地域への誘客を目
的に、SNSなど多様な媒体を用いた情報発信を展開して
いるが、Instagramをきっかけに、わんさか大浦パーク
を知り、同パークの求人への応募の増加に寄与している。
以前は求人を行っても応募数自体が伸び悩んでいたため、
想定していなかった波及効果が生まれている。

【12】交流拠点施設「わんさか大浦パーク」を核とした暮らしやすく活力ある地域づくりプロジェクト
（沖縄県名護市）

活用事業 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 活用年度（初年度） 令和元年度

【工夫点】
・ハーブ類など加工により購
買につながる可能性があ
る場合もあるため、生産
者との対話を重視。



（A）過疎地域等自立活性化推進交付金を活用した取組事例

（B）集落活動への参加促進に関する事例





集落活動への参加促進に関する事例集作成

◆事例一覧（赤字は過疎地域以外のコミュニティ等における事例）

・過疎地域の集落等で行われている地域活動について、活動の中心グループのみではなく、幅広い住民を活動に巻き込んでいる事例や、若い世代が積極的に活
動に参加するよう工夫している事例等について、取組のプロセス等を深掘りした上で事例集を作成。

・過疎地域自立活性化優良事例表彰（令和３年度については過疎地域持続的発展優良事例表彰）の過去５年程度の受賞団体や、その他文献等から上
記取組（幅広い住民を活動に巻き込んでいる、若い世代が積極的に活動に参加するよう工夫している）に当てはまる事例を12例選出した。また、過疎地域
における取組との対比として、過疎地域以外のコミュニティ等において若い世代を活動に取り込んでいる事例を５例選出。

地域 団体・取組名称
1宮城県川崎町 カワサキクエストプロジェクト

2山形県鶴岡市 三瀬地区自治会

3山形県酒田市 日向コミュニティ振興会

4千葉県南房総市 NPO法人南房総リパブリック

5神奈川県伊勢原市・厚木市 NPO法人一期一会

6神奈川県真鶴町 ―

7山梨県早川町 ―

8愛知県豊田市（※） 一般社団法人おいでん・さんそん他

9島根県奥出雲町 亀嵩地区

10島根県海士町 ―

11山口県山口市 NPO法人ほほえみの郷トイトイ

12岡山県美作市 梶並地区活性化推進委員会

13愛媛県大洲市 豊茂自治会

14高知県日高村 NPO法人日高わのわ会

15高知県土佐町 いしはらの里協議会

16福岡県八女市 NPO法人山村塾

17沖縄県那覇市 NPO法人１万人井戸端会議
(※)旧法時は過疎地域であったものの、令和３年４月時点で過疎地域から外れている。（特定市町村）



【01】高校×町×民間による地域探究型学習（地域食材のレシピ開発、地域を盛り上げる動画制作）の実践
取組主体 カワサキクエストプロジェクト 取組開始年度 令和２年

対象エリア 宮城県川崎町 URL等 https://kawasaki-quest.net/

取組前（地域概要・きっかけ）

取組内容

取組後の成果・効果

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点

・産業構造の変化や人口減少、少子高齢化の進展等により、商店街の賑わいも減少しつつあった。一方、地域の子どものための居場所づくり、地産地消の暮らしの
実現等、新たな取組や事業を始める事業者やUIターン者が増えつつあり、地域活性化へ課題意識を持つ多様な主体(点)がつながることで、地域における面的な
広がりにつながることが期待されていた。

・地元には宮城県柴田農林高校川崎校があるが、川崎町や地域との具体的な関わりは多くなく、高校として、地域により深く関わる形での教育のあり方(探究型学
習)について課題意識を持っていた。また、コロナ禍において、ボランティア部の活動が制限されており、地域との関わりが十分に持てない状況となっていた。そして、令
和4年度からは「総合的な探究の時間」が予定されており、どのような内容にするか検討を始めた段階であった。

・「川崎そば」の普及に取り組む地元の「そば屋」、川崎町をフィールドに様々な活動を展開している「地域おこし協力
隊」、「高校生」、「都心企業」等が協力し、川崎町産の食材を使った「そば粉料理」のレシピ開発に取り組んだ。「川
崎そば」を食べ、そば屋の話を聞き、そば作り体験を通して「川崎そば」を学習。そして、若者が好み地域に愛される料
理を考え、地元の農家や養豚業にも話も聞き、試作と試食を重ねてレシピ(ガレット料理)を完成させた。

・また、地域おこし協力隊は、これらのプロセスを動画で撮影し、地域内外へPRするための動画コンテンツを制作した。

地域食材＆そば粉を使ったレシピ開発「かわさき・食・まち・クエスト」(R2)

動画クリエイターへの道「カワサキクエスト」(R3)

インタビュー風景

開設された専用サイト

レシピ開発 成果報告

クエスト風景

・「そば粉料理」のレシピが開発され、成果として高校や地域で共有されるとともに、ボランティア部の中に「ガレットグループ」ができ、引き続き
「そば粉料理」の普及に取り組むこととなった(コロナ禍の影響で残念ながらイベント出店等の取組ができない状況)。

・動画制作を通じ、高校生の川崎町のイメージがプラスへ変化し、仕事に対する考え方や価値観に広がりが生まれた。また、ボランティア部の
新しい活動場所が地域で生まれ、令和4年度からの「総合的な探究の時間」に「カワサキクエスト」を導入、継続することとなった。

・高校生が地域の魅力的な人に対してインタビューを行い、その人から出されるお題にもチャレンジし、それらを動画コンテ
ンツとして撮影・編集していくプロセス(動画クリエイターへの道)のデザインと運営を行うとともに、「カワサキクエスト」の専
用サイトやSNS(Instagram)を開設。

・インタビューの対象者は、UIターンの若者が中心(就農、子どもたちの居場所づくり、エネルギーの地産地消、進学塾の
開校等)であり、彼らと高校生の「関わりしろ」をつくることも、本取組の重要なポイントとなっている。

・「面白そう」「楽しそう」と感じてもらえる要素(動画制作、高校生との連携等)を入口とし、若い世代の「関わりしろ」を創出
・多様な主体それぞれのインセンティブや得意分野となる要素を整理し、win-winの関係となるプロジェクトの企画・運営



今
後
の
展
開
等

令和2年5月～9月
高校との連携検討

・コロナ禍であり、地域の高校に
ボランティア部が存在することが
分かり、企画書を作成して高
校に持参し、協力を打診

・高校としても、コロナ禍における
ボランティア部の新しい活動先
を探していたこと、探究型学習
の必要性を感じていたこと等か
ら、連携が決まり、実施に向け
て具体的な協議を重ねた。

令和2年10月～令和3年2月
高校生のレシピ開発

・そば屋の話を聞き、実際に「川崎
そば」を食べる、そばづくり体験、
地域の食材を調べて生産者(農
家、養豚家)に話を聞き食材を
提供してもらう、レシピの試作や
試食を重ねるプロセスを通じて、
高校生のレシピ開発を推進

・成果報告会を開催し、レシピのお
披露目と試食、地域おこし協力
隊が制作したPR動画の公開を
行い、関係者で成果を共有 令和3年6月～9月

動画制作を通じた地域活性化

・前年度の成果を踏まえ、高校生
の自由な発想を生かした地域づ
くりの展開、地域の様々な人材
のつながりをつくることを重視し、
高校生による動画制作を通じた
地域活性化の企画を検討

・動画制作を高校生に指導するに
あたり、都心企業とつながりのあっ
た動画制作会社(神奈川県)に
講師を打診、協力を得た。

令和3年10月～令和4年3月 「クエスト」を設定した動画制作

・高校生の動画クリエイターへの道(①地域の面白い人をインタビュー、②そ
の人が出すお題(クエスト)にチャレンジ、③①②を動画で撮影・編集)を企
画・運営。インタビュー先は地域で新しいことや面白いことに取り組む若い
世代を中心に選ぶとともに、高校生の「関わりしろ」としてのお題(クエスト)
をつくることを重視。

・2月の成果報告会(オンライン)では、プロジェクト関係者、インタビュー先の
他、地域外(宮城県内、東京、福岡等)からの視聴があり、Instagram
のフォロワー数も70を超え、一定程度、情報発信を行うことができた。

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【地域と高校の新しい関係性を創出】
・ボランティア部が定期的に活動を
行う場(地域の子ども達の居場
所づくりに取り組む団体のお手伝
い)が生まれるとともに、令和4年
5月から始まる「総合的な探究の
時間」でカワサキクエストが導入さ
れ継続することとなった。
【新たな若い世代の呼び込みへ】
・「川崎」つながりで、神奈川県川
崎市で地域づくりに取り組む団
体(大学生が中心)との関係性
が生まれ、都市部の大学生が川
崎町で活動する等、今後の連携
が期待される。
【カワサキクエストの持続・発展に向けて】
・人材育成や仕組みづくり(資金面
等)が今後の課題

きっかけ

・高齢化や商店街の衰退が進む地
域において、そば屋が「川崎そば」
の普及に長年取り組んでいた。

・地域活性化に取り組む地元のIT
事業者と都心企業が連携し、そば
屋が取り組む「川崎そば」の普及を
応援する企画(探究学習型)を検
討、地域の子ども達との連携を模
索していた。

・地域の高校(宮城県柴田農林高
校川崎校)では、コロナ禍でボラン
ティア部の地域活動が停止してい
る状況にあり、新しい活動の機会
や場所を必要としていた。

ポイント

【 が上手く進んだ背景・要因】高校生との連携

◆プロジェクト自体に深い理解を示し、会場の提供、動画撮影のサポート、地域おこ
し協力隊による動画編集等の協力など、様々な場面で支援。

【 が担った役割】川崎町

【 につながった背景・要因】若い世代の参画

プログラム設計の考え方として、高校生
の意見や考えをベースに柔軟に変更、
修正を図っていくことを基本とすること
で、高校生の主体性や「自分ごと化」
の促進につながった。

◆高校生と地域の深い関わりを生み出
す「関わりしろ」づくりを重視

・高校生が地域の魅力的な大人に出
会えるインタビューに加え、大人が出す
お題(子どもたちがイベントで使用する
カフェスタンドをダンボールで作る／火
起こししてマシュマロを食べる等)にチャ
レンジすることで、高校生とインタビュー
対象との深い関係性が生まれた。

・また、高校生が活動することにより、地
域の大人の関心度が高まった。

◆新しいことに取り組む地域の若い世代をインタビュー対象としたことで、プロジェクトを
通じて地域内に新しい関係性や動きが生まれたこと

◆都心企業と地域をつなぐコーディネーター的な役割を担う人材(川崎町在住のIT系
フリーランス)の存在

◆ボランティア部の新たな活動の場・機会創出のニーズ、「総合的な探究の時間」の具
体的な検討の必要性等、高校が求めるニーズに対応した提案ができたこと

◆レシピ開発、動画制作等、高校生の参画の入口が「面白そう」「楽しそう」と感じても
らえるプログラムづくりに留意

取組の流れ

ポイント



【02】自治会が中心となり森のエネルギーを活用した持続可能な地域づくりを推進
取組主体 三瀬地区自治会 取組開始年度 平成28年度

対象エリア 山形県鶴岡市三瀬地区 URL等 https://sanze.net/

取組前（地域概要・きっかけ）

取組内容

取組後の成果・効果

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点

・人口減少、商店の撤退等々、様々な問題がある中、自治会単位で自分たちの問題は自分たちで解決するというスタンスで取組を進めている。
・地域の課題解決、地域活力の維持・向上の一環として、地域循環共生圏の取組やSDGsの考え方を踏まえた地域づくりに取り組んでいる。
・地域循環共生圏の取組については、地区の森の木材でつくられる木質チップや薪を暖房として利用することにより、灯油や電気の購入によって地域外へ流出してい
たお金を地域内に止めることができ、新たな経済循環をつくりだすことにつながるのではないか、林業や薪づくりの必要性が高まれば、新しい仕事や雇用も創出され、
また荒廃した森が手入れの行き届いた森に変わっていけば、新しい人材を地区に呼び込む契機になるのではないか、美しい森や自然は子どもたちの遊び場にも学び
舎にもなり、自分たちが生きる地域への愛着が育くまれるのではないか、という課題認識のもとで取組を推進

・本取組を通し、交流人口や関係人口の増大による地域活力の維持・向上、移住者を増やすことで空き家問題といった地区の課題を解決するといった狙いもあった。

・三瀬コミュニティセンターと三瀬保育園に薪ボイラーを導入。園児がエネルギー源である薪割、間伐材を使った遊具等
を体験することで、学びが生まれている。

・また、三瀬地区で薪ストーブを導入する世帯が増えており、地区の森からもたらされるエネルギーの恩恵を享受するとと
もに、新たな経済循環が生まれている。

公共施設への薪ボイラーと薪ストーブを導入（H28~)

・地区の若手（自治会事務局長）が主導しプロジェクトを推進。若手のつながりで、地域内外の人材が活動に参画
・地区の森を子どもたちの遊びと学びの場とすることで、美しい森づくりや地域づくりの大切さを学ぶきっかけとする。
・「山の感謝祭」等の啓蒙イベントでは、子ども向けの企画を必ず入れ、親子で参加しやすい内容とする。

園児による
薪割体験

かんじきウォーク 自然体験事業

山の感謝祭

・一般啓蒙プロジェクトでは、親子で楽しめるイベントとして「山の感謝祭」等を実施、三瀬地区での取組を広く周知
・森と調和する高齢者福祉プロジェクトでは、森でのイベントとして、小学生～70代までが参加する「かんじきウォーク」を
総合型スポーツクラブとタイアップで実施

・自然体験事業では、鶴岡青年会議所と自治会が連携し、日本で5本の指に入る美林と言われる「ひゃくねんの森」等
で森林散策、薪割、箸づくり、グループワークを実施。SDGsに関心のある青年会議所の若手経営者、地区外の鶴岡
市小学生の学びの場となるとともに、地区住民にとっては、地域を見直すきっかけとなる。

一般啓蒙プロジェクト（H28~)／森と調和する高齢者福祉プロジェクト（H30~) ／自然体験事業（R2~)

・子どもからお年寄りまで自治会の人たちみんなが、森が素晴らしい資源であり、資産でもあることを再認識
・エネルギーの自給自足活動等を通して、みんなで楽しみながら、地域づくりを推進
・教育現場（保育園）に間伐材を使用した遊具、薪ボイラと薪ストーブやを導入することで、森の恵みを見える化 コミュニティセンターに

導入した薪ボイラー
間伐材を

使用した遊具



◆地域のプライドが向上
・自然・文化体験等により価値を再認
識することで住民が地域にプライドを
持ち住み続ける意義を見つけられる。

◆若手の起業
・自然体験事業の実施経験を踏まえ、
教育旅行や企業研修を商品とする
会社の起業に結び付く。

◆取組内容に賛同する他地区との連携
・エネルギー活用事業は市内の他自治
会、酒田市他地区と連携を開始

平成30~31年度
木質バイオマス等の導入

・環境省の「SDGｓを活用した地域の
環境課題と社会問題を同時解決す
るための民間活動支援事業」を活用
して、以下の取組を推進
 地区の中心に位置するコミュニティセ

ンターに木質バイオマスを導入
 地区の特色ある教育、保育、子育

てに資源を利用
 子どもから高齢者まで参加できる森

でのイベント・体験を実施
 森林伐採、保全を通し、効果的な

燃料供給を検討

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【多世代が地域づくり活動への参画】
・子どもからお年寄りまで自治会の人
たちみんなが、森が素晴らしい資源
であり、資産でもあることを再認識

・エネルギーの自給自足活動等を通し
て楽しみながら地域づくりを推進
【持続可能な地域づくり】
・行政主導ではなく地域資源を活用し
ながら自ら動く地区をつくることで、人
口減による経済的な停滞、賑わいの
なさ、担い手不足、災害対策への不
安等の課題を解決し、持続可能な
地域としていく。

今
後
の
展
開
等

平成28~29年度
薪ストーブや薪ボイラーなどの木質バイオマスエネルギーの導入を検討

・環境省の「地域活性化に向けた協働取組の加速化事業」を活用して、以下
の取組を推進
 地区内の大型施設を所有する団体と協働して、薪ストーブや薪ボイラーなど

の木質バイオマスエネルギーの導入を検討
 地区内で薪を販売する株式会社、森林整備を実施する株式会社等と協

働し、森林資源量の確認や効果的な資源の調達方法を検証
 一般家庭での森林資源利用を進めるべく、啓蒙イベントを実施（一般啓

蒙プロジェクト）
 人口減少に悩む地区と荒廃した山林をマッチングし、地域の森林から生じる

熱エネルギーを地域の施設や一般家庭で使用する仕組みを構築

令和2~３年度
森林資源活用事業 や 海、山、川、里 自然体験事業を実施

・環境省の「環境で地方を元気にする地域循環共生圏プラットフォーム事業」を
活用して、以下の取組を推進

く森林資源エネルギー活用事業＞
・荒廃した山林を適正に管理し、それに伴い搬出される木材を地域のエネル
ギーとして活用。高齢者施設や教育・保育施設等を想定し、木による癒しや
森林利用による健康促進、環境教育等による担い手の確保を推進

く海、山、川、里 自然体験事業＞
・ユネスコ「食文化創造都市」に登録される食文化や山林を活用する文化等
自然体験を都市部の人々を対象に実施。農業体験や漁業体験、能や歌舞
伎などの伝統芸能も併せてプログラム化する。外部からの交流人口流入によ
り資源を再認識し、新たな視点で持続可能なビジネスを見出す。

きっかけ

・地域の課題解決の一環として、地
域循環共生圏の取組やSDGsの考
え方を踏まえた地域づくりに取り組む。

・以下の課題認識のもと取組を推進
 木質チップや薪を暖房として利用、

灯油や電気の購入により地域外
へ流出していたお金を地域内に止
め、新たな経済循環を創出できる
のではないか

 林業や薪づくりにより新しい仕事や
雇用も創出され、また荒廃した森
が手入れの行き届いた森に変われ
ば、新しい人材を地区に呼び込む
契機になるのではないか

 美しい森や自然は子どもたちの遊
び場や学び舎になり、地域への愛
着が育まれるのではないか

◆地区の若手（自治会事務局長）が主導しプロジェクトを推進。若手のつな
がり、声掛けで、地域内外の同年代の人材が活動に参画

◆啓蒙イベントは子ども向けの企画を必ず入れ、親子で参加できる内容とする。
◆地区の森などの資源を生かし、イベントや自然体験事業を実施することで、

住民がその価値を再認識、地域づくりを考えるきっかけとする。

取組の流れ

ポイント

ポイント

◆民間企業と連携して薪の生産・販売
を実施。山の資源エネルギーとして活
用

◆園児も実際に山に入り木が燃料にな
ることを学び、薪作りを体験する「環境
教育」を実施。保育園の遊具にも地
域材を使用。保護者や職員はじめ地
域全体において、森林への関心が向
上

◆林業者など山の関係者だけが恩恵を享受するのではなく、本取組を推進す
ることで地域の課題解決にどのようにつながるのかを分析しながら展開

◆H31-R2の2年をかけ、約80回の住民ワークショップを通して「三瀬地区ビ
ジョン」を作成。住民が考えていた地区の課題を改めて見える化し、地区の
目指す姿を共有することで、取組の位置付けや内容に対する理解も進む。

【 につながった背景・要因】若い世代 多 参画世代の、

【 が担った役割】三瀬 自治会地区



旧公民館（50畳一間） コミュニティセンターへ

・地域ワークショップでは、現状の不便や不満ばかりを嘆いていても始まらない、とにかく、住民同士が膝を突き合わせて「話し合う」こと、
そこから何かが始まることを、住民相互で実感できた。

・各種取組を通し、多様なつながりが生まれ、つながることで、地区住民の熱い想いやそれに対する共感により、さらに関係性が深まっ
ている。

・地区住民が相互にサポートし合い、声かけ・見守り、弁当配達・給配食、雪かき（地区外のボランティアも参加）を
実施。また、買い物支援（配達、移動販売）は民間企業の協力を得て実施するとともに、送迎（学校・病院、高齢
者施設等）、家事支援等を今後の取組として検討中

【03】いろんな世代がみんなで支え合える地域の主体づくり・場づくり・持続条件づくりを実践
取組主体 日向（にっこう）コミュニティ振興会 取組開始年度 平成21年度

対象エリア 山形県酒田市日向地区 URL等 http://nikkou4913.web.fc2.com/

取組前（地域概要・きっかけ）

取組内容

取組後の成果・効果

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点

・日向地区は令和3年6月時点で人口840人、高齢化率は50.6％。旧八幡町の中心部付近から鳥海
山の登山口あたりまでの広いエリアに12の集落が点在し、特に積雪量が多い地区では過疎化・高齢化が
進展。

主体づくり ~育ち会う主体と仲間、多様な主体との関わり~（H21~）

・小学校の統合で学校がなくなっても、地区が元気であるために、拠点となるコミュニティセンターを人が集う場としている。
・各種取組を実施する際、多世代が交流できる仕掛け、出会いの場をあえて創出
・地区の困りごとの共有、出来ないことは、出来る人へお願いするという風土づくり、地域のひと・もの・ことの活用

場づくり ~日常生活を支え合う仕組み~（H27～）

・平成21年4月に日向公民館が日向コミュニティ振興会へと衣替えし、同時期に八幡小学校と統合して廃校となった日向小学校の旧校舎を日向コミュニティセン
ターとした。公民館という社会教育の拠点から、12の自治会を相互補完する地域運営組織に転換したことで、地域づくりの模索がはじまる。

・地域づくりを検討していく上で、日向地区で企画・実施した研修会において、「今できていることが10年後も続けてできていると思いますか？」という講師からの問いと
ともに、地域づくりの視点として「地域支え合い活動」を知ったことが、その後の取組の第一歩となる。

除雪ボランティア

親睦大運動会 生涯学習活動

日向里かふぇ・地区住民や市内の東北公益文科大学学生が「日向里かふぇ」を運営、地区住民の居場所となっている。産直コー
ナー、手しごと・手づくり雑貨コーナーもあわせて設置

持続条件づくり ~地域資源を保全・利活用し小さな経済を循環~（H27～）

ワークショップでまとめた
「にこにこ日向計画」（H28）

・全住民参加型の地域ワークショップや地域づくりビジョンの作成とともに、子供から大人まで参加する日向地区親睦大
運動会や日向地区秋祭り、地域住民が先生となり子ども達に味噌づくり、山菜採り、そば打ち、ほたるの生態系を教
え観賞する等を教える教育力向上事業等を実施



活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【地域で暮らす幸福感を次世代へ】
・今でも、これからも、地区の大事なこ
とは変わらない、あるモノを活かすとい
う視点が重要である。

・また、「私にできること」で手伝う・交
流するという考え方で、好循環を生
み出していくことが重要である。
【持続可能な組織・地域づくり】
・継続的な地域づくりに向け、ノウハウ
のある人材の確保や育成、活動資
金の確保のためNPO等の組織化を
検討。また、クラウドファンディング等
の活用を検討

・地区の「あるもの探し&情報発信」を
継続して実施

今
後
の
展
開
等

平成27年度～ 克雪体制づくりの本格化、また多様な交流が進展

・国交省の「雪処理の担い手の確保・育成のための克雪体制支援調査」により、
「日向ささえあい除雪ボランティア」の活動を本格化。地区住民とボランティア
による、ひとり暮らし等高齢者世帯の除排雪を実施（H27~）

・市内三瀬地区との労力交換事業を実施し、空き家の片付けや除排雪で協
力。また三瀬地区で地域探検を実施し子ども達が他の地域を知り、自分の
地域を見つめ直す機会を提供（H28~）

・野菜市、大学生や企業の協力を得て、Niconicoマルシェの実施（H29~）
・日向地区と大学との連携により、2か月の間に週2日、日向地区に滞在して
暮らす「長期学外学修プログラム」を実施（H28~）

・地域おこし協力隊や良品計画とも連携した開設準備、「日向里かふぇ」の
オープン・地区住民及び大学生による運営（R元~）

きっかけ

・平成21年4月に日向公民館が日
向コミュニティ振興会へと衣替えし、
同時期に廃校となった小学校の旧
校舎を日向コミュニティセンターとした。

・公民館という社会教育の拠点から、
12の自治会を相互補完する地域
運営組織に転換したことで、地域づ
くりの模索がはじまる。

◆平成24年から毎年実施しているワークショップが自分の意見を聞いてもらえる
という場となるとともに、意見を大切にしてワークショップで出されたアイデアを実
践

◆地域内外に捉われず、多様な人材、多世代が関わることができるよう意図し
て、取組を実施

◆地域の子どもは、地域で育てるという風土

取組の流れ ポイント

◆除雪ボランティアの受入により関係人
口の創出につながる。

・中学・高校時代に除雪ボランティアとし
て参加した若者が首都圏で働いた後、
Ｕターン

・東北公益文科大学の大学生が卒業
後、移住し起業の準備中

◆「日向里かふぇ」を拠点に様々な交流
が生まれる

・子育て世代、地区外から「日向里か
ふぇ」を運営しにくる大学生と地区住民
との交流、日向を離れた地区外の人と
の交流 等

・また以下の①~④の考え方をベースに
「日向里かふぇ」をつくる
①地域の働き盛りの世代の「輝く場」
②地域の高齢者世代の「安心できる場」
③地域の子ども達が「戻ってこれる場」
④地域外の人 の々「あこがれの場」

平成21年度~ ワークショップで課題解決の方向性について検討、取組がスタート

・親睦大運動会、秋祭り（収穫祭）、生涯学習活動を実施（H21～）
・厚生労働省の「安心生活創造事業」と酒田市の「地域あんしん生活支援研
究事業」により、高齢者等生活実態調査を実施し、支援のあり方を検討
（H23）

・「地域支え合い」をテーマにしたワークショップを実施し、地域の強みや課題、課
題解決の方向性について検討（Ｈ24~毎年実施）

・上記を踏まえ、居場所づくり（H25）や防災マップづくり（H26）といった「見
守り活動」と「地域支え合い除雪」（H25）をスタート
 居場所づくりは、コミュニティセンターに卓球台などの運動器具を設置し子ども

から高齢者までが利用。また定年後の女性達の交流の場となる。
 防災マップづくりは、東北公益文科大学の協力を得て、地区住民と大学生

が一緒にマップを作成

◆「今できていることが10年後も続けてできていると思いますか？」からはじまり、
「いろんな世代がみんなで支え合える地域」を目指し、バックキャスティングの
考え方で、大学等、外部の力とも連携しながら、様々な取組を実践

【 につながった背景・要因】若い世代 多 参画世代の、

【 が担った役割】日向 振興会コミュニティ

◆子育て世代から高齢世代で課題を共有
・ワークショップでは、日常生活支援、地
域支え合い除雪、居場所づくり、生き
がいづくり災害時の対応といった課題が
共有でき、次の取組へと展開していった。

・ワークショップで出された取組のアイデア
を実践。「にこにこ日向計画」としてまと
める。

◆地区住民の出番づくり
・小学校があった時代、総合学習で活
躍した地域の先生に引き続き活躍して
もらえるような場を提供

・中高生には運動会や秋祭りで運営側
として役割を担ってもらい、多世代で交
流する場を創出

ポイント



【04】里山環境の豊かさを未来に残すため、南房総の里山と都市に暮らす人々とをつなげる活動を展開

取組前（地域概要・きっかけ）

取組内容

・平成19年、馬場未織氏（現：NPO法人南房総リパブリック理事長）は子どもからの「ママ、いろんな本物が、みたい。」という一言をきっかけに、平日東京、週末
南房総という二地域居住の実践を開始。二地域居住を通じて、豊かさとは一代限りではつくり出し得ないものに支えられて生きる感覚であるという認知が生まれ、
過疎化、高齢化等が進む地域に対して、いつまでも「お客様気分」でよいのかという問題意識を持つようになった。

・平成23年、「里山をひらこう（リ・パブリック）」という視点から、南房総リパブリックを設立（翌年NPO法人化、以下「南房総リパブリック」）。得意領域の異なるメン
バーで構成し、観光と定住の間にある「南房総のある暮らし」をつくり、地元・移住・二地域居住・観光客等の多様なひとたちが繋がる場づくりを行っている。

コアなファンを育てるための里山学校(H23～)
・NPO設立当時から実施する、都市生活をする子育て世代をメインターゲットに、親と子が一緒になって里山で自然
体験学習をするプログラム。地元の農家など知識や経験の豊かな方々を講師にやってみて発見して楽しむことを重
視し、子どもも大人も同じ立ち位置で家に知識を持ち帰ることができることを重視。

へぐりマルシェ（H30～）
・平成24年に閉校した平群（へぐり）小学校を含む周辺地域において、関係人口を創出する仕掛けを展開。年5
回、地域で実行委員会を組成し、地域内外から出店者を募って「へぐりマルシェ」を開催。見たことのない風景をつ
くることを目指して、普段ならやらないような実験的な取組を積極的に展開、地域住民や観光客が交流しながら
地元産品の魅力を堪能している。

・里山学校は令和元年までに38回開催、参加者の半数はリピーターであり、関係人口づくりの一定の成果が見られる。
・へぐりマルシェは5回開催（2回悪天候で中止）、「こんなに地元に子どもがいたなんて」と地域住民が驚くほどの集客を実現。当初は南房総リパブリックが運営を行っ
ていたが、第4回以降は地元の有志で結成された「へぐりマルシェ運営委員会」による運営へシフトし、活動が地域内へ浸透している。

へぐりマルシェのチラシ（第1回）

取組主体 NPO法人南房総リパブリック 取組開始年度 平成23年

対象エリア 南房総市 URL等 https://www.mb-
republic.com/index.html

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・改まったラベリングやカテゴライズをしない（「地域住民」「移住者」等）コミュニケーションを心掛けることが特に受入側にとって
は重要。

・現在の若い世代は、特別な「イベント」ではなく「日常の風景（普段着の様子）」を地域へ求める傾向があるため、特に二
地域居住や関係人口づくり等の推進に資する企画を検討する際に意識することが重要。

取組後の成果・効果



◆キーパーソン（馬場未織氏）
・建築ライター。平成19年から東京と南房
総の二地域居住を実践する中、里山での
子育てや里山環境の保全・活用、都市
農村交流の必要性を感じ、平成23年に
南房総リパブリックを設立。

取組の流れ
きっかけ

・平成23年、地元農家や建築家、
教育関係者、造園家、ウェブデザ
イナー、公務員らとともに任意団体
南房総リパブリックを設立（翌年
NPO法人化）。

今
後
の
展
開
等

ポイント

ポイント

平成24年～
「三芳つくるハウス」の開始

・木質材メーカーから提供されたLVL材（単板
積層材）の活用検討がきっかけとなり、南房
総の里山にある未利用の土地を開拓し、里山
環境とヒトとの関係をつくる拠点を目指す「三芳
つくるハウス」が開始

・山の湧水をタンクに貯め、ろ過して使用し、電
気は小さな太陽電池、LVLは床材として使い、
既存インフラに頼らないシンプルに自分たちの生
活を組み立てる実験や学びの場として機能

ポイント◆都市部からの参加者が里山のファンになる工夫
・自然環境に係る正しく詳細な知識を与えることができ
る講師を介して、周囲に存在する草・虫・魚の「名
前」を知り、居場所を知り、生態を知ることを通じて、
里山環境に「興味の対象」ができ、それを突破口とし
て里山のファンとなることを促している（「名を知るのは
愛のはじまり」）。

◆若い世代との共創
・プロジェクトの構想段階では、建築や農業系
の学生と共に、春から夏にかけて「南房総の
里山に農を楽しむ場所をつくりだす“里山デザ
インワークショップ”」を開催。現地調査を行い、
どんな仕掛けがあれば里山をもっと豊かに活
用できるかを検討。

◆行政との関係性において大事にしていること
・行政からの委託事業、モデル事業等を受託することを
「目的」とするのではなく、自分たちがやりたいことを実現
するための「手段」として活用することを意識している。

平成30年～ 「へぐりマルシェ」の開始

・平成24年に閉校した平群（へぐり）小学校を含む周
辺地域において、関係人口を創出する仕掛けを展開。
年5回、地域で実行委員会を組成し、地域内外から出
店者を募って「へぐりマルシェ」を開催。

・見たことのない風景をつくることを目指して、普段はしない
実験的な取組（地域内外の多様な主体が出店、双
方向性のある交流）を積極的に展開、地域住民や観
光客が交流しながら地元産品の魅力を堪能

・5回開催（2回悪天候で中止）し、「こんなに地元に子
どもがいたなんて」と地域住民が驚くほどの集客を実現。
当初は南房総リパブリックが運営を行っていたが、第4回
以降は地元の有志で結成された委員会による運営へ
シフトし、活動が地域内へ浸透

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【二地域居住を実践する中で感じる、地
域とよそ者のコミュニケーションの在り方】
・草刈りや獣害対策などによって生
活環境を維持するには、地域の人
たちと力を合わせなければならない
場面は避けられない。

・自分とは異なるやり方や価値観だ
からといって、よく知らないのに最初
から「ノー」を突きつけてしまうと、地
域の人たちも好意を抱きようがない。
なじみのないことも敬意を払ってひ
とまず受け入れ、知ろうと興味を示
すことで、交流のハードルが低くなる。

平成23年～
「里山学校」の開始

・都市生活をする子育て世代をメインターゲットに、親と子
が一緒になって里山で自然体験学習をするプログラム
「里山学校」を開始。

・地元の農家など知識や経験の豊かな方々を講師にやっ
てみて発見して楽しむことを重視し、子どもも大人も同じ
立ち位置で家に知識を持ち帰ることができることを重視。

（例）夏：ビワ山ハイク、秋：里山ロゲイニング（野外スポーツの
一種）、冬：里山の素材でつくるお正月飾り

・令和元年までに38回開催、参加者の半数はリピーター

平成29年～令和元年
「布良ハウス」の開始

・平成29年、南房総市と館山市のほぼ市境
にある「布良（めら）」という地域にある、小
さな木造平屋の一軒家を二地域居住の土
地探しの拠点「布良ハウス」として展開。

・地域を知るため、住む物件を探すために何度
も地域へ通うことから、地域を深く知り、新し
い暮らしを「リアル」に捉えるための「ベースキャ
ンプ」として、1年を限度に3家族が入居する
「二地域居住トライアルシェアハウス」と命名。
二地域居住等を検討する方や、地域でのイ
ベント等に参加する大学生による短期滞在
の際に利用（R元年台風15号により被害を
受け取り壊し）



【05 】地域住民や大学生等が連携して地域で暮らし続ける福祉のまちづくりを推進

・神奈川県伊勢原市にある「愛甲原住宅」は、昭和40年に伊勢原市高森台と厚木市愛甲にまたがって開発分譲された国家公務員共済組合の分譲地であり、当
初は約900世帯（伊勢原市側600世帯、厚木市側300世帯程度）が移り住み形成されたニュータウンであった。

・ある地域住民が、当時隣に住んでいて退院直後であった高齢者から「おかずを分けてほしい」と言われたことをきっかけに、昭和61年、住民有志11名で家事支援
サービス「伊勢原ホームサービス」を立ち上げ、夕食の支度に困る高齢者世帯に対する配食サービスの提供、買い物や通院のための車の運転の代行等の活動が開
始。この活動がきっかけとなり、高齢化率が30%台になる目前の平成10年、「高森台福祉のまちづくり勉強会」が立ち上がり、本格的に福祉のまちづくりを検討して
いくこととなった。

・「入浴、食事サービスがあれば愛甲原住宅で暮らし続けられる」という高齢者の声を受けて創業。NPO法人MOMO
（現・社会福祉法人藤雪会）の傘下に入り、通所介護運営の方法や資金の集め方等を学びながらワーカーズ・コレク
ティブにより運営。

・デイ愛甲原の利用者の家族からあがった、小規模多機能施設へのニーズにこたえ、小規模多機能施設の勉強会を経
て、平成17年にNPO法人一期一会を設立。平成18年に小規模多機能居宅支援施設「風の丘」を開設。

・平成27年の高齢化率は33％まで達しており、地域の中で高齢者が住み続けることができていることは、福祉のまち
づくりの成果の一つと言える。

・現在の「地域包括ケアシステム」の先駆けとして、介護を受けるようになっても住み慣れたまちで暮らし続けることができ
る地域福祉の仕組みとして「未来先取り愛甲原モデル」の構築を掲げてきた。現在、多様な世代が活動に参画し、
様々な取組を展開することができるようになり、先代が開いたまちを、住み続けられるまちとしてつくりあげることができた。

CoCoてらし隊デイ愛甲原

取組主体 NPO法人一期一会（以下、「一期一会」） 取組開始年度 平成10年度

対象エリア 愛甲原住宅（神奈川県伊勢原市/厚木市） URL等 http://www.ichigo-ichie.com/

取組後の成果・効果

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・活動の発展に資する主体に係る情報収集、連携に向けたネットワークづくり
・行政との「緩やかで無理のない」関係性づくり

取組内容

通所介護施設「デイ愛甲原」開設(H15)

NPO法人一期一会設立(H17)、小規模多機能居宅支援施設「風の丘」開設（H18）

「CoCoてらす」開設(H24)

取組前（地域概要・きっかけ）

・「デイ愛甲原」の隣接店舗が空き店舗になることをきっかけに、地域とのつながりが薄くなりやすい男性が活動しやすいデイ、交流の場（まちの居場所づくり）として
「CoCoてらす」を開設。CoCoテラスを拠点に、定年退職後の男性による買い物代行や外出支援等を行う「CoCoいきましょ会」、東海大学の学生を中心に地
域づくりを支援する「CoCoてらし隊」等の活動が展開されている。



◆キーパーソン（川上道子氏）
・NPO法人一期一会理事長/「デイ愛甲原」・「CoCoてらす」
施設長

・昭和61年に住民有志11名で家事支援サービス「伊勢原
ホームサービス」を立ち上げ、高森台福祉のまちづくり勉強会
をはじめ、愛甲原住宅における福祉のまちづくりの推進役。

【経営上の工夫】
・地域住民や市民活動の仲間からの出資金（借入れ）により整理している。
＜デイ愛甲原＞創業時に15,000千円（１口100千円、年利0.5%で約30名
が出資。

＜風の丘＞市民から計70,000千円（１口1,000千円で60名から出資）、連
携団体から20,000千円、補助金15,000千円。施設用地は土地所有者から
の寄付（所有者自身が終の棲家として風の丘を必要としていた）。

きっかけ

・平成10年、全国の高齢化率が
16％程度であった当時、愛甲原
住宅の高齢化率は29％。高齢化
が進展する中で、最期まで地域で
暮らし続けたいという住民の想いに
どう応えるかが課題となった。

・地域住民や有識者が「高森台福
祉のまちづくり勉強会」を立ち上げ、
高齢化に対応した福祉のまちづくり
の検討を開始。

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【新たな入居者とのコミュニティ形成】
・近年、圏央道の開通の効果もあり、
地域には子育て世帯が転入してき
ている。そのため、地域としての子育
て支援（例：赤ちゃん相談室）や
一時預かり、新たな居場所づくり、
地域の見守り体制に取り組んでいく
ことが課題。
【地域内の空き地・空き家の適正な
管理と利活用】
・愛甲原住宅内でも空き地・空き家
が増加しており、、高齢者が福祉
施設に入居し、月に数回ほどしか
帰宅していない空き家予備軍も存
在。

・空き家の管理や利活用を進める第
一歩として、CoCoてらし隊とCoCo
いきましょ会を中心として、「空き
庭」の活用に取り組んでいるが、コロ
ナ禍を踏まえ、密を避けながら活動
を継続する手法を模索中。

取組の流れ

今
後
の
展
開
等

平成11年～平成13年
ミニデイサービスの開始

・伊勢原市からの呼びかけ（地域
でのミニデイサービス立ち上げ）を
契機に、高森台福祉のまちづくり
勉強会が中心となって住民ボラ
ンティアを募り、平成13年に「高
森台ミニサロンの会」（ボランティ
ア約30名でミニデイサービスを実
施）が発足。

平成15年～
「デイ愛甲原」創業

・地域の高齢者から、入浴や食事
等に係るサービスがあれば、愛甲
原住宅で暮らし続けられるという
声を受け、平成15年、愛甲原
ショッピングセンターの空き店舗を
利用して、通所介護施設「デイ
愛甲原」を創業した。

ポイント

平成16年～平成18年
「一期一会」設立、「風の丘」開設

【運営上の工夫】
・通所介護を行う上で看護師の配置が
必要となり、地域住民から看護師経
験者を募り、協力を得ている。

・入居者ら向けの食事サービス、配食を
行い、食材は愛甲原ショッピングセン
ターにあるスーパーから仕入れ、地域
在住のスタッフが調理、配達している。

・デイ愛甲原の利用者の家族からあ
がった、小規模多機能施設への
ニーズにこたえ、小規模多機能施
設の勉強会を経て、平成17年に
NPO法人一期一会を設立。

・平成18年に小規模多機能居宅
支援施設「風の丘」を開設。

平成24年～
「CoCoてらす」開設

平成25年～
「CoCoてらし隊」発足・活動開始

・地域交流の支援実践や研究等を
目的に、東海大学建築学科の加
藤教授らの指導の下、加藤教授
のゼミ生や湘北短期大学の学生
らが中心となり、「CoCoてらし隊」
が結成（ゼミや授業の一環として
参加）。

・お茶会等を企画し、定期的に開
催するなど、地域の人と人をつなぐ
活動に取り組んでいる。また、愛
甲原住宅ショッピングセンターに壁
面アートを描いたり、足を休めて談
笑することができるようにベンチを製
作したりする等、まちの交流拠点と
して、楽しめる空間づくりを地域に
対して考案し、実践。

平成27年～「CoCoいきましょ
会」発足・活動開始

・他の介護サービス事業者の進出に
よって居宅型の介護をする世帯の
割合が低下、デイ愛甲原利用者
も減少し、地域コミュニティの希薄
化が懸念された。

・特に（退職後の）男性は地域と
のつながりが薄く、地域としてどのよ
うに支えていくかが課題となった。

・平成24年、「デイ愛甲原」の隣接
店舗が空き店舗になることをきっか
けに、地域とのつながりが薄くなり
やすい男性が活動しやすいデイ、
交流の場として「CoCoてらす」を
開設。

・平成29年、他地域で展開されて
いる「暮らしの保健室」活動を参
考に、健康の悩みや体調の変化
に関する相談ができる「くらしの保
健室」を、また妊婦から1歳までを
対象とした「赤ちゃん相談室」をそ
れぞれCoCoてらすで開始。

・CoCoてらすを拠点としたまちづくり
の活動に参加し、賛同・共感した
男性(定年退職後の主に60～
70歳代の世代)が集まり、男性な
らではの支えあいのあり方について
検討。

・支えあいサービス（家事援助）を
新たな活動とした「CoCoいきま
しょ会」を平成27年に発足。買い
物代行、外出支援、草取り、窓
ふき、網戸の張替、話し相手等の
支援を地域の高齢者からの要請
に応じて対応している。

・平成28年、高齢者や一人暮らし
の住民が交流できる「CoCoてら
す食堂」の運営を開始。



工夫・留意点 ポイント

活動の発展に資する
主体に係る情報収
集、連携に向けたネッ
トワークづくり

信頼関係の構築

・サービスを利用する方、活動へ参加したいと思う方が、時として
個人的な相談を行う場面もあることから、地域（集落）の活
動の担い手は、いかに信頼関係を構築するかが重要であり、具
体的には活動を通じて知ったことは他言無用である趣旨を徹底
することが必要である。

「してあげる、される」
一方的な関係性で
はなく、互いにとって
学びのある機会づくり
（特にCoCoてらし
隊）

行政との「緩やかで無
理のない」関係性づく
り

・行政との関係性は、日常的な人的・資金的等の支援がなくとも、
情報提供や意見交換を通じて、適宜活動に対して相談、助言
をもらえるような、緩やかで無理のない形が重要である。

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点（詳細）

・キーパーソンである川上氏は、当該地域での長年の活動の積み
重ねを通じて、地域の内外に幅広い人とのつながりを有しており、
活動に必要な人材や情報を自ら集め、人材のスカウティングや
活用可能な仕組みを活動に取り入れていくことを模索している。

・CoCoてらし隊に参加しているメンバーの多くは、本地域外で生ま
れ育ち、昔から住んでいる住民とは異なる視点を持ち、客観的
にまちの現状や課題を捉えているため、彼らの提案してくれるアイ
デアや企画を尊重し、どのように実現できるかを地域側で考える
ことが重要である。

・また、活動の過程で多世代（特に人生の最終盤を迎えている
高齢者、施設入居者ら）との交流を通じて、「生きることは何
か」という気づきの機会となるように心がけている。

・中長期的な視点に立ち、参加メンバーが活動を通じて得た経験
や知識を生かして、自分の住む地域等の活性化に貢献してもら
えるような学びの機会となるように意識している。





【06】真鶴町の魅力創出や課題解決に向け、スタートアップ企業等の新規事業創出を公民連携で支
援するサテライトオフィスを誘致

・高齢化とともに人口の社会減が進む中、特に若年女性人口の減少が目立つため、地域で女性が働くことができる雇用環境を創出していくことが重要という課題認識
に立ち、活力ある人口構成を目指した取組を開始。

・平成25年度から3年間、役場の若手職員と地元住民（合計40名ほどが複数のチームに分かれて検討）が一緒に地域の活性化を実現する「活性化プロジェクト」
を実施し、様々な事業アイデアが実装・実行された（朝市、試住体験企画、企業にチャレンジするハッカソン等）。活性化プロジェクトを契機に、起業創業支援や地
域のコミュニティ支援等を行う「一般社団法人真鶴未来塾（以下、「真鶴未来塾」）が立ち上がり、また、町内でまち歩きと宿泊をセットで提供するゲストハウスを営
む「真鶴出版」が移住起業するなど、地域に顔が見える多くのプレイヤーが生まれ、公民連携による地域課題解決事業が芽吹き始めていた。

・平成28年、地方へのサテライトオフィス誘致支援実績を有する民間事業者の講演会を契機に、働き手としての現役世代の移住促進に資するサテライトオフィス開設
企業の誘致に向けた検討を開始。調査の結果、アクセス性の良さ、活用物件の候補、受け入れ環境や地域人材の状況等を踏まえて実現できると判断。

「真鶴町サテライトオフィス誘致運営協議会」設立、真鶴サテライトプロジェクトの本格始動(H30)

・企業がアイデアを形にする場(真鶴テックラボでの創作、ハッカソン等)、プロトタイプを検証する場(なぶら市)が揃い、なぶら市は町の様々な人材とつながる場でもある。

取組のスキーム(令和3年度時点）

取組主体 神奈川県真鶴町 取組開始年度 平成28年度
対象エリア 真鶴町内 URL等 http://itonamioffice.com/

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・行政と民間で地域課題やその解決方法、地域のビジョン等についての考え方やスタンスが異なる場合があり、繰り返し、密な
議論を通して共有、合意形成を図っていくことが重要。また、公民連携を進める上で、行政は全体方針や制度設計を決め
るが、具体的なプランニングは行わず、住民、民間の力が最大限発揮できるよう注力することも重要。

取組後の成果・効果
・これまでに７件のサテライトオフィスが開設、うち2件は子育て中などの女性がスマホやPCで仕事をする都市型業務を提供し、計7名の地元雇用を生んでいる。また、
1社は社員が移住し、真鶴オフィスを拠点に地域課題解決型新規事業の開発を展開している。

取組内容

取組前（地域概要・きっかけ）

・真鶴町、商工会、観光協会、民間（真鶴未来塾・真鶴出版）により協議会を設立。真鶴町が窓口・
事務局を担い、都心企業等のサテライトオフィス誘致の推進、進捗管理等を公民協働で推進。

・真鶴を舞台として、地域課題を解決するビジネスを行う企業の誘致を目指している（先進技術を活用し、
真鶴の暮らしを豊かにできる企業＜漁業の省力化・効率化、新たな移動手段の提供、子どもが自然の
中で学べる仕組み提供等＞、女性や移住者に働ける環境を提供できる企業＜主婦が楽しく働ける場の
提供、在宅ワーク推進、社内業務の一部外部委託を考えている等＞）。

・受け入れ拠点施設は現在５か所（コミュニティ真鶴＜（一社）真鶴未来塾が施設管理を受託）・真
鶴テックラボ等）あり、ワークスペースや会議室を完備。真鶴テックラボは3Dプリンター、ドローン等の創作
設備等を提供している。企業からの問い合わせ、ニーズ等を受けて、協議会で受け入れ方や支援方法等
を話し合い、連携・支援していく。

イトナミオフィス
事務局真鶴町

事業全体の制度設計、
企画・運営の側面支
援、協議会事務局

サテライトオフィス
利用の相談

商工会 観光協会

真鶴出版

サテライトオフィス誘致運営協議会

企業からの問合せ対応、
サテライトオフィス運営等

都心企業
スタートアップ

企業等

真鶴未来塾

月光堂＆
BLUE TREE



活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【公民連携の強化に向けた事
業のレビュー、ビジョンの再構
築が重要】
・事業開始以後、公民連携で
７社のサテライトオフィス誘致
が実現した。この期間の協働
を通じて、誘致に係るビジョン
や方法を共有した上で、令和
4年度より民間主導のサテラ
イトオフィス誘致に転換・自走
することになった。

きっかけ
・平成25年度、役場の中堅・若手
職員、公募等の地元住民、商工
会等の関係団体メンバー（合計
40名ほどが複数のチームに分か
れて検討）が一緒に地域の活性
化を実現する「活性化プロジェク
ト」を開始（1チーム５～10万
円の小予算を手当、3か年にわ
たって実施）。

取組の流れ
平成25～27年度 朝市などのプロジェクトの立ち上げ

平成28～29年度
サテライトオフィス誘致

検討開始

・生産年齢人口の増に向
けた移住促進を図るた
め、真鶴町でのサテライ
トオフィス誘致の実現可
能性についての調査を
実施。平成30年度の
町の重点施策としてサテ
ライトオフィス事業を位
置付けた。また同年、町
が真鶴テックラボを設置
（3Dプリンター、ドロー
ン等の創作設備等を提
供、真鶴観光協会が運
営を担う公設民営型）。

・活性化プロジェクト発で、地域課題解決に向けたプロジェクトが複数立ち上がった。
①真鶴なぶら市(毎月最終日曜日、観光客よりも町民のニーズに応えることを意識し、鮮魚
や干物だけではなく町内農家が栽培した野菜、パンや焼き菓子等が販売される朝市)

②くらしかる真鶴（移住・定住促進に向け、町有の空き物件を改修し、平成28年10月
オープン。町内の暮らしを体験できる試住体験＜1週間＞を実施、令和元年度までに37
組利用、9組が移住）

③スタートアップウィークエンド誘致（世界的な起業体験イベント（金曜夜から日曜夜まで
54時間にわたり開催するハッカソン）、5回実施） など

平成30年~ 公民連携でサテライトオフィス誘致を推進

・町、商工会、観光協会、民間（真鶴未来塾・真鶴出版）により協議会を設立。町が窓口・事務局を担い、都心企
業等のサテライトオフィス誘致等を公民協働で推進（誘致専門の非常勤職員「コンシェルジュ」のポストも新設）。

・真鶴を舞台として、地域課題を解決するビジネスを行う企業の誘致を目指し、以下のようなターゲット像を設定。
（例１）先進技術を活用し、真鶴の暮らしを豊かにできる企業＜漁業の省力化・効率化、新たな移動手段の提供、

子どもが自然の中で学べる仕組み提供等＞
（例２）女性や移住者に働ける環境を提供できる企業＜主婦が楽しく働ける場の提供、在宅ワーク推進、社内業務

の一部外部委託を考えている等＞）
・企業からの問い合わせ、ニーズ等を受けて、協議会で受け入れ方や支援方法等を話し合い、連携・支援している。
・受け入れ拠点施設は現在5か所（コミュニティ真鶴、真鶴テックラボ等）あり、ワークスペースや会議室を完備。真鶴
テックラボは3Dプリンター、ドローン等の創作設備等を提供。企業がアイデアを形にする場(真鶴テックラボでの創作、
ハッカソン等)、プロトタイプを検証する場(なぶら市)が揃い、なぶら市は町の様々な人材とつながる場にもなっている。

【イトナミオフィス 真鶴サテライトプロジェクトによる主な成果】
・７件のサテライトオフィスが開設、うち2件は女性がスマートフォンやPCで仕事をする都市型業務を提供し、計7名の地元雇用を創出。
1社は社員が移住、真鶴を拠点に地域課題解決型新規事業を開発中。

（例１）株式会社ブックスタンド
・地域の主婦向けに「テレワークによるインターネット問い合わせ代行業務」の研修を行い、そこで育成した人材に対して業務を発注、若
年女性が家でスマートフォンを使い仕事ができる雇用を創出（4名）。

（例２）ロコラボ/Local&Community Lab（一般社団法人 地域間交流支援機構）
・地域づくりに参画したい都心の若者らを対象とした、コワーキングスペース、ワーケーション拠点、地域交流体験プログラム等を提供。
【上記の成果が生まれている背景・要因】
・活性化プロジェクトを契機に、子育て中の母親らが中心となり起業創業支援や次世代育成等を行う真鶴未来塾の設立（H27）、
まち歩きと宿泊をセットで提供するゲストハウスを営む「真鶴出版」の移住起業など、地域に多くのプレイヤーが生まれ、公民連携によ
る地域課題解決事業が芽吹き始めた。

・H28-29の検討段階において、都心からのアクセス性の良さ、活用可能な物件の確保が可能であること、受け入れ環境や地域人材
の状況等を把握したことで町内の各主体に対する説明材料を用意することができた。

今
後
の
展
開
等



工夫・留意点 ポイント

考え方やスタンスが異なることを前提
とした丁寧な合意形成が重要

無理のない目標設定に留意

政策の掛け算による子育て世代女
性の働く場の創出が重要

受け入れ拠点（コミュニティ真鶴） 創作設備を有する真鶴テックラボ

・行政と民間で地域課題やその解決方法、地域のビジョン等についての考え方やスタンスが異なる場合が
あり、繰り返し、密な議論を通して共有、合意形成を図っていくことが重要。また、公民連携を進める上で、
行政は全体方針や制度設計を決めるが、具体的なプランニングは行わず、住民、民間の力が最大限発
揮できるよう注力することも重要。

・本事業の誘致目標件数は「１年に１社」程度とし、大きな数字は求めていない。仮に達成が難しい高
い目標を最初から設定し、それを達成できなかった場合、このサテライトオフィス誘致プロジェクト自体が無
くなってしまう可能性もあった。誘致件数が目的化してしまい、実態がないのにサテライトオフィスとして認定
したりする等、数字を作ろうとするとその時点でプロジェクトの意義が失われてしまう危険性がある。

・複数の政策で特に子育て世代の女性の働く場を創出することを心掛けてきた。サテライトオフィス誘致を
立ち上げた後、シェアリングエコノミー事業を推進し、働き手の育成に努めた。そこから子育て世代を中心
とした人材が、真鶴町にサテライトオフィスを開設した企業に雇用された。

・同シェアリングエコノミー事業により、別の子育て世代のグループが町内創業支援団体を事業承継し、令
和3年度に稼働した「真鶴町空き家バンク」の業務を受託、公民連携による空き家開拓事業が推進さ
れている。

・サテライトオフィス誘致（企業誘致）、シェアリングエコノミー（スキルシェアリングに係る人材育成業務）、
空き家バンク（物件開拓）の3つの事業を連動させ、子育て世代を主とした住民との協働による、真鶴
町の新しい働き方を開拓している。

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点（詳細）





【07】地域が一体となって取り組む山村留学により、地域の核となる小中学校の存続・発展に寄与

取組前（地域概要・きっかけ）
・平成15年から「山村留学」に取り組んできたが、目に見える成果にはなかなか結び付かなかった（平成23年度までは早川町教育委員会が単独で実施）。教育
委員会だけでは、留学開始後の地域の受入れ体制づくりや留学世帯のフォローまで対応することが困難であり、地域と留学世帯の間でトラブルが起こることもあった。

・早川北小学校はピーク時には100人を超える児童が通っていたが、平成24年３月末には４人まで減少することが判明。小学校が統廃合になる危機があった。

受入体制の充実(H24～)

山村留学
の問合せ・
相談窓口、
事務局

山村留学希
望者の相談
対応、移住後
のフォロー

町外の
山村留学
希望者

参加

早川町

留学専用
住宅の整
備、確保

山村留学連絡協議会

教育委員会
NPO法人
日本上流文
化圏研究所

北っ子
応援団

山村留学

移住希望者
の相談対応、
移住後のフォ
ロー

早川南小学校
早川北小学校
早川中学校

極小規模・山
間の自然を生
かした教育

多様な主体が連携する山村留学連絡協議会
（設置当初のスキーム）

作成したリーフレット

取組主体 山梨県早川町 取組開始年度 平成15年度

対象エリア 早川町内 URL等
http://www.town.hayakawa.yamanashi.jp/t
own/grapple/study-abroad.html

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・親子そろっての留学（移住）を効果的に受け入れることができる、多様な主体が連携する体制づくりの重要性（山村留学
に向けた不安の解消・留学する親子と地域との関係づくり等に寄与）

取組内容
早川北小学校（以下、北小）の存続に向けた有志による活動開始(H24）

取組後(現在）の成果・効果

・北小では、児童が地域の民話について地域の高齢者らへの取材を行い、劇に仕立てて地域住民に
向けて発表する「民話劇」を行ってきた。この文化、学校を守りたいと考えた当時の教頭が中心となり、
学校存続のため、緊急保護者会を開いて北小の良さを粘り強く訴え、パンフレットを作り校長と共に
地域を一軒ずつ回る等を行ったことで、保護者を中心に北小存続に向けた機運が高まった。

・都内で町主催によるセミナーを開催（年３～４回）。町の概要、魅力、暮らし等を説明するとともに、参加者
からの質問に対して教育委員会だけでなく、早川町、NPO等が参加し、様々な立場から町の様子を伝えている。

※コロナ禍ではオンライン形式で実施

・留学後の受入体制やフォローアップ対応を強化するため、山村留学連絡協議会を設立。教育委
員会、NPO法人日本上流文化圏研究所（以下、NPO）、早川町、北っ子応援団（保護者
の集まり）の５者が連携（年３～４回、進捗確認や意見交換を実施）。

・令和３年度末までに37世帯71名の子どもが山村留学を体験、ほぼ全員が中学校卒業まで町内に定住し、町外の高校へ進学後も町内か
ら通学する生徒もいる。

・子どもや若い人が地域に増えたことで、北小が毎年実施している、地域の文化祭と運動会が合体したイベント「わらべどんぐりまつり」は賑わいが
戻ってきている。



取組の流れ
ポイント

◆セミナー時の工夫
・早川町で暮らすことの「現実」（良い
こと/悪いことの両面）を提示し、理
解・納得した上で留学・移住しても
らうように促している。

・保護者の集まりである北っ子応援団
は、留学希望者に対して、子育ての
親目線から地域の現状や暮らし方
の解説、アドバイス等を行うことで、
留学に関して深く理解・共感すること
に貢献、留学後の家族の相談相手
としても寄与した。

今
後
の
展
開
等

・令和３年度末までに37世帯71名の子どもが山村留
学を体験、ほぼ全員が中学校卒業まで町内に定住し、
町外の高校へ進学しても町内から通学する生徒もいる。

・子どもや若い人が地域に増えたことで、北小が毎年実
施している、地域の文化祭と運動会が合体したイベント
「わらべどんぐりまつり」は賑わいが戻ってきている。

・上記の効果・成果に結びついている背景として、受入れ
体制の充実（山村留学に向けた不安の解消・留学す
る親子と地域との関係づくり等に寄与）、住宅環境の
整備（町単独で山村留学用住宅も整備）等が挙げ
られる。

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【今後の展望】
・町内に移住できる空き物件が少
ないため空き家の活用も含めて、
移住者や山村留学者の住宅の
確保を進めたい。

・コロナ禍で在宅勤務が拡大して
いることも踏まえると、親世代に
対しても自然豊かな早川町で仕
事ができる魅力をPRすることも有
効と考える。

ポイント

【山村留学の特徴】
・小学１年から中学３年までの子を持つ親子を対象に、早川町に留学（移住）
してもらい、町の小中学校独自の教育プログラムを通して、基礎学力の他に、人
間関係力の向上、コミュニケーション能力の向上等を目指している。

・その他、山村留学に限定した制度ではないが、義務教育費は無償であり、学用
品や給食費も町が負担（H24-）。また、県の基準では１校あたり４名までし
か教員が配置されないが、学年に１名配置するため２名を町独自で採用。

・山村留学の問い合わせから実施までの段階において、留学後の地域への定着
等を念頭に、現地（学校、住宅、町内）見学、移住先となる集落住民への紹
介、交流等を行うことを重視している。

・親子そろっての留学（移住）を効果的に受け入れることができる体制づくりを重
視し、教育委員会、早川町、小中学校（早川南小学校、早川北小学校、早
川中学校）、NPO、北っ子応援団が連携する「山村留学連絡協議会」をつくり、
年３回、進捗確認や意見交換を実施。※令和3年度現在は教育委員会、早
川町、小中学校で協議会を構成。

きっかけ

・平成15年から「山村留学」に取り組んで
きたが、目に見える成果にはなかなか結
び付かなかった（平成23年度までは早
川町教育委員会が単独で実施）。教
育委員会だけでは、留学開始後の地域
の受入れ体制づくりや留学世帯のフォ
ローまで対応することが困難であり、地域
と留学世帯の間でトラブルが起こることも
あった。

・早川北小学校はピーク時には100人を
超える児童が通っていたが、平成24年
３月末には４人まで減少することが判
明。小学校が統廃合になる危機があっ
た。

平成25年～
セミナーを通じた募集開始

・都内で町主催によるセミナーを開
催（年３～４回）。町の魅力、
暮らし等を説明するとともに、参
加者からの質問に対して教育委
員会だけでなく、早川町、NPO
等様々な立場から町の様子を伝
えている。

・セミナーを通じて、留学後の具体
的な生活のイメージをつかみやす
いことから希望者が増加し、平成
25年度だけで北小の児童は18
名となった。

令和3年
オンライン説明会の開始

・コロナ禍にあってはオンラインでの説
明会を開催している。

・学校見学等は新型コロナウイルス感
染症対策を行い、今の現状に即し
た形で継続し実施している。

平成24年
北小存続に向けた有志による活動開始、機運醸成

・北小では、児童が地域の民話について地域の高齢者らへ
の取材を行い、劇に仕立てて地域住民に向けて発表する
「民話劇」を行ってきた。この文化、学校を守りたいと考えた
当時の教頭が中心となり、学校存続のため、緊急保護者
会を開いて北小の良さを粘り強く訴え、パンフレットを作り校
長と共に地域を一軒ずつ回る等を行った。

・「北小が大好き！北小を卒業したい！」という我が子の声も
あり、保護者の間で北小の存続に向けた機運が高まり、学
校存続に向けた「北っ子応援団」が立ち上がり、活動を開
始した。



【08】取組名：地元高校×地域外企業によるジビエ商品開発を通じた地域課題解決(愛知県豊田市)
取組主体 一般社団法人おいでん・さんそん（以下、OS）等 取組開始年度 平成29年

対象エリア 愛知県豊田市 URL等 https://www.oiden-
sanson.com/sansonshow/entry-916.html

取組前（地域概要・きっかけ）

取組内容

取組後の成果・効果

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点

・都市と山村が共存する豊田市において、都市、山村それぞれにある社会課題をそれぞれの強みで補う中間支援機関として、平成25年に豊田市が「おいでん・さん
そんセンター」（以下「OSC」）を設置した。その後、平成29年に一般社団法人化、豊田市からOSC運営業務を受託し運営している。

・カレーハウスCoCo壱番屋をフランチャイズ展開する㈱ワイズでは、食品を扱う職業でありながら、野菜や米がどのようにできているのかを知らない社員がいたことを受け
て、OSの仲介のもと、平成27年から社員教育を目的に、豊田市内の耕作放棄地を活用した農業研修を開始。

・農業研修を通して、農園の周りに張り巡らされた獣害対策を目にしたことで、獣害被害に対して、社業を通じて貢献することはできないかという検討がされた結果、
捕獲された猪を活用した商品開発の構想が生まれた。

地元高校×地域内外の企業等による「ジビエ肉（猪）カレー」の開発、販売(H29・30)

社会情勢の変化を受けた、新たな「ジビエ肉（鹿）カレー」の開発、販売(R2)

・授業（カリキュラム）の中で、地域課題を学び、課題解決に向けた研究・取組を位置付けることは、地域や企業等との継
続的な関係構築、課題解決の具体化が図られるため重要。

・令和元年度に発生した家畜伝染病CSF（豚熱）の影響により、㈱山恵での猪肉の処理ができなくなった影響を受け、猪肉カ
レーの生産が停止。

・（株）山恵も経営的に大きな打撃を受ける中、こうした状況の改善を図るため、第３弾として、猪に次いで農作物被害の多い、
鹿の肉を利用したカレーの開発に着手し、令和２年11月の「鹿肉欧風カレー」の発売開始に至った。 商品パッケージ（OS提供）

・平成29年、OSの仲介のもと、カレーハウスCoCo壱番屋をフランチャイズ展開する㈱ワイズ、ジビエ肉を加工販売する㈱山恵、県立足助高校、関係団体等が連
携し、ジビエ肉カレー（猪肉キーマカレー）の商品開発を行った。平成30年にも第2弾の商品開発（猪肉和風カレー）を行った。

・都市と山村それぞれの企業、団体が連携することで、新たな価値を創造し、地域課題を解決する優良モデルとなっており、開発した「ジビエ肉カレー」は、ジビエ商
品として市場の高い評価を得ている。

・平成29年に第１弾が発売されて以降、第３弾までの総販売個数は約30,000食にのぼる。
・平成30年度には、内閣府・農林水産省主催の「ディスカバー農山漁村(むら)の宝」において、ジビエ肉カレー製造販売のマッチング事例が選定。この成功を原動力
に、県立足助高校では「山村立地を生かした特色ある教育」として、平成31年度に「観光ビジネス類型」を新設。課外授業として、足助の街並みを見学したり、山
間地域の獣害について考え、ジビエの活用を学ぶなど、観光地としての「足助」を探求を通じて、積極的な高校魅力化の推進を図っている。



・参加者が一同に会したキックオフ会
議で最も議論になったのが「失敗
したらどうするか」ということだったが、
㈱ワイズから「一切責任を負います。
皆さんに財政的な負担はおかけし
ません」との意思表示があり、商品
開発に向けた取組が加速した。

今
後
の
展
開
等

平成29年
猪肉を活用した商品開発（第一弾）

令和元年～令和2年 鹿肉を活用した商品開発（第三弾）

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【地域と高校の新しい関係性を創出】
・県立足助高校（観光ビジネス類
型）では、高校の魅力化に向け、
課外授業として足助の街並みを見
学したり、山間地域の獣害について
考え、ジビエの活用を学ぶなど、観
光地としての「足助」を探求しており、
本取組を契機に、地域と高校との
新たな関係性が創出された。

・令和３年度にはコミュニティスクール
に指定され、高校教育を地域がサ
ポートする学校運営協議会および
資金面から支援するファンドを設置さ
れた。今後は地域を挙げて高校魅
力化をサポートする予定。
【㈱ワイズと地域の関係性深化】
・山村の課題に向き合う取組として、
最近では、農園で栽培した作物で
のピクルス製造や、栽培した米での
日本酒醸造、酒粕を利用した酢の
醸造なども行っている。

きっかけ

・カレーハウスCoCo壱番屋をフランチャ
イズ展開する㈱ワイズは、食品を扱う
職業でありながら、野菜や米がどのよ
うにできているのかを知らない社員が
いたことを受けて、OSの仲介のもと、
平成27年から社員教育を目的に、
豊田市内の耕作放棄地を活用した
農業研修を開始。

・農業研修を通して、農園の周りに張
り巡らされた獣害対策を目にしたこと
で、獣害被害に対して、社業を通じ
て貢献することを検討した結果、捕
獲された猪を活用した商品開発の
構想が生まれた。

【 が上手く進んだ背景・要因】高校生との連携

◆行政の信用力を生かした広報や商品発表会の開催、表敬訪問等の調整、様々
な場面で支援。

【 が担った役割】豊田市

取組の流れ

ポイント

ポイント

◆「いかにお金を稼ぐか」ではなく、「地域探求で発見した地域課題、社会課題の解
決がビジネスであること」を丁寧に説明。

◆高校生が主体的に関わってもらえるよう、まずはジビエについて理解してもらうため、
OS、㈱ワイズ、地元の猟師らが講師となり、獣害など地域の課題、命をいただくこと
の大切さ等を学ぶ講義を実施。

◆平成31年度に「観光ビジネス類型」が設置され、授業の中で地域課題を学び課
題解決に向けた研究・取組を行うようになったことで地域や企業等との継続的な関
係性づくりにつながり、「ジビエ肉（鹿）カレー」の開発の一助となった。

平成30年
猪肉を活用した商品開発

（第二弾）

・㈱ワイズからの要請を受け、OSが地域との連携体制の構築に取り組んだ。
・折しも、ジビエ肉の有効活用のために設立された㈱山恵が捕獲された猪肉の
販路に苦慮していたこと、県立足助高校の定員割れが続いており、このままで
は廃校の可能性があるという情報を得ていたことを踏まえ、両者へ取組への参
画を呼び掛けた。

・同年7月、㈱ワイズ・㈱山恵・県立足助高校の三者連携により、「猪肉キーマ
カレー」を開発、販売を開始。高校生は商品キャラクターの考案やイベントでの
販売促進活動に参画。

・同年6月、前年引き続き三
者連携により、「とよた里山
猪肉和風カレー」を開発、販
売を開始。高校生は商品
キャラクターの考案やイベント
での販売促進活動に参画。

・㈱ワイズが運営する県内の
15店舗以外にも市内の百
貨店等でレトルトカレーとして
販売する等、販路も拡大。

・令和元年、県内で深刻な被害をもたらした家畜伝染病CSF（豚熱）感
染の影響で、山恵での猪肉の処理ができなくなったことを受け、猪肉カ
レーの生産が停止。㈱山恵でも猪肉の加工・流通量が激減し、経営が
深刻化していた。猪に次いで農作物被害が多い鹿の加工・流通にシフト
するも、コロナ禍による飲食店からの需要減や夏期の長雨による捕獲困
難などで苦境に陥っていた。

・令和2年、上記の事情を知った㈱ワイズから鹿肉を使った第三弾となる
「ジビエ肉（鹿）カレー」の企画提案があり、三社連携による開発を開始。
三者に加え、県内に強力な販売網を持つ各団体（足助観光協会、足
助商工会等）とも連携し、商品化や販売促進を実施。

・同年11月、「とよた里山鹿肉欧風カレー」として販売を開始。高校生は
PR動画の制作、商品発表会の開催 、市内観光地での販売PRに参画。

・第一、二弾の商品開発時とは異
なり、コロナ禍による授業や行事の
立ち遅れ、校外活動の制限など影
響を受けている高校の関わり方が
一番の懸案であった。

・検討を重ねた結果、観光ビジネス
類型2年生の課題研究のテーマに
落とし込み、「地域のことを知り、地
域の魅力を伝える」ことを学ぶことを
目的に高校生の参画が実現。

・商品のキャッチコピーとなった「シカし
か勝たん」は、高校生が当時若者
の間で流行していた表現（～しか
勝たん）を用いて自ら発案した、若
者独自の発想に基づくものであった。



【09】「住民の主体性と絆」をテーマに地域住民が相互に連携した小さな拠点づくりの活動を展開
取組主体 亀嵩地区小さな拠点づくり委員会 取組開始年度 平成30年度

対象エリア 島根県奥出雲町亀嵩地区 URL等 https://rmo-okuizumo-kamedake.jp/about_us.html

取組前（地域概要・きっかけ）

取組内容

取組後の成果・効果

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点

福祉・生活環境部会（R元年度活動開始）

・「子どもたちと協働で夢を実現できる地域づくり」「安全安心で助け合える地域づくり」「地域住民の交流会の実現」など、
地区として挑戦していくことを掲げ、多世代を巻き込む

地域資源部会（R元年度活動開始）

・地区の人口は1,135人（令和3年4月30日住民基本台帳）、高齢化率47.2%で、近年、核家族化、少子高齢化により、従来から田舎で定着していた「支え
合い」「助け合い」の近所付き合いが希薄となり、同時に地域が生き残るために大切な「相互扶助」や「共同の心」も薄れつつある。

・中山間地域で安心して暮らし続けていくための仕組みづくりとして、小さな拠点づくり委員会を設立し、課題解決に向けた取組を検討

防災・コミュニティ部会（R元年度活動開始）

産業部会（R2年度活動開始）

地域イベント(R元)
（七夕の夕べ）

地域でのワークショップの様子(R2)

除雪活動の様子（R3）

小学校6年生による児童提案(R元～)

・「福祉・生活環境部会」「産業部会」「地域資源部会」「防災・コミュニティ部会」を設立し、課題解決に向けた事業方針を
策定。事業方針に基づき、地区の若手（消防団、PTAや子育て世代）も参画し取組を推進している。令和4年度、地
区の子育て世代以下、若い女性に声掛けを行い、活動の輪を広げていく予定

・児童を交えた幅広い世代での意見交換により、地域づくりに係る新しい視点の発見、住民の意識向上につながる。

・自然災害リスクが比較的低い亀嵩地区では防災意識の機運はなかなか高まらず、少子高齢化に伴い住民間の交流
も活発とは言えない状況にあったことを踏まえ、地元消防団との連携や地域イベント（七夕の夕べ等）などを通じて、
より良い地域作りのための支援を行う。

・地域に眠る資源を再発掘しその魅力をブランド化することにより、観光交流や教育につなげる。また、小学校との連携
を通し、住民の意識向上と絆づくりに発展させる支援を行う（地域ワークショップや児童提案等）。

・農業問題に取り組み、住民の一体感を創出しながら地域産業である農業の振興を図るための支援を行う。

・少子高齢化に伴う独居高齢者世帯の増加という現況に鑑み、生活機能の確保として、高齢者の困り事である「買い
物」「除雪」「除草」などについて支援を行う。

・小さな拠点づくりの第1ステップとして、平成30年度に地域を知るために亀嵩地区全域でアンケートを実施。地区の課題として、「防災に関すること」「コミュニティに関
すること」「地域と暮らしに関すること」「農業に関すること」の4つの項目が明らかになる。

・アンケートの集計結果を参照しながら、「福祉・生活環境部会」「産業部会」「地域資源部会」「防災・コミュニティ部会」を設立し、取組を実施している。



活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【こんな地域にしたい宣言】
・子どもたちが10年〜20年後に帰りた
いと思える町づくり

【地区として挑戦していくこと】
・子どもたちと協働で夢を実現できる地域づくり
・安全安心で助け合える地域づくり
・農業問題について地域全体の活動として推
し進める

・地域住民の交流会の実現と自主防災組
織の取組を進める

・亀嵩地区のキャラクターとして「きずなくん」の活
用を進める

今
後
の
展
開
等

令和3年度～
除草・除雪などの困りごとを解決する体制づくり

・「福祉・生活環境部会」では、「かめさんお助け隊」を令和3
年度に結成し、高齢者や独居老人、老老世帯、障がいな
どで支援の必要な方を対象に除草・除雪などの困りごとを
解決する体制づくりを実施。利用者と協力員の募集を行
い、利用者と協力者をマッチングする仕組みづくりに取り組
んだ。

きっかけ

・地区の人口は1,135人（R3.4.30
住 民 基 本 台 帳 ） 、 高 齢 化 率
47.2%で、近年、核家族化、少子
高齢化により、従来から田舎で定着
していた「支え合い」「助け合い」の近
所付き合いが希薄となり、同時に地
域が生き残るために大切な「相互扶
助」や「共同の心」も薄れつつある。

・中山間地域で安心して暮らし続けて
いくための仕組みづくりとして、小さな
拠点づくり委員会を設立し、課題解
決に向けた取組の検討を始めた。

取組の流れ ポイント平成30年度
課題の把握・組織づくり

・小さな拠点づくりの第1ステップとして、地域を知るために亀
嵩地区全域でアンケートを実施（中学2年生以上の地区
住民が対象、約8割の回収率）

・地区の課題として、「防災に関すること」「コミュニティに関す
ること」「地域と暮らしに関すること」「農業に関すること」の4
つの項目が明らかになる。

・アンケートの集計結果を参照しながら、まずは「福祉・生活
環境部会」「地域資源部会」「防災・コミュニティ部会」を設
立し、課題解決に向けた事業方針を策定 ※「産業部
会」は平成31年度に設立

【 につながった背景・要因】若い世代 多 参画世代の、

亀嵩地区のキャラクター
「きずなくん」

令和元年度～
地区住民による意見交換会の実施

・「地域資源部会」では、令和元年度「亀嵩
の幸福論」と題して10年後の亀嵩地区に期
待することと現状について７名の児童から意
見をもらい、その後、児童、委員会と地区の
参加者で意見交換を実施。

・令和2年度、3年度は10年後の亀嵩をどん
な町にしたいかについて児童から提案をもら
い、参加者で意見交換を実施。例えば、児
童からは「旧高田小学校の活用（地域の
食堂等）」や「世代間交流」などの提案がさ
れている。

令和元年度～
交流イベントの実施

・「防災・コミュニティ部会」では、例えば若手が
中心となり、「七夕の夕べ」と題した交流イベ
ン ト （旧 小学 校の グ ラウ ンド を活 用 ）
（R1）や「年越しの打上花火」（R2）を
実施した。

・「七夕の夕べ」では、亀嵩地区の12 自治会
それぞれが、若手を中心に露店を出し盛況
に終わる。

ポイント

ポイント

◆「子どもたちと協働で夢を実現できる地域づくり」「安全安心で助
け合える地域づくり」「地域住民の交流会の実現」など、地区と
して挑戦していくことを掲げ、多世代を巻き込む。

◆小学校に協力してもらい、児童提案の作成・発表、地域との意
見交換を踏まえ、アイデアを具体化している。

◆活動への若い世代の参画
・委員会のメンバー約50名のうち1/4が地区の若
手（消防団、PTAや子育て世代）。今後、若
い女性に声掛けし、活動の輪を広げていく予定

◆児童を交えた意見交換会
・児童を交えた幅広い世代での意見交換に
より、地域づくりに係る新しい視点の発見、
住民の意識向上につながる。

◆要配慮者世帯の生活支援
・生活支援として、除雪を実施し、普段からのつながりの必
要性を痛感

・地域コミュニティ内の共助による「支え愛」の機運を高め、雪
害をはじめ豪雨災害などから住民を守る活動へつなげる。

・除雪ボランティアとして、地区の若手を含む29名が参加



【10】「三方よし」の連携による高校魅力化と若者の還流おこし（島根県海士町・西ノ島町・知夫村）
取組主体 島前三町村（海士町・西ノ島町・知夫村） 取組開始年度 平成20年

対象エリア 島根県島前地域 URL等 http://miryokuka.dozen.ed.jp/

取組前（地域概要・きっかけ）

取組内容

取組後の成果・効果

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点

・島根県立隠岐島前高校は、少子化の影響を受け、平成9年度に入学者数が77人（２学級）いた入学者数は減少し、平成20年
度には半分以下の28人（１学級）となり、統廃合の危機に直面していた。

・高校が廃校になった場合、子どもたちは中学卒業とともに島を離れなければならなくなり、島から高校生がいなくなるだけでなく、働き盛り
の親世代も島から出て行ってしまうこととなり、少子化・高齢化・過疎化に歯止めがかけられなくなってしまう状況となった。

・島前高校長と島前３町村長、議長、教育長、中学校長らを参加メンバーとする「隠岐島前高校の魅力化と永遠の
発展の会（魅力化の会）」が発足されるとともに、下部組織として教員や保護者、地域住民による「隠岐島前高校
魅力化推進協議会」を結成し、地域ぐるみでの「高校魅力化プロジェクト」を立ち上げた。

隠岐島前高校魅力化プロジェクトの発足(平成20年)

「島留学」制度の設立（平成22年）
地域での探究活動

隠岐國学習センター

・生徒数はＶ字回復し、日本全国、海外からも生徒が集まるようになった。また、高校への地域内進学率も上昇し、子どもたちの地域外流出に歯止めがかかった。
・生徒は学校だけでなく島全体で学ぶことで、地域に活気をもたらした。また、観光客や人口が増加しただけでなく、地域の祭りで神輿が復活するなど文化面での波及
的効果も生まれた。

・島内の少子化が進む中において、島内の生徒だけでは学校を維持できなくなるということで、日本各地から意志ある
入学者を募る「島留学」制度を設立。異文化や多様性が学校内に取り込まれることで、島内出身の生徒への刺激
にもなり、高校の活性化も図られた。

・「学校×地域×家庭」「西ノ島×海士×知夫」「町村×県×国」など、多様な主体が連携・協働する中で、それぞれの壁や溝
を乗り越えながら、みんなが「よし」と思える『三方よし』の解を探し求めたこと。

「大人の島留学」「島体験」制度（令和２年）

大人の島留学

魅力化の会

・島で「暮らすこと・働くこと」に対する心理的・物理的なハードルを下げるとともに、 「島に暮らし、島で働き、島で学ぶ」
機会をつくり、島前高校を巣立った卒業生をはじめ全国の若者の離島への還流を起こすことを目的に、１年間滞在
型の「大人の島留学」制度や、短期インターンの「島体験」制度を開始。



今
後
の
展
開
等

平成20年
隠岐島前高校魅力化プロジェクトの立ち上げ

平成21年
課題解決型の探求学習の構築

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

きっかけ

・島根県立隠岐島前高校は、少子
化の影響を受け、高校の統廃合
の危機に直面。

・高校が廃校となった場合、子どもた
ちは中学卒業とともに島を離れな
ければならなくなることに加え、働き
盛りの親世代も島から出て行って
しまうこととなり、島前三町村にとっ
ても、少子化・高齢化・過疎化に
拍車がかかることになってしまう状
況となった。

【 が上手く進んだ背景・要因】高校生との連携

◆「隠岐島前高校の魅力化と永遠の発展の会」の運営を担うとともに、地域と
のネットワークを生かし、受入団体との調整支援を行うなどプロジェクト全体を
下支えする役割を担った。

【 が担った役割】海士町

◆地域課題（高齢化が進むことでできなくなってきた作業 等）について、授業
として高校生が参加することで、集落の方々の助けにもなり、高校生は都会
では体験できない授業を受けられるというWin-Winの関係を構築できたこと。

◆生徒それぞれの夢の実現に向けて知的好奇心を刺激することで、生徒たち自
らが自主的に活動に参加する等の広がりが見られた。

取組の流れ

◆生徒の活動のサポート体制
・地域格差や経済格差による教
育格差をなくし、生徒の学力向
上と夢の実現をめざすため、学校
連携型の公営塾である「隠岐國
学習センター」を創設。

・親元を離れて寮生活を行う島留
学生に対しては、地域住民に身
元引受人になってもらう、「島親」
制度を創設し、島留学生と地域
をつなぐ役割を担った。

ポイント

◆地域との連携体制の構築
・「隠岐島前高校の魅力化と永遠の発展の会」
や「魅力化推進協議会」、「島親の会」が中心と
なって、集落の方々への理解促進を図った。

・説明会等は、話すのが得意な魅力化コーディ
ネーターが、根回しや地域との調整は、地域との
つながりの強い役場職員や社会教育主事が担
当するなど、得意分野を戦略的に役割分担し
て活動を進めた。

ポイント

平成22年～27年
「島留学」制度の設立～SGH認定

平成29年
親子島留学の開始

・子どもたちが「行きたい」、親が「行かせたい」、地域住民が「こ
の学校を活かしたい」と思うような「魅力的な学校」をつくること
を目指し、高校と島前３町村の協働による「隠岐島前高校
魅力化プロジェクト」を立ち上げ、同活動の推進母体として、
「隠岐島前高校の魅力化と永遠の発展の会」を発足した。

・生徒数が少ないため、教師の数も少なく、改革に取り組む人
材が不足していたため、魅力化コーディネーターを海士町役場
で雇用し、島前高校に派遣。また、社会教育主事も高校に
派遣することで、現状の共有やプロジェクトの理解促進を図っ
た。

・異文化や多様性を学校内に取り込
み、生徒への刺激と高校の活性化
を図ることも目的に、日本各地から
意志ある入学者を募る「島留学」制
度を設立。

・平成27年には文部科学省のスー
パーグローバルハイスクールに認定さ
れ、これまでの地域「に」飛び出す機
会の充実に加えて、地域「を」飛び
出す機会の充実も図っている。

・『ないものはない』島で地域ととも
に挑戦するというコンセプトのもと、
小・中学生の親子を対象に「親
子島留学」を開始。

・島のもの・こと・ひとにふれ、様々
なことに地域とともに挑戦しても
らうことで、親子の絆を深めると
ともに、島が第二の故郷になる
ことを目指している。

・「島まるごと学校」であるというコンセプ
トのもと、山積する地域課題を体感
しながら現場で実践を行う課題解決
型の探究学習にも取り組んでいる。

・魅力化コーディネーターの発案により
出場した 「第一回観光甲子園」で
は、「ひと」を観光資源と捉えた体験
型観光プラン「ヒトツナギ」にてグラン
プリを獲得。

【新たな若い世代の呼び込みへ】
・高校卒業後、島から転出する若
者が多いため、若者が還流してく
る仕組みづくりが必要不可欠。

・「暮らすこと・働くこと」に対する心
理的・物理的なハードルを下げる
ため、１年間滞在型の「大人の
島留学」制度や、短期インターン
の「島体験」制度を開始。

・滞在する若者は集落に滞在し、
空き家を借り受けシェアハウス生
活をしながら、地域の活性化策
を考え実践（チャレンジ）し、主
体的に学ぶことができる取組を
行っている。

・今後も島に残り、就職や起業実
現を目指せる環境を整えることで、
還流を起こし続けることができれ
ば、集落も維持でき持続可能な
地域へと展開が可能。



【11】都市部企業との連携や関係人口の創出による中山間地域の高齢者支援

・NPO法人ほほえみの郷トイトイ（以降、NPOと記載）は、地域の暮らしを支えるために、空き店舗を活用した地域拠点を運営しており、日常の買い物ができるミニ
スーパーのほか、調理室、コミュニティスペースなどの総合的な機能を備えている。また、移動販売車「トイトイ号」を運行し、移動手段のない高齢者等を中心に、生活
に必要な食料や日用品を配達。ただ、高齢者が中心となる利用者との連絡手段が電話やファックスとなるために、変更連絡等の遅れや行き違いが生じ、訪問しても
利用者不在というケースがあり、利用者ニーズへの即応が困難、無駄なコストの発生、商品の在庫管理への影響等が問題となっていた。また、年々高齢化が進み、
地域の暮らしを支える活動に関わる担い手の確保・育成が課題となっており、若い人材を地域へ呼び込むための方策が求められていた。

・そのような中、地域との連携を模索する都市部企業との出会いにより、上記課題への対応が動き出すこととなった。

・お知らせライトの実証では、５世帯を対象に実施し、概ね好評を得た。特に耳が不自由な方にとっては、視覚的に情報を伝える仕組
みが有効であることが確認された(中部圏企業は令和３年７月より当該地域にサテライトオフィスを設置し実証体制を強化)。

・クエスト参加者(東京在住、30代女性)が移住を見据えて準備を進めており、地域を支える人材として期待される。また、NPO・山口
市・都心企業３者で移動支援に係る協議会を設立、タクシーやEV車両等を活用した移動支援の仕組み検討、実証を進めている。

・利用者の買い物環境をさらに高めるために、令和２年５月から、中部圏企業(自動車関連産業)と連携し、ICT技
術を地域課題の克服に活用するための取り組みを進めている。具体的には、利用者が自宅にいながら、タブレット等
を通じて移動販売の接近が分かる、利用者がボタン一つで移動販売の利用有無をNPOスタッフへ知らせることができ
るといった仕組みの構築(お知らせライト)である。NPOと中部企業は、オンラインミーティングと現地視察を重ねながら、
ICT技術ありきではなく、あくまでも地域の課題やニーズに寄り添い、それらに対して有効なICT技術活用の可能性に
ついて協議、検討を進めてきた。そして、R3年度には実証実験を実施し効果を検証した。

中部圏企業との連携によるICTを活用した高齢者の買い物支援(R2～)

・都心企業(シンクタンク)と連携し、内閣府のモデル事業に採択され、地域活動に関わる人材の確保を目的とした「山
口田舎暮らしクエスト」を企画・運営。クエスト参加者には、地域の魅力だけでなく、リアルな暮らしの情報(空き家、病
院等)、問題点(高齢化、若手不足等)の共有、移住者との交流、農業・NPO活動の仕事体験を実施。また、参加
者・NPO・都心企業・住民等で意見交換も行い、移住後の暮らしや仕事についての具体的なイメージも共有した。

都心企業との連携による関係人口創出(R2)

移住者との交流 NPO活動の体験

お知らせライト

移住に向けて準備中(農業の手伝い)

取組主体 NPO法人ほほえみの郷トイトイ 取組開始年度 令和２年

対象エリア 山口市阿東地域 URL等 http://jifuku-toitoi.com/

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・SDGsやESG投資等の社会背景を踏まえた地域や社会課題解決を志向する都市部企業との連携可能性の高まり
・地域のリアルな暮らしの現状、問題点等も含めて体験することによる参加者の移住イメージの充実とモチベーションの向上

取組後の成果・効果

取組内容

取組前（地域概要・きっかけ）
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きっかけ①

・移動販売において、利用者(高
齢者)との連絡手段が電話や
ファックスのため、変更連絡等の
遅れや行き違いが生じ、無駄な
コストの発生、商品の在庫管理
への影響等が問題となっていた。

きっかけ②

・地域の暮らしを支えるNPO活動
が展開されているが、高齢化が
進む中で、活動を継続・発展さ
せていくための若い人材の獲得・
育成が中・長期的な課題となっ
ており、移住フェアへの出展等、
人材確保に取り組み始めていた。

活動を通じて見えてきた課題、今
後の活動の方向性等

【①／地域活性化の視点へ】
・NPO、中部圏企業、山口市で
振り返りを行い、より広い視点
(地域活性化)で取り組む重要
性を認識。令和4年から、より詳
しく地域の声を拾い上げながら、
地域住民が当該地域を楽しむ
コンテンツ構築と、それらを地域
外へも発信していく地域活性化
モデルの構築を始めている。
【②／新たな事業をつくる必要性】
・地域課題の解決につながる事業
を創出していくために活動できる
新たな人材の必要性が明らかと
なり、NPOと都心企業は引き続
き連携し、人材獲得や新たな事
業構築の部分で連携して取り
組むこととしている。

①／～令和元年

・中部圏企業は、地域の課題解
決に自社の技術を活かし、そこ
で暮らす高齢者の喜びや満足
度向上につなげる新たなシステ
ム開発につなげたい考えがあり、
NPOへ連携の打診があった。

②／～令和元年

・都心企業は、自社の知見を活
かした関係人口の創出に取り組
み、地域活性化につなげたいビ
ジョンがあり、連携して内閣府の
モデル事業(関係人口創出・拡
大に関するモデル調査)の協働
について打診があった。

①／令和2年5月～

・中部圏企業との検討を開始 。
また、NPOスタッフへのヒアリング
も実施し、「利用者の不在状況
の把握」「到着時間を知らせる」
「ニーズに応じた積載商品の管
理」等が課題として把握された。

②／令和2年8月～10月

・オンラインモデル事業に採択され、
「山口田舎暮らしクエスト」の企
画準備、募集を開始。

・その後、参加希望者に対するオ
ンライン説明会を実施し、最終
的な参加者を決定した。

ポイント

①／令和2年11月～

・利用者へのオンラインインタビュー
を実施。また、12月には中部圏
企業がはじめて現地を訪問、1
週間ほど滞在し、現地を肌で感
じ、住民との交流も通じて、現場
感覚を養うことができた。

②／令和2年11月～12月

・観光ではなく、リアルな田舎暮ら
しの体験をコンセプトに、参加者
は雪が降る中、農業・NPOの移
動販売の手伝い等に参画。UI
ターン者との意見交換も行い、
移住後の暮らしについて具体的
に共有を図った。

ポイント②／令和3年

・令和3年7月に中部圏企業のサ
テライトオフィスが設置され、
NPOの連携体制が強化された。

・また、9月には「お知らせライト」の
実証実験を5つの世帯で実施し、
その有用性(特に耳が不自由な
利用者には有効)を把握した。

②／令和3年1月～

・都心企業は事業終了後も継続
して参加者のフォローアップをオン
ラインで継続。

・移住への具体的な行動を後押
しするため、相談対応、様々な
情報提供等を行うなど、参加者
に寄り添う支援を実施した。

◆具体的なアクションにつながる参加者
募集と伴走支援を重視

・「100人の「いいね」より1人のアクショ
ン」をコンセプトに、参加者にお客様で
はなく対等な関係で参加してもらうた
プログラムを企画。結果、移住への関
心が高い参加者が集まる結果となった。

・コロナ禍において、都市部からの訪問
や長期滞在が非常に厳しい状況下
で、空き家を活用してサテライトオフィ
スを設置し、常駐するというアイデアが
生まれ、NPOの協力のもと、空き家
オーナーとオフィス設置に向けて交渉
を開始。連携体制の強化を図る。

中部圏企 や都心企業業 との連携

若い世代の獲得

山口市

【 が上手く進んだ背景・要因】
◆CSVの観点から、新たな地域活性化モデルを模索する企業とNPOが抱える

地域課題の効果的なマッチングの創出
◆サテライトオフィスを設置し暮らすことで、企業と地域住民との関係性が深化
【 につながった背景・要因】
◆真剣に移住を考える若い世代にターゲットを絞ったコンセプトの設定と体験プ

ログラムの企画・運営(移住に対する想像と現実のギャップを低減)
◆事業終了後も、参加者に寄り添い、意見交換や情報提供を継続、参加者

の考えの整理、移住イメージの具体化を支援
【 (行政)が担った役割】
◆若い世代の獲得に向けて、地域おこし協力隊の制度を活用し、NPO活動に

従事する移住の方法を提案。移住を決断する大きな要因となった。



【 1 2 】 「 移 住 者 の 力 」 を 「 地 域 の 力 」 に ～ 地 域 団 体 に よ る 空 き 家 ビ ジ ネ ス ～

・梶並地域は美作市の最北端、山間部に位置する梶並小学校区の６集落から構成される。平成29 年時で人口が635 人、高齢化率が６割を超える典型的な
中山間の過疎地域であり、空き家の急増、農地の荒廃が進んでいた。

・平成20年に岡山県から「集落機能再編・強化事業」のモデル地区に指定され、同年７月、区長、元区長ら60～80代の約20名が中心となり、自分たちの地域を
守り、育て、築き上げることを目標に、地域住民が主体となって、自主的な活動を行う梶並地区活性化推進委員会（通称：梶活）を発足。当初は当て職的に
中心メンバーを選出したため、徐々に活動に対するモチベーションが異なることで温度差が生じ、活動が停滞した。平成22年度に会の解散も議論されたが、「地域
を何とかしたい」という思いを共有するメンバーが中心となり、平成23年度に組織を再結成した。

月1回開催する移住者交流会

取組主体 梶並地区活性化推進委員会（以下「梶活」） 取組開始年度 平成20年度

対象エリア 美作市旧勝田町（梶並地区） URL等 https://kaks-kajinami.com/

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・地域と移住者（希望者）を仲介し、両者と関係性を構築する機能（機関）が必要
・地域活性化に貢献することへの「見える化」（ポイント付与・交換制度）を通じたモチベーションの醸成、向上

取組後の成果・効果

お試し住宅制度の導入(H24)
取組内容

梶並空き家管理システムの開発、ビジネス化（H27・28～）

取組前（地域概要・きっかけ）

・地区内の世帯情報調査の結果、約450軒のうち150軒が空き家であることが判明。
「空き家は地域の宝」と捉え、有効活用による地域活性化策として、美作市に協力を呼
びかけ、平成24年度より「お試し住宅制度（居住期間：半年～1年未満）」が始まり、
梶活は同制度の管理運営を美作市から受託。

・梶活は、空き家利活用や定住化に向けて、空き家所有者と入居希望者双方の悩みに
寄り添うとともに、両者の交流を積極的に促進している。

・地域外に住む家主から空き家の管理等を請け負うことで得る手数料収入と、それを原資にし
た移住希望者への転居時の初期費用（改装費、下水道工事費等）の立替を柱としたビジ
ネスを考案。岡山県主催「第4回美作地域コミュニティビジネス・コンテスト」において最優秀賞
を受賞、賞金を原資に「梶並空き家管理サービス（以下、KAKS）」としてビジネス化。

・お試し住宅制度により、令和3年度末までに累計13世帯30名が美作市内に定住（うち9世帯16名は梶並地区）。
・現在の梶活メンバーのうち1/3はお試し住宅制度を活用した移住者が占めている（最若手は40代）。また、移住者の中から、梶
並地区の活性化に向けた新たなアイデアが生まれており、梶活から派生した「ファームかじかつ」は新規移住者の生業面での受け皿
となることを目指して、農畜産物の生産・加工・販売等を梶活と連携しながら推進。



◆キーパーソン（富阪皓一氏）
・梶並地区活性化推進委員会会長
・都市部での会社員暮らしを経て、平成18年
に梶並地区へUターン。平成23年から現職。

取組の流れ

きっかけ

・平成20年に岡山県から「集落機
能再編・強化事業」のモデル地区
に指定され、同年７月、区長、元
区長ら60～80代の約20名が中
心ととなり、梶活（第一次）が発
足。

平成22年～平成23年
梶活（第二次）が発足

・当て職的に中心メンバーを選出
したため、徐々に活動に対するモ
チベーションが異なることで温度
差が生じ、活動が停滞。

・平成22年度に会の解散も議論
されたが、「地域を何とかしたい」
という思いを共有するメンバーが
中心となり、平成23年度に組織
を再結成。

ポイント

平成23年・平成24年～
「お試し住宅制度」の開始

・地区内の世帯情報調査の結果、
約450軒のうち150軒が空き家で
あることが判明。

・「空き家は地域の宝」と捉え、有効
活用による地域活性化策として、
美作市に協力を呼びかけ、平成
24年度より「お試し住宅制度
（居住期間：半年～1年未
満）」が始まり、梶活は同制度の
管理運営を美作市から受託。

ポイント

今
後
の
展
開
等

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【活動の円滑な継承、継続性の担保】
・梶活のメンバーも移住者が増え、
新旧住民の連携による、梶並地
区の活性化に向けた更なる機運
の醸成、アイデアの創出・実現が
重要である。そのため、会の活動
に賛同いただける住民の輪を広
げるとともに、富阪氏をはじめとす
る、梶活をけん引してきたリーダー
（キーパーソン）の役割を円滑
に継承することが課題。

・KAKSや特産品の開発も徐々に
軌道に乗り始めており、今後は
移住者の生業面での受け皿とな
れるよう、売上拡大や収支向上
が課題。また、連携するファーム
かじかつでは、そばの生産拡大に
加え、新たな特産品を目指して
アスパラガスの生産に取り組んで
おり、更に関係人口の増加を目
指して滞在型農園（クラインガ
ルテン）の導入を計画中。

平成27年・平成28年～
KAKSの開発・ビジネス化

◆KAKSの特徴
・空き家の掃除、管理、報告を受託す
るサービス(月3,600円が基本コース)。

・地域内の空き家の小規模修理や下
水道工事費等を必要に応じて立替払
いを行い、入居者に分割で返済しても
らう（空き家持ち主と相談して家賃で
工事費を回収）。

・優良な空き家を移住希望者へ提
供するためのシステム構築を目指
し、「梶並空き家管理システム
（KAKS）」を検討。

・岡山県主催「第4回美作地域コ
ミュニティビジネス・コンテスト」にお
いて最優秀賞を受賞、賞金を原
資にKAKSをビジネス化。

平成30年～
活動の多角化

・「やまゆり苑（高齢者福祉セン
ター）」の指定管理が社会福祉協
議会から梶活へ移管。

・梶活の活動拠点として、特産品で
あるこんにゃくの製造・そばの製粉を
行うほか、地域住民の憩いの場で
ある「喫茶ほおずき」の運営等を
行っている。

◆梶活への参加を促進する工夫
・活動に参画いただいた方には、活動
内容に応じて「ポイント（500円/ポイ
ント）」を付与、年末に現金で精算し
ている。高齢者（定年退職をした
方）にとって、稼ぐというよりも参加し
た（頑張った）証としてモチベーション
になっている。

令和２年
移住者の活躍①

・移住者の中から、梶並地区の活性
化に向けた新たなアイデアが生まれ
ており、梶活から派生した「ファーム
かじかつ」は新規移住者の生業面
での受け皿となることを目指して、
農畜産物の生産・加工・販売等を
梶活と連携しながら推進。

令和3年
移住者の活躍②

・令和3年度末までに累計13世帯
30名が美作市内に定住（うち9
世帯16名は梶並地区）。

・現在の梶活メンバーのうち、１/３
はお試し住宅入居経験者（一番
若いメンバーは40代）であり、地
域の活性化に向けた新しい企画も
生まれている。

【お試し住宅制度が定着した（移住定住に結び付いた）背景・要因】
◆梶活が空き家所有者と入居希望者双方の悩みに寄り添うとともに、両者の交
流を積極的に促進

＜例：●空き家所有者の悩み、○梶活の対応＞
●貸出しのきっかけがない→○地元のお寺と連携、法事等で所有者が帰省した

際に賃貸の意向を確認
●家財道具が残っている→○片づけを支援

＜例：●移住者の悩み、○梶活の対応＞
●地域に溶け込めるか→○入居時の挨拶回り、その後の近所付き合いを支援
●仕事が見つかるか→○梶活が就職支援

◆入居にあたり、梶活や行政の担当者と入居希望者の間で面接を行い、双方が
納得する形での受け入れを実施

◆入居期間を半年～1年未満とすることで、長期にわたり地域に滞在し、気候や
祭事を幅広く体験することができ、地域の実情を理解することができる

◆毎月第一金曜日、食事（200円/食）をしながら意見交換を行う「移住者交
流会」を開催し、住民同士の交流を促進している

◆行政（岡山県、美作市）とは定期的（月1回）に協議を行っており、先進事
例や諸制度、補助金等に関する情報提供を受けている



【13】自治会と地元の高校生と連携による新たな加工品開発

・平成19年のスーパーの閉店、その後を引きついだ個人商店の撤退、定期バスの廃止等により、買い物困難な地域となる危機に立たされる中、平成23年から自治
会独自で購買部会を立ち上げ、ミニスーパーの運営を開始。ミニスーパーは、食品など生活必需品の購入場所であるとともに、住民同士の憩いの場となっている。

・平成25年からは、集落内に居住する高齢者の買い物支援を目的とした移動販売も実施しており、商品仕入れ、総菜づくり、配達、店番までの全ての運営を地域
住民で担っている。また、廃校になった豊茂小学校の空き教室を農産物加工施設として利用し、菓子類や地域産の野菜の加工品（惣菜、漬物）を製造開始。
大洲市や愛媛県のモデル事業を通じて、特産開発のノウハウやスキルを学ぶ中、大洲市の紹介で地元の大洲農業高等学校との連携による特産開発に挑戦。

大洲農業高等学校との特産（加工品）開発(H28)

開発した特産（加工品）の販売（H29～）
空き教室を活用した農産物

加工施設

取組主体 豊茂自治会 取組開始年度 平成23年度(特産品開発は平成28年度)

対象エリア 愛媛県大洲市豊茂地区とその周辺地域 URL等 ―

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・特産開発に取り組みたい豊茂自治会、食を通じた地域活性化への貢献を模索していた大洲農業高等学校を結び付けた、
大洲市（行政）の役割は重要。

・価値観や考え方が異なることを前提に、大人から高校生に対して「聞きすぎない」コミュニケーションを図ることに留意し、高校
生が話したいことを軸に交流を持つことが信頼関係を構築する上で重要。

取組前（地域概要・きっかけ）

取組内容

取組後の成果・効果

・「平成28年度大洲市がんばるひと応援事業」（補助率9/10）を活用し、大洲農業高等学校食品デザイン科の高校
生（9名）との交流を開始。全2回の交流学習会を開催し、地域側から高校生に対して地域農産物（里芋、赤し
そ）を使った郷土料理を伝授し、高校生が「豊茂をアピールする」加工品を検討。試作の末、高校生から地域に対して、
赤しそを使った料理やスイーツのレシピ提案が行われた。

・ 「平成29年度大洲市がんばるひと応援事業」を活用し、昨年度検討を行ったレシピ案をもとに、地元産の赤しそを使っ
た「食べる宝石ルビージュレ」を商品化。前年度に引き続き、大洲市農業高等学校の高校生がポップ広告やパネルの
製作を手掛け、地元のスーパーマーケット、農産物直売所等での販売を実施。現在も、しその収穫シーズンになると販
売を行っており、若い世代を中心に人気の商品である。

・高校生の若い発想力による地域特産品を使った新たな加工品開発の取り組みは、地域の活性化につながっており、高校生がラジオなどを通じて商品のＰＲをする
ことによる固有の販売促進効果があったのではないか。

・「食」というテーマは、特に世代を超えて交流しやすいテーマであり、受け入れた地域の側も高校生が主体的に商品開発に参画する様子、商品化に至るアイデアに
大きな刺激や示唆を得た。



平成28年
高校生と連携した特産品開発◆キーパーソン（藤淵良子氏）

・豊茂自治会購買部副部会長
・JA勤務時代の知見を活かしてミニスーパーの運
営、特産開発において中心的な役割を果たす。

きっかけ

開発した
「食べる宝石ルビージュレ」

取組の流れ

・平成24年3月に閉校した豊茂小
学校を活用し、豊茂自治会にて
地元で採れる野菜等を活用した
特産開発を模索。大洲市や愛媛
県の主催する講座等へ参加する
中、大洲市から大洲農業高等学
校の紹介を受けた。

【特産開発が成功した背景・要因】
◆特産開発に取り組みたい豊茂自治会、食を通じた地域活性化への貢献を模
索していた大洲農業高等学校を結び付けた、大洲市（行政）の存在。

◆「食」をテーマとすることで、自治会有志（大人）と高校生（若い世代）が収
穫作業、同じ食卓を囲んで食事をすることを通じて、交流が深めやすい。

※自治会有志から見れば高校生は自分たちの孫世代であり、ジェネレーション
ギャップがあることを前提にコミュニケーションを図ることが重要。例えば、家族構成
のような個人情報に係る話題を大人からは持ち出さず、高校生が話したい話題
にあわせてあげることを心がけることで信頼関係の構築を図った。

◆家庭での利用がほとんどで、加工品としての展開は行われていなかったが、赤し
その持つ独特の色彩や味わい等に高校生（若い世代）の視点から注目。

・高校生が自治会有志から郷土料理、里芋おはぎや赤し
そジュースのジュレ等の作り方を学ぶ中、地域で栽培され
ている赤しそに着目、赤しそを使った料理（巻き寿司・ち
らし寿司等）やスイーツ（レアチーズプリン）を試作し、
販売に向けて検討を行った（全２回）

※豊茂地区の家庭では赤しそを使った梅干し、自家製
ジュースを作っていたが、加工品として販売はほとんど行っ
ていなかった。

平成29年
高校生による商品PR・販売

・前年度検討したレシピ案をもとに、
地元産の赤しそを使った「食べる
宝石ルビージュレ」を商品化。

・前年度に引き続き、大洲市農業
高等学校の高校生がポップ広告
やパネルの製作を手掛け、地元
のスーパーマーケット、農産物直
売所等での販売（税込300円
/180ml＜当時＞）を実施。ま
た、高校生がラジオなどを通じて
商品のＰＲも行った。

・また、赤しそジュースを使ったソー
スを作り、チーズケーキに使用した
商品開発も実施。

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【地域外に展開できる特産開発、
販路拡大】

・高校生との交流を通じて、地域
資源の発掘、磨き上げの可能
性を感じることができた。移動販
売を中心に好評を博している大
豆のハンバーグや里芋コロッケ等
を豊茂地区外でも販売したいと
考えており、原材料の増産、パッ
ケージやロゴ等の意匠を含めた
特産開発、販路拡大は今後の
課題。

・本事業を通じて大洲農業高等
学校と地域の活性化に向けた
関係性を構築することができたた
め、上記の特産開発等、コロナ
禍が終息した際には改めて協力
関係を構築することも期待。

平成30年～

・前年に続き、新たな加工品開発を行う予定
であったが、自然災害の発生で大洲農業
高等学校が被害を受けたため、平成30年
度の交流を断念。

・一方、食べる宝石ルビージュレは若い世代を
中心に人気が高く、しその収穫シーズン限
定ではあるが販売を継続している。

今
後
の
展
開
等



【14】「できる人が、できる時間に、できることを。」をモットーに、子育て中の母親や高齢者、障がい者等
の活躍によって解決を図る仕組みを構築

・日高村の中に大きな企業はなく、昼間は村外に働きに出る人が多いことから、村内の昼間人口の大半は子育て中の母親、高齢者、障がい者等である。
・平成14年頃、子育て支援センターで出会った子育て中の母親達が日頃から感じている生活の不便さや困り事について話し合ったことをきっかけに、身近なテーマで
あった「子ども」に着目し、子ども向けの紙芝居を作ることから活動が始まった。紙芝居の評判は上々で、制作を通じて「私たちだって、みんなで協力すれば何かを成し
遂げることができる」と実感し、平成15年に住民有償ボランティア活動グループ「わのわ」を結成。

「村まるごと家族プラットフォーム」の
イメージ

取組主体 NPO法人日高わのわ会（以下、わのわ会） 取組開始年度 平成17年度

対象エリア 高知県日高村全域 URL等 https://wanowa-hidaka.com/

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・子育て中の母親、高齢者、障がい者等（何らかの理由で8時間の労働ができない人）が集まり、自分たちのペース、得意なことを活か
して地域の困りごとの解決に貢献し、対価を得ることができるビジネスモデルを構築。具体的には、買い物支援、配食サービス、農作業の
手伝い等、地域にとって必要サービスなのに、ニーズが少ないために一般企業が手を出せないニッチな需要を捉え、ビジネス化することが
重要。

・若い世代を地域活動に巻き込む際、「何でもやりたいことをやってもよい」と若い世代からの提案を求めるだけではなく、地域の側から地域
課題や取組の方向性（ビジョン）を「見える化」し、本人の思いを実現するための方策の検討、実践を促すやり方がよいのではないか。

取組後の成果・効果
・設立当初は20人だった会員も現在では50人を超えており、半数以上が30代以下である。一方で、会員数は単純に増加したわけではなく、中には一般就労に繋

がったいわゆる「わのわ会卒業者」は30人を超えている。わのわ会の取組は多岐にわたっており、村民の約５％は何らかの形でわのわ会に関わりを持っている。

NPO法人日高わのわ会を設立、活動の多角化(H17～)

高知大学地域活性化サークル「あだだん」との連携（H26～）

取組内容

取組前（地域概要・きっかけ）

・理念として「できる人が、できる時間に、できることを。」を掲げ、社会の弱者（子育て中の母親、高齢者、障がい者等、
何らかの理由で８時間労働ができない人）が地域を支える仕組みの構築を目指し、高齢者や障がい者の支援、規格
外により廃棄されるトマトを活用した喫茶の運営や加工商品の販売、宿泊施設運営等、様々な活動を組み合わせたコ
ミュニティビジネスを展開。

・トマトの加工販売等は、わのわ会として商品開発のノウハウがなく、当初売れ行きは低迷。平成21年、高知大学が開
講する「フードビジネスクリエイター講座」を安岡氏が受講。商品開発のノウハウを得るとともに、講座で出会った人との繋
がりが町外における販路拡大に寄与。現在の年間売上は約2,000万円、わのわ会の事業収益の過半を占めている。

・高知大学の学生による地域活性化サークル「あだだん」は活動フィールドを探していた際にわのわ会と出会い、平成26
年頃から連携を開始。フルーツトマトを活用したレシピ集の作成、村外への外出が困難な高齢者が地域外のグルメ等を
楽しめるイベント「日高メシふぇすてぃばる」の企画協力等を行っている。



◆キーパーソン（安岡千春氏）
・元保育士。平成15年、日高村の子育て支援センター職員とし
て、センターを利用する子育て中の母親５名とともに有償ボラン
ティアグループ「わのわ」を結成。平成17年、NPO法人わのわ会
設立後は事務局長に就任。

取組の流れ

きっかけ

・平成14年頃、子育て支援センター
で出会った子育て中の母親達が日
頃から感じている生活の不便さや困
り事について話し合ったことをきっかけ
に、身近なテーマであった「子ども」に
着目し、子ども向けの紙芝居を作る
ことから活動が始まった。紙芝居の評
判は上々で、制作を通じて「私たち
だって、みんなで協力すれば何かを
成し遂げることができる」と実感し、平
成15年に住民有償ボランティア活動
グループ「わのわ」を結成。

平成17年 喫茶部・販売部の活動開始

・平成17年、NPO法人化。子育て中の主婦による子育て支援
（福祉）の活動から、村特産「シュガートマト」の規格外活用
を目指した喫茶部・販売部へ活動を拡大。

・わのわ会が農作業補助をしていた農家から、規格等に合わず
廃棄されかけていたトマトを安価で譲り受け、ソースやジャムへ
の加工、展開している喫茶での提供等を検討。

ポイント
◆多様な主体の活躍を通じて地域の困りごとを

解決するビジネスモデル
・子育て中の母親、高齢者、障がい者等（何ら
かの理由で8時間の労働ができない人）が集ま
り、自分たちのペース、得意なことを活かして地
域の困りごとの解決に貢献し、対価を得ることが
できるビジネスモデルを構築。

・買い物支援、配食サービス、農作業の手伝い
等、地域にとって必要サービスなのに、ニーズが
少ないために一般企業が手を出せないニッチな
需要を捉え、ビジネス化することが重要。

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

今
後
の
展
開
等

【地域おこし協力隊の重要性】
・わのわ会専属の隊員として受け入れ
（H29～、実績3人）。隊員の中に
はわのわ会でのボランティアを契機に
地域おこし協力隊として着任したメン
バーもおり、常に刺激をもらっている。
【若い世代との関わり方の工夫】
・「何でもやりたいことをやってもよい」と若
い世代からの提案を求めるだけではな
く、地域の側から地域課題や取組の
方向性（ビジョン）を「見える化」し、
本人の思いを実現するための方策の
検討、実践を促すやり方がよいのでは
ないか。
【今後の展望】
・日高村全般の困りごとに幅広くコミット
しているが、理念を維持しながら、特
定の地域にフォーカスして、地域に住
む高齢者らが役割を持つ「何らかの幸
せ」を感じることが出来る活動の展開
を検討している。

平成18～21年
大学の講座のつながりを
生かした販路拡大

・トマトの加工販売等を本格化する
も、わのわ会として商品開発のノウ
ハウがなく、売れ行きは低迷し、年
間200万円の赤字が発生。

・平成21年、高知大学が開講する
「フードビジネスクリエイター講座」を
安岡氏が受講。商品開発のノウ
ハウを得るとともに、講座で出会っ
た人との繋がりが町外における販
路拡大に寄与。

ポイント

◆トマトの加工製造・販売はわのわ会を支える
一大収入源へと成長

・銀座アンテナショップ、東京、大阪、福岡、広
島、横浜のデパート、全国雑貨店等で販売さ
れた他、県庁関係部署の協力を得て、全国
展開のレストランや居酒屋チェーン、大学の学
食等に生トマト・冷凍トマトを卸しており、売り
上げは年間約2,000万円まで拡大しており、
わのわ会の事業収益の過半を占めている。

平成26年～
大学サークルとの連携

・高知大学の学生による地域活性化サークル「あだ
だん」は活動フィールドを探していた際に安岡氏と
出会い、連携を開始。

・トマトを活用したレシピ集の作成、村外への外出
が困難な高齢者が地域外のグルメ等を楽しめる
イベント「日高メシふぇすてぃばる」の企画協力等
を行っている。

【わのわ会の活動の概要】
①福祉部門「特別扱いをしない、みんなで支え合うボーダレス福祉」
・就労移行支援事業、就労継続Ｂ型事業、相談支援事業、短期入所サービス
（G,H）等を展開。

・障害児の日中一時支援、チャイルドルーム（託児）運営等
②製造販売部門
・トマトの加工品製造・販売（ソース、ジャム等、約10種類を取り扱い）
③喫茶部門
・料理好きなお母さんたちができたてをふるまう、地域に愛される地元食堂や喫茶ス
ペースを展開（規格外トマトを活用したオムライスが人気商品）。

④総務部門
・家事手伝い、農作業請負、軽作業等
【主な効果・成果】
・わのわ会の会員は、設立当初の20人から50人超となり、半数以上が40代以下
である。会員数は単純に増加したわけではなく、中には一般就労に繋がったいわゆ
る「わのわ会卒業者」は30人を超えている。わのわ会の取組は多岐にわたっており、
村民の約５％は何らかの形でわのわ会に関わりを持っている。



【15】地域住民が全員参画する協議会による集落の維持・活性化

取組前（地域概要・きっかけ）

取組内容

・高知県土佐町は人口約3,600人、その中の石原地区は約300人の地区である。平成18年に保育園、平成21年に小学校が相次いで閉園・閉校となり、地域
から子どもの声が聞こえなくなった。

・平成23年、農協生活店舗の廃止等をきっかけに、生活上の危機感を有した住民らが中心となり、高知県の集落活動センター事業を活用した集落の支え合い活
動の拠点づくりに向けて、高知県の地域支援企画員や社会福祉協議会職員、役場職員等の支援を受けて数十回のワークショップを実施。

「いしはらの里協議会」設立、集落活動センター開所(H24)

合同会社いしはらの里、生活店舗「さとのみせ」設立(H25)

いしはら未来会議の開催、次世代による地域活性化の加速（H30～）

いしはら未来会議

石原の未来像についての計画書

取組主体 いしはらの里協議会 取組開始年度 平成24年度

対象エリア 高知県土佐町石原地区 URL等 https://www.ishiharanosato.jp/

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・合意形成の一環としてワークショップを行う際、建設的な検討を進めるためのルール設定（例：ボールを持った人が発言でき
るルールを設定。発言が終わったら、次に「発言してほしい人」へボールを投げて指名する）や若い世代が参加しやすい日程
での実施

・行政の支援（県地域支援企画員・役場職員らによるワークショップの運営等支援、各種補助事業）を適切に活用

取組後の成果・効果

・地域住民全員が参画する「いしはらの里協議会」を設立、同年7月に集落活動センターを開所。以降、
農産物・加工品の直販（やまさとの市）や生活店舗・ガソリンスタンドの運営（さとのみせ）、旧小学校
を宿泊施設に改装した宿泊事業、各種交流事業などを実施。

・前年4月、JAのガソリンスタンドが休止。県からの助言で経済産業省のモデル事業に応募。2月からガソリ
ンスタンドの営業開始。11月に合同会社いしはらの里を設立、生活店舗「さとのみせ」の運営を開始。

・地域の若い世代（30～60代、いしはらの里協議会中核メンバーの子供世代）が中心となり、今後の
地域活動等の継承を見据え、今何ができるかを考える場づくりに着手。地域の未来について語り合う「い
しはら未来会議（以下、「未来会議」）」を開始。地域の活性化に資するアイデアの検討、実施が実現。

・地域内外の交流機会が増え、地域行事も少しずつ活気を取り戻しつつある。
・合同会社が運営する生活店舗や直販市「やまさとの市」等での一次産品や加工品の直販をはじめ、農林業体験等の交流事業を通じて住
民の所得向上に寄与。

・未来会議での検討を通じて、地域の活性化に資する新たなアイデアが企画、実現（例：「子供たちによる告知放送」（令和元年開始））



きっかけ

・平成23年、農協生活店舗の廃止等をきっかけ
に、生活上の危機感を有した住民らが中心とな
り、高知県の集落活動センター事業を活用した
集落の支え合い活動の拠点づくりに向けて、数
十回のワークショップ（以下、WS）を実施。

取組の流れ

ポイント
・2時間/回、14～15名でスタート。行政（県地域支援企画員・町職員・社協職員）がWS運
営を支援（各回の成果を整理、成果は事前に配布）、欠席者にも情報共有をすること等によ
り会議を重ねる中で若い人も含めて参加者数が増え、最終的には35～40名が参加

・建設的な検討を進めるため、「ボール」を導入し、ボールを持った人が発言できるルールを設定。
発言が終わったら、次に「発言してほしい人」へボールを投げて指名する方式で実施。

ポイント

・農産物・加工品の直販（やまさとの市）、
生活店舗・ガソリンスタンドの運営（さとのみ
せ）、旧小学校を宿泊施設に改装した宿
泊事業、各種交流事業などを実施。

・設立時、4つの部会（直販、共同作業支
援、新エネルギー、集い）を設置。

平成24年 協議会設置

・WSを通じて、地域課題に対処するため、石
原地区の将来、今後の地域活動について議
論し、活動の基本コンセプトを作りあげ、５
月に「いしはらの里協議会」（石原地区住
民全員が会員）を設立。

・同年７月に集落活動センターを開所し、実
働を開始。

今
後
の
展
開
等

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【後継者世代の参画の加速化】
・未来会議で出た意見が、いしは
らの里協議会で採用されるなど、
今までの活動に新しい力が加わ
り、集落活動センター事業の継
続発展に寄与している。現在の
いしはらの里協議会の中核メン
バーの後継者世代による地域の
活性化を加速させることが重要。
【店舗運営の検討】
・さとのみせ周辺で、住民の高齢
化による活動量の停滞、転出が
増えている。さとのみせの持続的
な経営を見据え、地域住民の要
望を踏まえながら、店舗運営の
見直しが検討されている。

平成25年
GS・店舗運営開始

・前年4月、JAのガソリンスタンドが
休止。県からの助言で経済産業
省のモデル事業に応募。2月から
ガソリンスタンドの営業開始。

・11月に合同会社いしはらの里を
設立、生活店舗「さとのみせ」の
運営を開始。

ポイント

ポイント

【主な成果等】
・地域内外の交流機会が増え、地域行事も少しずつ活気を取り戻しつつある。
・地域外からの来客を促す、体験プログラム（バウムクーヘンづくり体験、あめごのつか
み取り等）の利用者数は当初100人前後であったが、コロナ禍を契機に特に県内
の学校の修学旅行先としての需要が高まり、本年度は1,000人以上に増加

・未来会議での検討を通じて、地域の活性化に資する新たなアイデアが企画、実現し
ている。例えば「子供たちによる告知放送」（令和元年開始）は、小学校の廃校に
より地域で子供の声を聞く機会が少なくなってしまった状況を受け、地区内放送
（土佐町が設置）を活用して、地域の良さや日常の様子を子どもたち自身が語る
放送（10分/回）を行い、地域に元気を与えている。

・住民全員の合同会社を目指
し、全戸訪問にて説明と出資
を依頼。出資者211名、約
214万円の出資金が集まった。

・現役世代が多いため、
平日夜の開催が中心。
平均30～40名が参加。

令和２年
未来会議のアイディアを
取り入れた組織再編

・部会ごとの活動状況、未来会
議での意見等を踏まえ、３つの
委員会（支え合い、商い、交
流）に組織を再編。

・各委員会は正副委員長と事
務局（県の地域支援企画
員）で構成。委員会で出たア
イデアをもとに、必要なメンバー
を集めて実行部隊（例：委
員会内の専門部会）を組織。

平成30年～
若い世代による未来会議開催

・地域の若い世代（30～60代、いしはらの里協
議会中核メンバーの子供世代）が中心となり、
今後の地域活動等の継承を見据え、今何がで
きるかを考える場づくりを開始

・9月から2か月に1回程度のペースで地域の未来
について語り合う「いしはら未来会議」を開催
（コロナ禍以降は不定期開催）

・10年後のいしはらの里（安心して住める地域）
について、現状や課題、未来像を洗い出し、
ギャップをどのように埋めるかについて、12項目
（商い、集いの場づくり等）のアイデアを取りまと
め、この実現に向けた取組を展開中



【16】都市部や海外からのボランティア、アーティスト等と連携した里山保全活動の新たな展開

取組前（地域概要・きっかけ）
・山村塾は平成6年に設立されたNPO法人で、2軒の農林家と都市で暮らす1家族が発起人となり、棚田と山林を守る活動がスタートした。これまで、都市部の人等
へ山仕事や農作業の体験の場を提供するとともに、都市部の人が農産物を買い支える等の交流を続けてきた。具体的には、「稲作コース(アイガモを利用した米作り
体験)」と「山林コース(主に台風による風倒木被害地を対象に落葉樹の植林、人工林の下草刈りや間伐等を体験)」を提供するほか、国内外のボランティアを対象
に、里山保全のワークキャンプを実施 (80日コース×2回、20日コース×1回、12日コース×2回)。

・近年、活動に関わる参加者や地域住民等のすそ野をより広げていくことが課題と感じており、都市と農山村の新しい関係づくりや活動の広がりを目指して九州大学と
連携した取組の検討を開始していた。また、林業を生業にする、副業にするといった新たなニーズが増えており、その対応方策を考えていた。

・自伐林家(小規模林業家)として活動するための基礎知識や技術の習得を目的として、福岡県の委託を受
けて実践型の研修を実施。県内在住者を対象に、毎年８～翌年２月までの期間で、延べ22日間の研修
となっており、福岡の森林・林業の基礎学習、ロープワーク、刈払機やチェーンソーの操作方法、バックホウの
操作方法等、実践的な内容となっている。

自伐林家育成研修(平成30年～)

・九州大学ソーシャルアートラボ(九大SAL)との連携により、新しい取組「奥八女芸農ワークキャンプ」をスター
ト。「アート×農」の可能性を掘り下げて考える取組で、具体的には、アーティストの武田氏(演出家、民俗
芸能アーカイバー)にワークキャンプの一員として参加してもらい、海外ボランティアのメンバーと寝食を共にしな
がら、1日の半分を農作業(棚田の保全)、残り半分をアートプロジェクト(笠原の民俗芸能を考える)に取り
組んでもらい(半農半アート)、地域固有の新たな民俗芸能を作り上げる。

奥八女芸農ワークキャンプ(平成30年～)

新たに生み出された「八女茶山おどり」

研修の風景

民俗芸能の検討プロセス

撮影：富永亜紀子

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・農山村で暮らす住民の暮らしや生業等をそのまま体験できるコンテンツの提供(田舎ならではのコト消費)
・林業を生業にしたいという都市部ニーズの高まりの把握と対応
・アートを切り口として地域の暮らしや生業を見つめなおすプロセスを共有することで生まれる都市と農山村の新しい関係性

取組主体 認定NPO法人山村塾 取組開始年度 平成６年

対象エリア 福岡県八女市黒木町 URL等 https://sansonjuku.com/

取組後の成果・効果

取組内容

・研修を通じて、小規模林業家や副業として林業に取り組む人材が生まれている。
・ワークキャンプを通じて、地域固有の「八女茶山唄」の歴史・文化の掘り起こしや深掘りにつながるとともに、「八女茶
山おどり」という新しい民俗芸能が創出され、今後、地域に根付いていくことが期待される。



今
後
の
展
開
等

取組の流れ

ポイント

平成30年～令和3年
大学との連携、アートを軸とした新しい展開

・九州大学との連携による新しい取組「奥八女芸農ワークキャンプ(毎年夏
か～秋)」を開始。地域に新たな民俗芸能を立ち上げることを目的として、
アーティストや国内外のボランティアがワークキャンプに参加し、半農半アー
トの活動を続ける取組を運営。

・山仕事をテーマにした民俗芸能の披露(H30)、八女の民謡「八女茶山
唄」に合わせた「八女茶山おどり」の創作（R元）等、地域の伝統や文
化を後世につなげる試みとなっている。コロナ禍の令和2年も、オンライン開
催や日帰りボランティアの試行、棚田で「八女茶山唄」・「八女茶山おど
り」を開催する等、新しい展開も生まれている。

平成6年～ 山村塾の開始

・都市部からの参加者を対象に、
「稲作コース」と「山林コース」を提
供。

・稲作コース:参加者を農家が受け
入れ、アイガモを利用した無農薬、
無化学肥料による米作りを年間を
通じて体験

・山林コース:参加者を林業家が受
け入れ、主に台風による風倒木被
害地を対象にして、落葉樹を植林
したり、人工林の下草刈りや間伐、
枝打ち等を年間を通じて体験。

平成9年～
海外ボランティアの受入れ

・環境保全の合宿ボランティアを実
施(80日コース×2回、20日コース
×1回、12日コース×2回)。いずれ
もNPO法人NICEと連携した取組
であり、NICEがコーディネートした
海外からのボランティアを受け入れ
て実施している。

※NPO法人NICEは、世界各国の
NGOと協定を結んでおり、日本人
ボランティアを海外のワークキャンプ
へ派遣したり、海外からのボランティ
アを全国各地のワークキャンプへ派
遣する活動を展開。

平成25年7月～
棚田米プロジェクト開始

・H24.7の九州北部豪
雨で大きな被害を受け
たことから、棚田の再生、
地域復興を目指し、平
成25年7月より「お米を
5年間買うぞ！」の口約
束をしてくれるサポーター
を募集(棚田米プロジェ
クト)、11月から棚田米
の発送を開始。現在、9
軒の農家と82名のサ
ポーターが活動を支える。

きっかけ

・活動は地域内外で広がってい
るが、参加者や地域住民等の
参加のすそ野をもっと広げてい
くことが課題と感じており、地域
との新しい関係づくりを目指し
て九州大学と連携した取組の
検討を開始。

・林業を生業にする、副業にす
るといったニーズが増加しており、
ニーズへの対応方策を検討。

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【林業家の育成】
・これまで山村塾で林業体験を
希望する参加者を受け入れて
きたが、人工林の荒廃が大きな
問題となる中、小規模林業家
に対するニーズの高まりは新た
なチャンスであり、団体としての
強みを生かし、事業として人材
育成に関わり続けることは重要
【アート×農の持続・発展に向けて】
・アートが加わることで生まれた効
果(新しい価値観や人間関係
等)に手応えを感じており、来
年予定されている八女市のイベ
ント(八女茶600年)での新た
な試みを検討しており、持続・
発展に向けた収益面での仕組
みづくりが重要

平成30年～令和3年
県事業の林業家育成研修開始

・これまで山林コースや合宿ボラン
ティアで培った経験とスキルを活
かし、福岡県の事業「自伐林
家育成研修」を受託。

・年間22日間で林業の座学、
ロープワーク、チェーンソーの使い
方、バックホウ操作等を実践的
に学ぶ機会を提供。これまで37
名が受講し、小規模林業家と
なった方も多数。

市部からのボランティア

外ボランティア海

【都 等の受け入れにつながっている背景・要因】
◆お客さん扱いせず、農家が日ごろ食べているような郷土料理、非日常体験(お膳

立てされた形だけの体験ではなく、リアルな農林業体験)を提供。
【 の継続的な受け入れにつながっている背景・要因】
◆耕作放棄地の維持管理は週末だけでは難しく、日常的に作業をサポートしてくれ

るボランティアの存在が重要。80日コースで毎年参加してくる海外ボランティアは非
常に重要な戦力。継続的な作業が可能であり、毎年新しい人材が参加するため、
若い人材が持続的に確保される。期間が長いため、スキル向上も期待できる。

◆アートを軸とした都市と農山村の新しい
関係性の創出へ

・国内外のボランティアと地域住民が、とも
に地域の暮らしや文化を考え、地域固
有の民族芸能を形にしていくプロセスを
通じて、都市部(消費者)や農山村(生
産者)の立場を超えたフラットな関係性が
つくられ、お互いの関係が深まる、地域か
らの参加が増えるといった効果が見られる。



【17】地域の資源を住民主体で発掘し、公民館を拠点とした地域課題解決を展開

・繁多川地域は那覇市南東部に位置し、真和志地区にある地域のひとつである。平成17年に開館した繁多川公民館は、真和志地区全体の社会教育の拠点と
して、県内で初めてNPO（NPO法人なはまちづくりネット）に業務委託を行った公民館である（平成27年からはNPO法人１万人井戸端会議が指定管理者と
なって運営を進めている）。

ユンタク会の様子

取組主体 繁多川公民館（NPO法人１万人井戸端会議） 取組開始年度 平成17年度（平成27年度）

対象エリア 那覇市繁多川地区 URL等 https://10000idobata.amebaownd.com/

多様な主体、世代を巻き込む際の工夫・留意点
・地域課題の解決を出発点や目的として強調しすぎない。自分たちが「やりたいこと」をベースにしないと推進力や同時多発的な
アクションが生まれず、持続可能性を期待することも難しい。一方で地域や社会の現状を学んだり、情報を提供したり、活動が
地域へ与える効果を説明する、インタープリター（コーディネーター、中間支援組織等）も必要である。

取組前（地域概要・きっかけ）

取組内容
地域資源の発掘・「すぐりむん」認証を通じて、地域づくり人材のネットワーク化(H17～)

コロナ禍における地域づくりを推進する「若手会」（R２～）

取組後の成果・効果

・平成17～19年にかけて、繁多川自治会と協力し、住民間で地域文化を聴き取り、共有する講座「繁多川見聞録」を実施。講座を通じて、湧水が豊富で豆腐が
有名な繁多川では、沖縄在来の大豆「青ヒグ・高アンダー」が使われて美味しい豆腐ができていたことがわかった。

・昔ながらの工程で繁多川豆腐を作ろうと、県農業研究センターから青ヒグ10粒をもらい、公民館と自治会が協働で栽培に取り組み始めた（あたいぐゎープロジェク
ト）。各家庭のあたいぐゎー（猫の額ほどの小さな畑）で栽培を始めると、プロジェクトに参加しているメンバー同士、お互いの大豆の生育状況を見ることを通じて交
流が活発になった。また、プロジェクト参加者が、近隣の小中学校の総合的な学習の授業等に参画し、大豆の播種・収獲・脱穀・豆腐づくりまで指導、体験学習
のコーディネートを行うようになった。

・繁多川見聞録をきっかけに、自治会長からの提案により、人材育成の仕組みの一環として、生涯学習の人材バンクの構想を基に「すぐりむん」認証を考案した。繁
多川地域（および近隣地域）において、豊富な専門知識・技能を持ち、活動し地域貢献している人を「すぐりむん」として認定し、地域づくりに寄与する人材のネッ
トワークを構築（延べ97名認定） 。中学校の授業や夏休みの体験行事の講師、地域の防災活動などで活躍している。

・繁多川公民館と近隣の学校による連携事業（キャリア教育）を通じて、地域の事業者などとのネットワークが生まれている。そのネットワークを活かし、若い世代の
チャレンジから実現までできる地域拠点運営も視野に、コロナ禍で困っていることや、新しい生活環境下でのチャレンジについて語り合う場（ユンタク会）を設けると
ともに、地域の20～40代の若手が中心で構成する「若手会」によるチャレンジを支援している。

・地域住民が活動を通して自然に地域課題に向き合うようになり、自ら考え行動する団体として、30団体が発足。地域の任意団体として、
絶滅危惧種を保存する会、道路の美化清掃の団体、学校のキャリア教育を支えるチーム、夏休みの子供向け体験を支援する団体など
が組織化された。相互にゆるやかなネットワークを築き地域課題解決に繋がるような活動を行っている。



ユンタク会開催を
周知するチラシ

今
後
の
展
開
等

取組の流れ
きっかけ

・平成17年に開館した繁多川公民
館は、真和志地区全体の社会教
育の拠点として、NPO法人なはま
ちづくりネットに業務委託を行った
公民館でもある（NPO法人への
委託は県内初、平成27年からは
NPO法人１万人井戸端会議が
指定管理者となって運営を進めて
いる）。

活動を通じて見えてきた課題、
今後の活動の方向性等

【課題解決を目的としない】
・地域課題の解決を出発点や目的
とて強調するのではなく、自分たち
が「やりたいこと」をベースにしないと
推進力が生まれず、持続可能性
を期待することも難しい。地域や
社会の現状を学んだり、情報を提
供したり、活動が地域へ与える効
果を説明する、インタープリター
（コーディネーター、中間支援組
織等）も必要である。
【補助金等に振り回されないことに
留意】

・補助金等に振り回されることなく、
必要な時に必要な分だけ活用す
ることが重要。地域づくりは唯一の
正解があるわけではなく、事業を
進めながら望ましいプロセスを模
索することが求められる。補助金
等の成果目標の達成だけにとらわ
れると上手くいかないことに留意が
必要ではないか。
【公民館が果たすべき役割】
・元から住んでいる方だけではなく、
移住してきた方にとっても平等に
参加できる場所であるので、両者
が交わって地域にとってプラスにな
るような活動の促進を図りたい。

平成17年～
「繁多川見聞録」を契機に地域づくり活動が活発化

ポイント

・繁多川自治会と協力し、住民間で地域文化を聴き取り、共有する講座
「繁多川見聞録」を実施（平成17～19年）。講座を通じて、湧水が豊
富で豆腐が有名な繁多川では、沖縄在来の大豆「青ヒグ・高アンダー」が
使われて美味しい豆腐ができていたことがわかった。

・繁多川見聞録をきっかけに、自治会長からの提案により、人材育成の仕組
みの一環として、生涯学習の人材バンクの構想を基に「すぐりむん」認証を
考案した。繁多川地域（および近隣地域）において、豊富な専門知識・
技能を持ち、活動し地域貢献している人を「すぐりむん」として認定し、地域
づくりに寄与する人材のネットワークを構築（延べ97名認定） 。中学校
の授業や夏休みの体験行事の講師、地域の防災活動などで活躍中。

◆あたいぐゎープロジェクト
・昔ながらの工程で繁多川豆腐を作ろう
と、県農業研究センターから青ヒグ10
粒をもらい、公民館と自治会が協働で
栽培に取り組み始めた。各家庭のあた
いぐゎー（猫の額ほどの小さな畑）で
栽培を始めると、プロジェクトに参加し
ているメンバー同士、お互いの大豆の
生育状況を見ることを通じて交流が活
発になった。

・プロジェクト参加者が、近隣の小中学
校の総合的な学習の授業等に参画し、
大豆の播種・収獲・脱穀・豆腐づくりま
で指導し、体験学習のコーディネートを
行うようになった（現在も継続中）。

ポイント

平成26～27年
NPO法人1万人井戸端会議が
繁多川公民館の運営を開始

・平成26年、NPO法人なはまちづ
くりネット設立時の目的を達成し
て解散。NPO法人１万人井戸
端会議が取組を引き継ぎ、平成
27年から繁多川公民館の指定
管理者となって運営を進めている。

令和２年～
コロナ禍における地域づくりを推進する「若手会」

◆「若手会」の結集に至った背景
・繁多川公民館と近隣の学校に
よる連携事業（キャリア教育）
を通じて、地域の事業者（約
60団体）などとのネットワークが
生まれており、20～40代の若
手経営者らが参加している

・若い世代のチャレンジから実現までできる地域拠
点運営も視野に、コロナ禍で困っていることや、新
しい生活環境下でのチャレンジについて語り合う
場（ユンタク会）を設けるとともに、地域の若手
（20～40代）が中心で構成する「若手会」に
よるチャレンジを那覇市地域包括支援センター繁
多川と連携して伴走支援している。

【活動による成果等】
・地域住民が活動を通して自然に地域課題に向き合うようになり、自ら考え行
動する団体として、30団体が発足。相互にゆるやかなネットワークを築き地域
課題解決に繋がるような活動を行っている。

・コロナ禍に端を発した社会的孤立を課題と捉え、若手会の企画により、地域
住民同士の交流促進に資するイベントを開催した（令和3年度は2回）。
子育て世代が参加しやすいよう、飲食をしながら、地域に対する思いや困りご
との共有を促すとともに、お互いがやりたいことを応援し合える関係性づくりを目
指している。「地域課題を解決するにはどうしたらよいか」といった大上段に構え
た投げかけではなく、「緩い課題共有の場」とすることを心がけることでつながり
の輪を広げることを重視している。

・若手会自体も上記の理由から、緩い関係性を志向しているため、「会員」と
いったくくりは特に設けておらず、ユンタク会を通じて共有されたアイデアをベース
に適宜取組を企画・展開しており、繁多川公民館と那覇市地域包括支援セ
ンター繁多川は広報や資材確保等の側面支援を行っている。
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